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設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟
一級建築士

第281605号

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳一級建築士

第202336号

２５

洗浄室

廊下

会議室

無線機械室

仮眠室

屋上 1800 1300 600

1300

2900 1800 800

3500 3200 2100

3900 2100 1100

4900 2400 1300

6001800

20 800

34

40

固結シルト及び、シルト質砂

300

100 60

無し

1.19 1.19

共通事項

１． 設計図書の構成及び表示事項に不整合のある場合の優先順位は次による。

（１）現場説明に対する質問回答書

（２）現場説明書（見積要項書のある場合はそれを含む）

項目の適用は、項目番号（各章１．２．３・・・の連番）に○印の付いたものを適用する。

（１）・印の付いたものを適用する。

（４）・印のものは、適用しない。

（２）・印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。

（３）・印と※印の付いた場合は、共に適用する。

３． 特記事項の適用は次による。

（３）特記仕様書

（４）設計図

（５）国土交通省大臣官房監修　公共建築工事標準仕様書　平成

      したがって、本特記仕様書は設計図（建築一般図、建築構造図）全てに優先する。

２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．２．

３章

・地盤調査資料（設計段階で、すでに行ったもの）

  ※有（※敷地内 ・近隣）

  ・無

・地盤調査計画（これから行うもの）

３. 排水

　・かま場工法　　　　　・ディープウェル工法

　・ウェルポイント工法　※施工者の選定工法による

４． 埋戻し・盛土 ※埋戻し・盛土の種別

５． 建設発生土 ※建設発生土の処分は下記による。

  ・場内指示の場所へ推積　　・場内指示の場所へ敷き均し

６． ※山留め工法は下表による。山留め工法

・

・打撃工法　　※低騒音低振動工法・

・打撃工法　　※低騒音低振動工法・

・

オープンカット工法

親杭横矢板工法

場所打ち鉄筋コンクリート

シートパイル工法

※排水は下記による。

連続地中壁工法

・地盤調査及び試験杭の結果により、杭長、杭種、直接基礎の深さ、形状を変更

  する場合もある。

　・ボーリング　・標準貫入試験　・土質試験　・平板載荷試験

　・

・埋設物調査（埋設管類、既存障害物等の状況調査）を行う。

・隣接物調査（隣接する建物、道路、障害物等の状況調査）を行う。

・地盤調査、埋設物調査、隣接物調査については○印がなくても施工者の判断

  により行う。

２. 障害物

  ・A種　※B種 ・C種　・D種

  ※場外搬出処分　　　　　　・現場説明による

・仮設　　　　・構造体

・ ソイルセメント柱列壁工法 ・オーガー　・ロックオーガー　・ＣＤ

※ 施工者の選定工法による

※支保架構は下記による。

　・切り梁工法　　　・アースアンカー工法（※除去式　・埋込み方法）

７． 逆打ち工法

　・アイランド工法　※施工者の選定工法による

（３.２.３）

　調査項目は下記により、その調査仕様は（※別紙仕様書　・図示

　                                      ・４章３項（平板載荷試験)）による。

（３.２.２）

・障害物に関する特記

　  調査結果はボーリング柱状図（図示）及び調査報告書（別資料）による。

（３.２.５）

（３.３.１）

※逆打ち工法を採用する。

・逆打ち工法に関する特記（・図示による　・下記による）

（表３.２.１）

土工事

１． 地盤調査

１． 工法の選定 ・直接基礎   （・ベタ基礎　・布基礎　・独立基礎）

４章 地業工事

  支持地盤   （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）（４.１.１）

  長期許容支持力度（ 　　）kN/m2

・杭基礎

  試験杭   （※図示による　・最初の1本（場所打ちコンクリート杭））

  杭径と長期許容支持力 （・下表による　※図示による）

　・杭の鉛直載荷試験　  ・杭の水平載荷試験

　・杭の引抜き試験　　  ・

※杭の載荷試験を行う。

（４.２.３）

２．

３． 地盤の載荷試験

（４.２.４）

※地盤の載荷試験（平板載荷試験）を行う。

　試験項目は下記により、その仕様は（※別紙仕様書　・図示）による。

　試験仕様は（※別紙仕様書　・図示　・下表）による。

・ ヶ所

既製杭の材料

・ ST杭

・ PRC杭

・ SC杭

・ PHC杭

※材質は図示による

・SKK400　・SKK490

※種別は図示による

・A種　・B種　・C種

※種別は図示による

・A種　・B種　・C種

・Ⅰ種　・Ⅱ種　・Ⅲ種　・Ⅳ種

※種別は図示による

※鋼管の材質・厚さは図示による（外殻鋼管付

　　　コンクリート杭）

（鉄筋または平鋼を入

　れたコンクリート杭）

（拡径断面を有する遠心

　トコンクリート杭）
　力高強度プレストレス

（高強度プレストレスト

　　　 コンクリート杭）

・材質
・鋼管厚（　　）㎜

  （・SKK400・SKK490）

（４.３.２）（４.４.２）

４． ※既製杭の種別は下表による。

注）最大載荷荷重は、長期許容支持力の（※3倍　・　　倍）とする。

既製杭の打設工法 ※既製杭の打設工法は下記による。

（４.４.３）

５．

（４.３.３)～(４.３.５）

・ 鋼管杭

・

※杭先端部の形状（・閉塞形　・開放型　※評定取得仕様による）

※杭の継手　      ・有（ 　 ）ヶ所（・溶接継手　・無溶接継手　・図示　）

                  ・無

kN/m2

・打撃工法

  ※プレボーリング併用の有無

  ※防音カバー　　（※有 ・無）

              ※大臣認定工法

・プレボーリング拡大根固め工法

・中堀り拡大根固め工法

※併用する

掘削径　・杭径と同じ（オーガー部分の摩擦力無視）

※埋込み工法　・セメントミルク工法　・

掘削長　杭先端部（※1m ・    m）を残す。

・併用しない（直打ち工法）

  ※ハンマーの種類（※油圧ハンマー　・ディーゼルハンマー　・　　　   ）

杭の載荷試験

  基礎底深さ  　※図示による　・ GL-（ 　  ）m

GL-　　　  mkN/本

GL-　  m

・ ヶ所

５章 鉄筋工事

１． 鉄筋

・

SD295A

SD295B

SD345

SD390

 785級

（５.２.１）

※壁、耐圧版、杭等でD19以上の鉄筋を使用する場合の継手は重ね継手とする。

２． 溶接金網

※柱の帯筋（フープ）は閉鎖型フープ（スパイラルフープ等）とする。

・

・

（５.２.２）

※余盛りの除去（※低騒音低振動工法　・はつりによる）

※余盛りの高さ（※800㎜　・0㎜（深礎の場合）

　　　　　　　　   　　   　　    ・各杭径毎に（　 　）％）とする。

打設工法

（４.５.４）（４.５.５）

７．

                ・500㎜（孔中の水が少ない場合））

捨コンクリート

指定

砂利地業

種　類

※再生クラッ

・砂利・砕石
   シャラン

材 料 基礎下 地中梁下 底版下
1階床下

空ピット

・

・

※ 50

・ ・ ・ ・ ・

・ ・ ・

注）ラップルコンクリートの調合は捨コンクリートと同じとする。

８. ※使用する地業名及び厚さ（㎜）は下表による。

※オールケーシング工法と深礎工法及び無水掘工法以外は、超音波測定器による

の材料 ※鉄筋の材料は（※５章による　・図示による）

※フープは（・スパイラルフープ　※普通フープ）とする。

コンクリート杭

６． 場所打ち

備　考長期許容支持力 杭の先端レベル
杭頭 杭先端

※コンクリートの種別は（・A種　※B種　・図示による）

※コンクリートの基準強度及びスランプは（※６章による ・図示による）

※場所打コンクリート杭、場所打鋼管コンクリート杭の打設工法は

９. 床下防湿層

（４.５.３）

鉄筋の種類 使用径

※重ね継手　・

※重ね継手　・

※ガス圧接　・

継　手

※ガス圧接　・

D19以上

D  以上

D16以下

図示

指定

※

※

・

指定

※ 防水押えコンクリート

コンクリート

径・間隔

・6φ-@100 ・D10@100

使用箇所

３． バーサポート

・スペーサー

（５.３.３）

・

※

※使用するバーサポート及びスペーサーの数量及び配置の標準は下表による。

バーサポート及びスペーサーの数量と配置部 位

基礎

４． 継手及び定着 ※特殊な鉄筋継手の採用

 ※（財）日本建築センターの評定を取得した工法とする。

 ・継手性能（・SA級　・A級）

５．

基礎梁

スラブ 上端筋、下端筋のそれぞれ1.3個/m2程度に設ける

梁

柱

壁

地下外壁

基礎底面積が4m2程度では8個、16m2程度では20個とし、側面は1.5m

 ・使用箇所（※図示　・柱　・大梁　・増築端　・　　　　　　　　   ）

 ・継手名称（・　　　　　　　　　　　認定又は評価番号  　　　　　 ）

（５.３.４）

注１）バーサポート・スペーサーの種類は鋼製とし、被り厚さ範囲に防錆処理を

　　　施したものとする。

  ２）基礎、スラブ以外のスペーサーは、側面に限り強度と剛性を有するプラス

      チック製としてもよい。

  ３）断熱材打込み工法のスペーサーは、支持荷重に対してめり込まない程度の

      接触面積を有すること。

ガス圧接工

（５.４.２）

６． ガス圧接部検査

指定

超音波探傷

引張試験・

外観検査

※ガス圧接部検査は下表による。

※第三者機関

※第三者機関

※圧接作業者に
　よる自主検査
・第三者機関

２）

３）

（５.４.９）

※ガス圧接業者は（社）日本鉄筋継手協会が認定する優良圧接業者より選定する。

※ガス圧接技能者の技量確認試験を（・行う　※行わない）

　・行う場合の特記

　　試験場所（※製作所　・工事現場）

　　試験方法はＪＩＳ Ｚ ３８８１（ガス圧接技術検定における試験方法及び

    判定基準）に準ずる。

（UT）検査

検査種別 抜取率

※全数

（※3箇所  ・5箇所　）
 ※1ロットにつき

１）

注１）1ロットの大きさは、同一作業班が同一日に施工した圧接箇所かつ200箇所

      以下とする。

　２）第三者機関は「建築物の工事における試験及び検査に関する東京都取扱要綱」

      第４条の試験機関または、これに準する機関とする。

　・最初の3ロットは引張試験を併用する。 　・引張試験を併用する必要はない。

杭径（㎜）

（・下表による  ※図示による）

砂・砂利・割り石・

支持地盤名指定 深　さ
支持力
長期許容

箇　所

備　考種　　類 種　別　等指定

　孔壁の測定を行う。検査の数量は（・全数　※各杭径毎に1本

※

※

備　考

UT検査抜取り箇所につ
いては第三者機関によ
る外観検査も行うこと

引張試験片抜取後の

      ※ガス圧接）
処理（・重ね継手

検査者 備　考

備　考

備　考

指定 備　　　考山留め工法

指定

・ アースドリル工法

・

・ オールケーシング工法

・ ＣＤ工法

・ 深礎工法

・ 連続地中壁

鋼管の有無拡底の有無

・無

・無

・無

・無

・無

・有

・有

・有

・有

・有

・有

・有

・有

・有

・有

※無

※無

※無

※無

※無 ・機械堀り併用・人力

備　考

レーション工法

工 法

（４.６.２)～（４.６.４）

（４.６.５）

・

※地盤改良の工法は下表による。

指定

・ 強制圧密工法

・ 液状化対策工法

・ 深層混合処理工法

分　類

・ 表層混合処理工法

・

・

・ペーパードレーン工法

・プレロード工法
・パックドレーン工法

・

・サンドドレーン工法

・

・サンドコンパクション工法

・グラベルドレーン工法
・プラスチックドレーン工法

・                    工法

・バイブロフロテーション工法

※セメント系

・　　　　系

・　　　　系
※セメント系

※混入量　　  ㎏/m3

工法名

・                    工法

※バックホウ等による撹拌

※ソイルセメントコラム工法

・ ・

・ ・

改良材

注）改良範囲等詳細は図示による。

地盤改良１０.

※床下防湿層の施工箇所は1階スラブ直下（ピット部分を除く）及び土間コンク

  リート直下とする。ただし、捨コンクリートがある場合は捨コンクリートの

　直下とする。また、断熱材がある場合は断熱材の直下とする。

捨コンク
　　リート

ラップルコ

ンクリート

・ 無し

※ 50
・

※ 図示・

・

※普通コン

　クリート

※普通コン

　クリート

　　　　・杭径-50㎜ （オーガー部分の摩擦力考慮）

・

地業

コンクリート杭の

場所打ち

（表 ４.５.１）

リバースサーキュ

クリート

土間コン

下

※超音波探傷（UT）検査を行う場合の特記

※使用する鉄筋はＪＩＳ Ｇ ３１１２の規格品とし下表による。

※使用する溶接金網はＪＩＳ Ｇ ３５５１(溶融金網)の規格品とし、下表による。

横間隔は1.5m程度、端部は1.5m以内に設ける

縦は上段梁下から1.5m程度、中段上段から1.5m間隔程度とし、

未満2個、1.0m以上3個

上段は梁下か0.5m程度、中段は柱脚と上段の中間、柱幅方向は1.0m

梁下面及び各側面に設け間隔は1.5m程度、端部は1.5m以内とする

梁下面及び各側面に設け間隔は1.5m程度、端部は1.5m以内とする

程度に設ける

（※30箇所 ・　　 ％）
 ※1ロットにつき

１）

※ 50

1275級 図示

※杭芯ずれの許容値（・100㎜　※150㎜　・　　㎜）

　上記数値を超えた場合の処置は監理者と協議すること。

・ルート1 ・ルート2（・2-1 ・2-2 ・2-3）・ルート3 ・時刻歴 ・その他（　　）

構造概要

１． 計算ルート

X方向 ・ルート1 ・ルート2（・2-1 ・2-2 ・2-3）・ルート3 ・時刻歴 ・その他（　　）

２． 積載荷重

床・小梁用 架構用 地震用

区域３． 積雪荷重 ※一般　　・多雪

積雪量

基準風速４． 風荷重 Vo=      m/s

粗度区分 ・Ⅰ　・Ⅱ　・Ⅲ　・Ⅳ

地盤種別５． 地震荷重

地域係数

重要度係数

・Ⅰ種　・Ⅱ種　・Ⅲ種

・0.8　・0.9 　※1.0　・1.25

孔内水位６． 地下水位 設計水位

（N/m2）

大臣認定高強度せん断

補強筋

 （間柱は除く）

・6φ-@100 ・D10@100
機械室、厨房等の非構造用

年版

Y方向

kN/本

kN/本

kN/本

kN/本

kN/本

GL-　　　  m

GL-　　　  m

GL-　　　  m

GL-　　　  m

GL-　　　  m

kN/m2GL-　  m

※ 50

※ 50

※ 50

※ 50

※ 50

※ 50

※ 50

  支持地盤   （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

４）

　３）第三者機関は「建築物の工事における試験及び検査に関する東京都取扱要綱」

      第８条の試験機関または、これに準する機関とする。

　４）「建築工事施工計画等の報告と建築材料試験の実務手引き」（東京都防災・

      まちづくりセンター）に準拠する案件は、引張試験の抜取率は、

      1ロットにつき5箇所とする。

用途

※1.0　・1.25（車庫棟）　・1.5（事務棟）

　　　㎝　単位荷重　　N/m2/㎝　　積雪荷重　　N/m2

GL-       m

  試験掘          （※行う　・行わない）

GL-       m

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

２００１
構造関係（第３章～第５章）

特記仕様書　１



Ｎ．Ｓ．

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟
一級建築士

第281605号

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳一級建築士

第202336号

24

24 24 18

24 24

18

18 18 18

18

15

185

24

1 R

15

ブチルゴム製

18

185

18
当該地域の
生コンクリート工業組合の
適用期間による。

計画調合

６章 コンクリート工事 本章はＪＡＳＳ５（２００９年版）に準拠する。＜　＞内にＪＡＳＳ５における項目番号を示す。

・

・

・

指定

・

・
※普通

※普通

・

※普通

使用骨材による
コンクリート

※普通

・

※普通

※普通

※普通ポルトランドセメント

※普通ポルトランドセメント

※普通ポルトランドセメント

※普通ポルトランドセメント

・

・

・

・

※高炉セメントB種

・

・

・

使用箇所

基礎・地中梁

土間コンクリート

場所打コン

・

※高炉セメントB種

・普通ポルトランドセメント

・

１． コンクリートの

＜４.１＞～＜４.　５＞

※コンクリートの種類、品質基準強度、セメントの種類、スランプ、単位水量、混和剤等は下表による。（品質基準強度Fqは、FdとFcの大きい方とする。）

・中庸熱ポルトランドセメント

※ 28日

強度管理

の材齢

スランプ

（㎝）

単位水量
の最大値

※ 175

・

・

※ 170

・

※ 185

・

※ 185

・

（㎏/m3）

※

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

特殊なコンクリート

の適用

※

※

※

※ 18

・

※

混和剤・混和材

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

※高性能AE水剤

・

・

・

※AE減水剤
※

※

※

品質基準
強度

※ 15

・

※ 12

・

※ 18

・

セメントの種類

その他特記事項（・下記による　・図示による）

水中コンクリート

※単位セメント量の最小値は下記による。

　※場所打コンクリート杭（※340㎏/m3  ・　　    ㎏/m3）

　・地中連続壁　　　　　（※360㎏/m3  ・　　    ㎏/m3）

コンクリート

その他の

＜２３節＞＜２４節＞

※水セメント比の最大値（※55％　・　　  ％）

※適用するコンクリート

その他特記事項（※本章１項による ・下記による　・図示による）

適用 特殊なコンクリート 適用箇所 備　　考

  ト及び海岸から

 （※100m ・     m)

  以内にある建物のコンク

  リート

水セメント比の最大値は、

表２４．２による

・

・本章１項による

※水槽・プール・地下室等

  リート

  圧力水が作用するコンク

・

・本章１項による

コンクリート

海水の作用を受ける

受けるコンクリート

凍結融解作用を

　久性を特に必要とするコ

  ンクリート

※凍結融解作用に対する耐

性能区分(A～C)に応じた

骨材の品質及び調合は、

表２６．２による。

・本章１項による

※海水に接するコンクリー

・

・本章１項による

水密コンクリート

※ガンマ線や中性子線等の

  放射線を遮蔽するコンク

  リート

空気量

スランプ

水セメント比

4.5％以下

18㎝以下

50％以下

品質管理の検査項目

スランプ

水セメント比

・行う　・行わない

・ 遮蔽用コンクリート

放射線漏洩検査

かぶり厚さの最小値は、

表２４．３による

特殊な鉄筋の使用は特記

による。

※本章１項で規定した混和剤の種類（※遅延形  ・標準形）

※マスコンクリートの使用箇所（※本章１項による　・  　　　　　　）

マスコンクリート ※本項で記載された内容は、本章１項に優先する。

※セメントの種類（※中庸熱ポルトランドセメント ・低熱ポルトランドセメント

            ・高炉セメントB種          　・　　　　　   　　　　　）

※荷卸し時のコンクリートの温度  （※35℃以下  ・　 　℃以下）

※打込後のコンクリートの表面温度、内部温度、外気温の測定（※行わない

　・行う）

受入時の試験・検査

  東京都取扱い要綱」の第４条の条件を備えた機関とする。

※強度管理の材齢（※56日 ・　　日）

※本項に限り、ＪＡＳＳ５ ９節の他、共通仕様書６.８.１～６.８.６を適用する。

仕様書６.８.１ ※コンクリートの型枠等は下表による。

仕上面適用 適用箇所 型枠の種別
図示のない場合
の打増し厚さ)

板厚
（㎜）

・
・15

※12
※型枠用合板表面加工品

・図示による ・

A種

・型枠用合板 A-B,A-C

・

B種 ・

C種 ・

仕上箇所

仕上箇所

上記を除く、下記 ※型枠用合板表面加工品

※型枠用合板 B-C

※型枠用合板 B-C

・図示による ・

・図示による ・

・図示による ・

・ ・ 外部   内部・・

・ ・ 外部   内部・・
特殊

・
※型枠用合板 A-B,A-C

・図示による ・

　　　部化粧打放し

一般部化粧打放し

 併用）

 併用）

（打放し補修仕上剤

（打放し補修仕上剤

注1）のA種仕上箇所

下記　注1）のB種

下記　注1）のC種

注１）コンクリート仕上がり面の種別は下記による。

注２）断熱材兼用型枠の適用は１９章内装工事による。

　　A種：目違い、不陸等の極めて少ない良好な面とし、化粧打放し、クロス張り、

　　B種：目違い、不陸等の少ない良好な面で、グラインダー掛け等により平滑に

　　　　 調整されたものとし、仕上塗剤又は防水仕上程度を施すコンクリート表

         面に適用する。

　　     仕上個所に適用する。タイル仕上の場合は躯体処理の有無に拘らずC種

　　C種：打放しのままで、目違い払いを行ったものとし、上記A種・B種以外のFq(N/㎜2)

※

※

階～    階

階～    階

計画供用期間の級
（耐久設計基準

・高性能AE減水剤

型枠

※受入時の試験・検査は表

・

・

※本章１項による

・図示による

※本章１項による

・図示による

詳細は図示による。

詳細は図示による。

プレストレスト

コンクリート

コンクリート

プレキャスト複合

その他特記事項（※本章１項による ・下記による　・図示による）

※構造スリットの仕様は建築図による。

構造スリット ※構造スリットの位置は構造図による。

※柱、壁のコンクリート打設は縦形フレキシブルシュート等を使用する。コンクリートの

打込み ＜７.５＞

　止水板の仕様（　　               　）

※地下室で土に接する部分の打継ぎ部分に止水板を用いる。コンクリートの

打継ぎ

３．

４．

　・棒状の振動機、型枠振動機を用いて十分なコンクリートの締め固めを行う。

　・打込後のコンクリートは7日以上、散水・噴霧・養生マット等による被覆等に

　  より湿潤養生を行う。

　・収縮帯を設ける。 （位置・巾・後打コンクリートの仕様等は図示による）

　・外壁の型枠としてPC版等を使用する。 （仕様、納まり等は図示による）

　・床にPC合成スラブを用いる。     　　（仕様、納まり等は図示による）

　・地上部分のコンクリートの単位水量を（※170 ・　　　 ）㎏/m3以下とする。

　・（※鉄筋規準図８－７・図示）による外壁の補強を行う。

　・鉄筋規準図７－７（１）による各階出隅入隅部の床版の補強を行う。

　・膨張材の使用。   （本章１項の表参照）

※コンクリートのひび割れ対策は日本建築学会「鉄筋コンクリート造のひび割れ

  対策（設計・施工）指針・同解説」による他、下記による。

　（本章１項の表参照）

※竣工後コンクリートに著しいひび割れが生じた場合は、施工業者により調査し、

  必要に応じて補修を行うこと。その場合、外壁等で雨水の浸透の恐れが有る部分ひび割れ

コンクリートの２．

１１項による亀裂誘導目地を設ける。

※骨材はアルカリ骨材反応を生じる恐れのないものとする。

※所定空気量の目標値は普通コンクリートで4.5％、軽量コンクリートで5％とする。

※コンクリートに含まれる塩化物量は塩化物イオン（Ｃ? ）量で0.30㎏/m3）

　以下とする。

※使用箇所の階表示は右図による。 1階

地中梁

B1階

※計画供用期間の級の水準は下表による。

級 大規模補修不要期間 供用限界期間 耐久設計基準強度 Fd

標準

長期

暑中コンクリート

寒中コンクリート ※寒中コンクリート及び暑中コンクリートの適用期間等は下表による。

指定 適用事項 混和剤コンクリートの種類

寒中コンクリート ※本章１項による

暑中コンクリート ※本章１項による１）

      を用いる。

注１）気温の状態により、寒中時の混和剤は促進形、暑中時の混和剤は遅延形

１）

高流動コンクリート ※本項で記載された内容は、本章１項に優先する。

※高流動コンクリートの使用箇所（※本章１項による　・   　　　　　　）

※流動化コンクリートの使用箇所（※本章１項による　・  　　　　　　）流動化コンクリート

※スランプの指定（・本章１項による　※ベース 　　  ㎝、流動化後　 　  ㎝）

※流動化剤の投入場所（※工事現場　・レディミクストコンクリート工場）

その他調合に関する特記（※本章１項による ・下記による　・図示による）

※単位容積重量（          kN/m3）

軽量コンクリート ※軽量コンクリートの使用箇所及び種別は本章１項による。

※その他調合に関する特記（※本章１項による　・下記による　・図示による）

　が、原則として下記条件を満足すること。

※調合等は、各レディミクストコンクリート工場で取得した大臣認定仕様による

※スランプフロー値（※60㎝  ・　　㎝）

※セメントの種類（※中庸熱ポルトランドセメント　・低熱ポルトランドセメント

※単位水量の最大値（・本章１項による　※170㎏/m3  ・　　    ㎏/m3）

※水結合材比（混和材が無い場合は水セメント比）の最大値（※50％  ・  　％）

※スランプまたはスランプフロー値の指定

※セメントの種類（※中庸熱ポルトランドセメント　・低熱ポルトランドセメント

         ・高炉セメントB種　・　　　　　   　　　　）

※強度管理の材齢（※ 28日  ・　　日）

    　・高炉セメントB種　・　　　　　   　　　　　）

※試練り時におけるコンクリートのヤング係数の測定（※行う　・行わない）

その他特記事項（・下記による　・図示による）

※単位水量の最大値（・本章１項による　※170㎏/m3  ・　　    ㎏/m3）

※水結合材比（混和材が無い場合は水セメント比）の最大値（※50％  ・　　％）

※強度管理の材齢（※28日 ・　　  日）

※試練り時におけるコンクリートのヤング係数の測定（※行う　・行わない）

※試練り時におけるコンクリートの単位容積重量の測定（※行う　・行わない）

その他特記事項（・下記による　・図示による）

高強度コンクリート ※本項で記載された内容は、本章１項に優先する。

　仕様によるが、原則として下記条件を満足すること。

・
外構

簡易コンクリート

※普通 ※普通ポルトランドセメント

・・軽量   種

※普通 ※普通ポルトランドセメント

・・軽量   種

・

・

・

・
※ ※

・

・

※
・

※
・

・
※

・

・

・

※スランプは15㎝以下を標準とする。ただし、高性能AE減水剤または、流動化剤

  を用いる場合は18㎝以下とすることができる。

・普通ポルトランドセメント

※ 175

・

※普通

・

※高炉セメントB種

・

※ 185

・ ・

・※ 18

・ ・

・※ 15

・

（押えコンクリート
無筋コンクリート

・

・

  には、伸縮性がある水性ポリマー樹脂を使用する。

　・土間コンに所定の目地切りを行う。（位置、仕様は鉄筋規準図７－９による）

　　     とする。

※型枠の存置期間は、建設省告示１１０号によること。

　　     粘着剤付ビニルシート張り又は塗装仕上程度を施すコンクリート表面に

         適用する。

　・外壁の型枠を2週間以上存置する。2週間以上の存置が不可能な場合は6日以上

　　存置し、型枠の脱型後直ちにビニールシートを密着させ、なるべく長期間

　　設置し、壁から水分の急激な蒸発を防ぐ。

＜５.１＞～＜５.１１＞

＜３.１＞～＜３.１０＞

※AE減水剤

※AE減水剤

※AE減水剤

※AE減水剤

・AE減水剤

※高性能AE減水剤

６.９.１及び表６.９.２ により行う。

※水平打ち継部は高圧洗浄等によりレイタンスを除去する。

・品確法に基づく水セメント比規定の適用（主要構造部への適用）

   ・50％（45％）以下　（劣化等級3）

   ・55％（50％）以下　（劣化等級2）

  （    ）内の数値は軽量コンクリートの場合を示す。

・品確法に基づくスランプ規定の適用

   ・コンクリート強度が33N/㎜2未満の場合は18cm以下、33N/㎜2以上の場合

   　は21cmとする（劣化等級3,2）

品確法に基づく１８． 劣化対策等級に応じた各施工条件を満足すること。

・打込み締め固め方法

　コンクリートが均質かつ密実に充填され、所要の強度と耐久性を有し、有害な

　打込み欠陥部の無い構造体コンクリートが得られるように行う。（JASS5-7節）

・打ち継ぎ部の処理

　レイタンスや脆弱なコンクリートを取り除き新たに打込むコンクリートと一体

　となるように処置する。（JASS5-7節）

・養生方法

　急激な乾燥、過度の高温または低温の影響、急激な温度変化、振動及び外力

　の悪影響を受けないようにする。（JASS5-8節）

施工計画の指定

設計基準
強度

　・鉄筋規準図７－７（２）による床版の補強を行う。適用部位は図示による。

   （同等の材料分離抵抗が認められないものにあっては、この限りではない）

※

※

※

※

※

※

※

※

※

（標準

～６.８.６）

（標準仕様書６.９.１

～６.９.６）

（表６.９.１）

（表６.９.２）

クリート杭

  等）

Fc(N/㎜2)強度Fd(N/mm2)）の種類

※ 28日

※ 28日

※ 28日

※ 28日

※ 28日

※ 28日

※ 28日

※ 28日

・15

※12

・15

※12

・15

※12

・15

※12

55％以下

18㎝以下

・　 日

・　 日

・　 日

・　 日

・　 日

・　 日

・　 日

・　 日

セメントの種類 予想平均気温θの範囲（℃）暑中コンクリート

外壁・内壁のか

ぶり厚さは、鉄

筋規準図「11．

ひび割れ誘発目

地」による。　

捨コンクリート

ラップルコンクリート

・試験機関は「建築物の工事における試験及び検査」に関する

※ 185

・

・

・AE減水剤・　 日

水中コンクリート

・

・

・

品質管理

５．

１３．

１４．

１５．

１６．

１７．

６．

　・鉄筋規準図

（計画供用期間の級が長期・超長期の場合は0.20㎏/m3以下とする。）

（計画供用期間の級が超長期の場合は化学法で判定すること。）

約200年超長期

短期

※かぶり及び鉄筋の定着長に関して、必ず施工前に係員の承諾を得ること。

※計画供用期間の級が（※長期、超長期・標準以上・短期以上）の場合は以下を

-4
　・コンクリートの乾燥収縮率（※8.0×10　・　　　　 ）以下とする。

　・コンクリートの打重ね時間（※60分  ・　　　　　　）以内とする。

　・コンクリートのひび割れ幅（※0.3㎜ ・　　　　　  ）以下とする。

　・せき板存置期間に必要な圧縮強度（※10N/㎜2 ・　　　　 　）以上とする。

※管理値が、重複して存在する場合は、もっとも厳しい管理値を採用する。

※使用するコンクリートは、ＪＩＳ Ａ ５３０８に適合するコンクリートまたは

　建基準法第３７条認定品を原則とする。

・圧縮強度に対して算定されるヤング係数の80％以上であることを確認すること。

　ただし、使用するコンクリートまたは類似の材料・調合のコンクリートのヤング

  の応力－ひずみ曲線から算出する。

28 91

・暑中コンクリートにおいて以下を満足する場合、係員の承諾を得て

　　Ｓ　=3N/㎜2とすることができる。

　イ．打込み時のコンクリート温度を35℃以下とする。（全量管理を行うこと。）

　ロ．コンクリートの圧縮強度管理は、本コンクリートを打設した構造躯体から

　　　採取した91日材齢コア強度、又はこれに準ずる方法で管理を行うこと。

　ハ．上記イ、ロを含む暑中コンクリート施工計画書を提出し、係員の承諾を得る

　　                   ・スランプ   　   ㎝  ・スランプフロー       ㎝）

※高強度コンクリートは、設計基準強度36N/㎜2を超えるコンクリートに適用する。

※調合等は、各レディミクストコンクリート工場で取得したＪＩＳ又は大臣認定

鋼管充填 ※コンクリートの施工は（※圧入工法・落とし込み工法 ・　　　　　）とする。

※コンクリートの沈降量は（※2.0㎜ ・　　　　）以下とする。

※スランプフロー値（※60㎝ ・　　　）とする。

※コンクリートのブリージング量は（※0.1㎝3/m2 ・　　　　　）以下とする。

＜１８節＞

１２．

１１．

１０．

７．

８．

９．

　・ＪＡＳＳ５ １１.１０節による。

　・（※10％　・　　　）の部材に対し、非破壊検査を行う。

　　　抜き取り方法、検査方法、合否判定等はＪＡＳＳ５による。

※本章１項による

・図示による

※本章１項による

・図示による

詳細は図示による。

詳細は図示による。

コンクリート

再生骨材

エコセメントを使用

するコンクリート
・

・

・かぶり厚検査は以下による。

36＜Fc＜45N/㎜2の場合（※スランプ21㎝以下またはスランプフロー50㎝以下

＜７.８＞

＜８節＞

＜１２節＞

＜１３節＞

＜１４節＞

＜１５節＞

＜１６節＞

＜１７節＞

＜２１節＞

＜２４節＞

＜１９節＞＜２０節＞

＜２５節＞＜２６節＞

＜２７節＞＜２８節＞

・超長期（Fd36）

・長期　（Fd30）

・短期　（Fd18）

＜１１節＞

管理目標値と設計値の関係および運用方法はＪＡＳＳ５解説表１１．１０による。

コンクリート

約100年

約 65年

約 30年

約100年

約 65年

36N/㎜2以上

30N/㎜2以上

24N/㎜2以上

18N/㎜2以上

・超長期（Fd36）

・長期　（Fd30）

・標準　（Fd24）

・短期　（Fd18）

  堅守すること。

　係数の試験結果がある場合は、試験を省略することができる。試験練りの供試体

      こと。

45≦Fc≦60N/㎜2の場合（※スランプ23㎝以下またはスランプフロー60㎝以下

　　                   ・スランプ   　   ㎝  ・スランプフロー       ㎝）

※調合監理強度（Fm）は、品質基準強度（Fq）に構造体の強度補正値（  S  ）

普通ポルトランドセメント

中庸熱ポルトランドセメント

高炉セメントＢ

構造体の強度補正値（  Ｓ  ） 6N/㎜23N/㎜2

8≦θ 0≦θ＜8

11≦θ 0≦θ＜11

13≦θ 0≦θ＜13

　を加えた値以上とする。【Ｆｍ＝Ｆｑ＋  Ｓ  】
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28 91

6N/㎜2

・単位水量を管理する。

・標準　（Fd24）

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

特記仕様書　２
構造関係（第６章）

２００２



Ｎ．Ｓ．

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟
一級建築士

第281605号

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳一級建築士

第202336号

名古屋

・

※施行令第１２９条の２の４の事項

※

※

※

一般機器

0.4

0.6

1.0

（0.6）

（1.0）

（1.5）

〈0.6〉

〈0.6〉

1.0

重要機器

1.5

1.0

0.6

（2.0）

（1.5）

（1.0）

〈1.5〉

〈1.0〉

〈1.0〉

一般機器

・　特定の施設

0.6

1.0

1.5

（1.0）

（1.5）

2.0

〈1.0〉

〈1.0〉

〈1.5〉

重要機器

2.0

1.5

1.0

（2.0）

（1.5）

（1.0）

〈2.0〉

〈1.5〉

〈1.5〉

機器

防振支持の機器

水槽類 （※1）

機器

防振支持の機器

水槽類 （※1）

機器

防振支持の機器

水槽類 （※1）

屋上及び塔屋

上層階

地下・１階

中間階

設置場所 機器種別

　（注）　（　）内の数値は防震支特の機器の場合に適用する。

　　　　　〈　〉内の数値は水槽類に適用する。

設計用標準水平震度

７章

（７.１.３）

３． 鋼材

２． 施工管理技術者

（７.１.４）

※施工管理技術者を置く　・施工管理技術者を置く必要はない

（７.２.１）

※鋼材の種類は鉄骨規準図、その他図示による。

４．

５．

高力ボルト ※高力ボルトの種類は鉄骨規準図、その他図示による。

（７.２.２）

アンカーボルトの

種類及び設置

（７.２.４)（７.１０.３）

※アンカーボルトの種類・保持及び埋込工法は下表による。 （表７.１０.１）

・
建方用

アンカーボルト

・

・

・

非埋込型固定用

柱脚（大臣認定

         工法）

工法名

構造用アンカー

構造用アンカー

適用

ボルト（柱脚等）

ボルト（一般）

錆止め塗装 ※鉄鋼面の素地ごしらえの種別（・A種  ・B種  ※C種）８．

（７.８.３）（７.８.４）

（表１８.２.２）

・その他検査・試験に関する特記（・図示による　・下記による）

※錆止め塗料（下塗り）の種

　　※鉄鋼面の錆止め塗料塗りは表１８.３.３による。

　　※防錆措置が求められない部分の防錆措置の適用と仕様

（７.６.１１)（７.７.５）

（７.２.１０)（７.４.８）

（７.６.３)（７.６.１０）

７． 各種検査・試験 ※鉄骨に関する検査・試験は鉄骨規準図による。

６． デッキプレート ※デッキプレートの材質は（※下表による　・図示による）

（７.２.７）

・

・

使用法

※図示

・

・フラット型

形　状

※図示

・h=75㎜

※図示

・t=1.2㎜

※図示

指定

※有

・無

※有

・無

厚　さ

型枠用

合成

亜鉛

注）h：デッキプレートの山高

・SDP1T ・SDP2

・SDP1 ・SDP1T ・SDP2

※SDP1GA（Z12）・SDP1GB（Z27）

※SDP2GA（Z12）・SDP2GB（Z27）

・SDP2GA（Z12）・SDP2GB（Z27）

※柱底均しモルタルの工法（※A種 ・B種 ・図示による）

注１）構造用アンカーボルトの場合、台直しは不可とする（鉄骨製品の方で寸法

      調整すること）。

９．

ＩＳＯ品質管理

・A種

※B種

SS400※

・

※図示による
　図示の無い
　場合はメー
　カー仕様に
　よる

※図示による

※ SNR400

・

・

SNR490

・A種

※B種

※

・

SS400

材 質

  図示の無い場合

  はメーカー仕様

  による

・C種

・図示による

・C種

・図示による

・C種

・図示による

   （間柱を除く）

・

・

※一般柱脚

※図示による

   （間柱を除く）

・

※一般柱脚

※上記以外の箇所

・全ての箇所

適用個所

※A種

・B種

種　別
アンカーボルトの

保持及び埋込工法

１．

施工者による品質管理

種 類

　　※防錆措置の仕様は、 図示 による

１． ※鉄骨製作工場の指定（※鉄骨規準図による　・下記による）鉄骨製作工場

鉄骨工事 諸試験・諸検査

１．

  ・宿泊費を含む）は全て施工業者の負担とする。

試験検査に要する

機関 　物の工事における試験及び検査に関する東京都取扱要綱」第４条（試験機関）

１

（２）試験の業務に関する専任の管理者を置いていること。

（３）

（１）

を備えるものとする。

（４）

（５）

試験を実施するために必要な人員、機器及び設備を備えていること。

試験の業務に関する資格等を有する専任の試験技術者及び試験実務担

当者を置いていること。

基準によって試験業務をを運営していること。

試験機関は、正確かつ公正な試験を実施するために必要な次に掲げる条件

試験を正確かつ公正に実施するため、適切に定められた試験業務管理

試験の対象となる工事に関して公正な立場にあること。

２ 普通コンクリートの場合で、設計基準強度(Fc)が36N/㎜2を超える高強度

（１）

（２）

ない。

コンクリート（以下「高強度コンクリート」という。）の試験を実施する

試験機関に必要な条件は、前項によるほか次に掲げる条件を備えるものと

する。ただし、知事がこれと同等と認める試験機関についてはこの限りで

（３）

試験する高強度コンクリートに必要な試験の業務に関する資格を有す

る専任の技術者を置いていること。

機器を備えていること。

試験の信頼性を確保するため、試験に係わる供試体の作成、養生及び

運搬等の業務を行う代行業者に対する審査基準を定めており、試験を

受託する場合は、その審査基準に適合する代行業者の供試体以外は受

託しないこと。

高強度コンクリートに対して充分な性能をもつ試験機及び必要な設備

２． 第三者試験・検査 ※ガス圧接部の検査・コンクリート受入時の検査等、第三者による検査は「建築

 による条件を満足すること。

その他特記事項３．

※鉄骨工事における第三者試験・検査機関は上記条件を満足する他、鉄骨規準図

その他工事全般に関する特記事項

２． 設備貫通孔

３． 埋込み配管 ※スラブ内に埋込む配管・ケーブル類の径はスラブ厚の1/4以下とし、間隔は径の

に関する注意事項

１． 機械基礎 ※建築工事施工者は、設備工事業者と打合せの上、機械基礎の位置・寸法・機器

４． 設備業者による工事

　3倍以上のピッチかつ、5㎝以上のあきを確保すること。特に、EPS廻り等で、

  必ず建築工事施工者が検査し、補強方法・かぶり等不具合があった場合は是正

  を行うこと（費用等は各業者間で調整のこと）。

※設備工事業者が鉄筋コンクリート造部分の貫通孔補強工事を施工する場合は、

※設備工事業者が鉄骨に設備機器・配管・ラック類を取付けるため、やむを得ず

　溶接後は必ず建築工事施工者が検査し、溶接等不具合があった場合は是正し、

  かつ、錆止塗装・仕上塗装タッチアップは全て建築工事施工者が行うこと（費

  用等は各業者間で調整のこと）。

その他特記事項５．

設備関連

１．

諸官庁との対応

諸官庁への届出

２． その他特記事項

※諸官庁への提出書類は遅滞なく提出すること。

・

  作業所と協力して行い、施工計画書に確認印を押印する。

   ※コンクリート打設計画、ジャンカ・コールドジョイント・ひび割れ等の補修

     要領（基礎梁及び柱壁立上りの打設第一回目に立会いする）

   ・マスコンクリート温度ひび割れ解析、施工計画、温度測定計画

     溶接開始時に立会う）

   ・特殊工法の施工計画・品質管理

   ・杭工事施工計画（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     ）

     （　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　   　          　）

作業所への支援

ミーティング

※躯体の品質管理の関わるキックオフミーティングを（※行う　・行わない）

     上記専門技術支援者とする。

   ※出席者は、構造設計者、監理者、現場品質管理責任者、作業所スタッフ、

     スト・立会い検査項目リストの運用方法の説明を行う。

   ※監理者もしくは構造設計者より、品質管理上の注意事項の伝達、提出書類リ

     説明を行う。施工者各技術支援者より、今回物件に対応した重点品質管理

     項目及びその方法について説明を行う。

※以下の項目について、作業所スタッフ以外の専門技術者が、施工計画の立案を

   ・鉄骨溶接部（工場・現場共）の品質管理（工場中間検査、製品検査及び現場

２． 専門技術者による

現場キックオフ３．

４． その他特記事項

※施工者は自社のISO 9000システム等を活用し、品質管理責任者の指導により、

　一度指摘された事項が発生しないようにすること。

めっき

  運転重量・設計水平震度等を施工図に反映して監理者の承認を得ること。

  現場で溶接を行う必要が生じた場合は、監理者の承認を得た上で溶接すること。

※建築工事施工者は、設備工事業者と打合せの上、梁・壁・スラブの貫通孔の

  位置・径・レベル等を施工図に反映して監理者の承認を得ること。

※伏図・軸組図・平面図・立面図等の図示に無い設備による大開口（ガラリ・

  ダクト等）や、多数の開口が並ぶ箇所が発生した場合は、監理者と協議の上、

  補強等対策を行うこと。

　埋込む配管・ケーブル類が集中する箇所は、監理者と協議の上、スラブを下げ

  て打しコンクリート内に埋込む等の処置を行うこと。

溶融亜鉛めっき ※溶融亜鉛めっきの適用箇所

（７.１２.３)(７.１２.４）

※溶融亜鉛めっきの高力ボルト（F8T）摩擦面の処理

（※ブラスト処理　・りん酸塩処理）

※溶融亜鉛めっきの種別は表１４．２．２による。

（表１８.３.１）

責任者

   ※施工者より、自社ISOシステムによる品質管理方法及び不具合再発防止策の

（表７.１０.２）

・h=50㎜ ・t=   ㎜

・t=1.2㎜

・t=   ㎜

スラブ用

１． 使用材料 ※基礎、主要構造物に使用する材料は、平12建告第1446号に定めるＪＩＳ適合品

　とすること。

大臣認定　性能評価

・建築基準法 ・時刻歴（・超高層　・免震）

・耐火

・品確法 ・取得済み ・取得未了（　　　　　　　　　）

取得等級

・耐震等級（構造躯体の倒壊等防止）

・耐震等級（構造躯体の損傷防止）

・耐風等級

・耐積雪等級

・劣化対策等級（構造躯体等）

・重量床衝撃音対策

（・等級3　・等級2　・等級1）

（・重量床衝撃音対策等級（等級（　　））

・住宅瑕疵担保

  履行法

  ※屋外の見え掛り部分　※図示による指定箇所　・

建築物に設ける建築設備にあっては、構造耐力上安全なものとして、以下の構造方法による。

建築設備（昇降機を除く。）、建築設備の支持構造部及び緊結金物は、腐食又は腐朽の恐れ

の無いものとすること。

屋上から突出する水槽、煙突、冷却塔その他これに類するものは、支持構造部又は建築物の

構造耐力上主要な部分に、支持構造部は、構造耐力上主要な部分に、緊結すること。

煙突の屋上突出部の高さは、れんが造、石造、コンクリートブロック造又は無筋コンクリー

ト造の場合は鉄製の支枠を設けたものを除き、90cm以下とすること。

煙突で屋内にある部分は、鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さを5cm以上とした鉄筋コン

クリート造又は厚さが25cm以上の無筋コンクリート造、れんが造、石造若しくはコンクリート

ブロック造とすること。

風圧、土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全上支障のない構造とす

ること。

建築物に設ける給水、排水その他の配管設備は、

建築物の部分を貫通して配管する場合においては、当該貫通部分に配管スリーブを設ける

等有効な管の損傷防止のための借置を講ずること。

管の伸縮その他の変形により当該管に損傷が生ずるおそれがある場合において、伸縮継手

又は可撓継手を設ける等有効な損傷防止のための借置を講ずること。

管を支持し、又は固定する場合においては、つり金物又は防振ゴムを用いる等有効な地震

その他の震動及び衝撃の緩和のための措置を講ずること。

法第20条第一号から第三号までの建築物に設ける屋上からの突出する水槽、煙突その他これら

に類するものにあっては、建設省告示第1389号により、風圧並びに地震その他の震動及び衝撃

に対して構造耐力上安全なものとすること。

設備機器の固定等は、「国土交通省国土技術政策総合研究所・独立行政法人建築研究所監修(建

築設備耐震設計・施工指針　2005年版)」により行う。ただし、設計用地震力(水平及び鉛直)は

次の設計用水平震度KH及び設計用鉛直震度KV（KH/2）を用いて計算する。設計用水平地震力

と設計用鉛直地震力は同時に作用するものとする。

※

※

※

※

※

※

※

※

※

一般の施設

  ・劣化等級3（最下階柱脚及び板厚12mm未満の鋼材全てに所定の防錆措置を施す）

・品確法（劣化等級に応じた防錆措置）

  ・劣化等級2（最下階柱脚及び板厚 9mm未満の鋼材全てに所定の防錆措置を施す）

・一般（原則全ての鉄鋼面に塗装を行う）

　　※耐火被覆（吹き付け工法）を行う部分の錆止め塗装

　　　※A種（JIS K  ※5674 １種  ・5625 ・      ）

　　　耐火被覆（吹き付け工法）を施さない部分

　　　（・行う　※行わない  ・外周部のみ行う）

　　　工法を選定する。

　　※錆止め塗装を必要とする箇所に耐火被覆を行う場合は、吹き付け工法以外の

※錆止め塗装の対象部材と仕様（ ・一般　・品確法）

　　　（・行う　・行わない　・外周部のみ行う）仕様は 図示 による。

　　　耐火被覆（吹き付け工法）を施す部分

　　　（・行う　・行わない　・外周部のみ行う）仕様は 図示 による。

　　　※

別は表１８.３.１による。

錆止め塗料の種別はＡ種

      とし、１８.８節の場合はB種とする。

　　　B種（※JIS K 5674  ２種  ・JASS 18 M-111 ）

（・等級3　・等級2　・等級1）

（・等級3　・等級2　・等級1）

（・等級3　・等級2　・等級1）

（・等級3　・等級2　・等級1）

※のある項目を適用する。

建築物に設ける電気温水器その他の給湯設備にあっては、建設省告示第1388号第5により、風圧

並びに地震その他の振動及び衝撃に対して構造上安全なものとすること。

※

※工事現場外で行う諸試験・諸検査に要する費用（監理者の　　　からの交通費

  条件を備えた機関または、これに準ずる機関とする。

費用

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

特記仕様書　３
構造関係（第７章他）

２００３



Ｎ．Ｓ．

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟
一級建築士

第281605号

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳一級建築士

第202336号

L1
 か

つ
1.
5D

L1
 か

つ
1.
5D

900φ

1000φ

SD295B

SD295B

2-2 杭頭の補強

杭頭の補強要領は図示による。図示の無い場合は下記による。

（１）PHC杭（H：杭の埋め込み深さ、D：杭系）

杭頭補強筋杭径 補強 HOOP

300φ

350φ

（PHC杭B種、軸力N=0ｔ、杭頭固定の場合）

表2-2  杭頭補強筋及び補強HOOP

6-D13

6-D19

6-D22

20-D25

16-D25

13-D25

10-D25

8-D25

8-D22

7-D22
D13-○@100

D10-○@100

D

H
L2

D13-@300

D16-@200

H
L1

D13-@300

D

H
L1

HOOP

D

L2

D16-@200 コンクリート

HOOP

ベース筋
PC鋼材カット

杭頭補強筋

ベース筋

補強

コンクリート
中詰め

底盤補強筋 コンクリート
中詰め
補強 底盤補強筋

中詰め

杭頭補強筋

カットしない場合
H≧Dかつ杭頭をH＞300の場合H≦300の場合

図2-2-2 図2-2-3図2-2-1

（２）SC杭（H：杭の埋め込み深さ、D：杭径）

（３）鋼管杭の杭頭補強要領は図示による。

L1
D

D

H

ベース筋

杭頭補強筋

コンクリート
中詰め

L1

D

D
L2

H

D16-＠200

D13-@300

底盤補強筋

杭頭補強筋

ベース筋

コンクリート
中詰め

H≦300の場合 H＞300の場合

図2-2-5図2-2-4

注1） 杭頭補強筋の径及び本数は図示による。

　　  図示の無い場合両面5dかつ100㎜以上とする（1-9参照）。

　2）杭頭補強筋の溶接は両面フレアーグルーブ溶接とし、溶接長は図示による。

注）杭頭補強筋及び補強HOOPは図示による。図示の無い場合は表2-2による。

2.  基礎

70

7
0

70

a. 独立基礎

はかま筋無し はかま筋付

70

7
0

70

b. 連続基礎（布基礎）

15d

2-1 基礎の配筋要領

はかま筋付

ベース筋

ベ
ー
ス
筋

は
か
ま
筋

配力筋

15d

ベース筋

図2-1-1

（１）直接基礎

受け筋D13以上

L2

配力筋

P

P

ベース筋

ベース筋

P

第一ベース筋

中柱

（通し）

注1）ベース筋の径・本数は図示による。原則としてベース筋は継手を設けず、通し筋とする。

a. 既製杭（2本杭以上）

　※1本杭の場合はbに準ずる

は
か
ま
筋

ベ
ー

ス
筋

70
70

Ｈ

は
か
ま
筋

ベ
ー

ス
筋

70

15d

L2

70
70

H
20
d

70

20
d

はかま筋

ベース筋 ベース筋

b. 場所打コンクリート杭

はかま筋
90°または180°フック

図2-1-4 図2-1-5

（２）杭基礎

配力筋（定着）

P/
2以

内

側柱

L2

配力筋
（定着）

配力筋（通し）

ベース筋

第一
ベース筋

P
P

P/2以内
下端筋 上端筋

x/4 x/4
15d 15d

(L2)

（終端部）

c. べた基礎

Ｌｃ

15d

P

L2
L2

（連端部）

x

15
d

x/4x/4

15d15d

y/
2

15d

P 定着または

偏心の無い場合

柱に対し偏心して

図2-1-3

ベース筋

P

隅柱

L2
P

配力筋
（定着）

L2 PP
ベース筋

注1） 連続基礎の中柱交差部及び側柱交差部においては、一方向

　　  のベース筋を連続して（設定ピッチPで）配置する。

　　  隅柱交差部においては、両方向のベース筋を連続して（設

図2-1-2

P

P/2以内

2）はかま筋及び布基礎の配力筋の径・本数は図示による。図示の無い場合はD13-@300以内とする。

3）ベース筋端部の立上り(20d)の有無及びはかま筋の有無は図示による。

4）捨コンクリート及び地業の厚さは図示による。図示のない場合は捨コンクリート・地業共50㎜とする。

5）杭頭のフーチング内への埋め込み深さ(H)は図示による。図示の無い場合はH=100㎜とする。

鉄筋の
種　類 重ね継手

D16以下

表1-8-

ガス圧接継手

適用径の範囲

溶接継手

D19以上
1-9による

原則として、D16以下とす

d

≧6d

≧6d

d d

50d

≧6d

d

≧6d

中間部
（重ね継手）

末端部
（柱頭又は柱脚部）

1.5巻き以上の添巻

50
d

重ね継手

1節半以上かつ
㎜以上150

図1-8-4  溶接金網の継手及び定着

L2 L2 L2

１節半以上かつ
㎜以上150

L3

定着 定着
（スラブの場合） （壁の場合）

溶接継手1-9

余長余長 溶接長さ

2d以上2d以上 両面5d以上
片面10d以上

余長余長 溶接長さ

鋼板

図1-9  溶接長さ及び余長

SD345

SD390

SD295B

SD295A

（２）溶接材料及び施工

（３）溶接

（１）適用範囲

（４）溶接長さ及び余長

鉄筋

鉄筋の間隔　　鉄筋相互のあきは図1-12により次の値のうち最大のもの以上とする。

（１）粗骨材の最大寸法の1.25倍

（２）25㎜

（３）鉄筋の径（呼び名の数値）の1.5倍

その他鉄筋の加工・組立てに関する特記

・鉄筋には点付け溶接、アークストライクを行ってはならない。

・鉄筋の台直しは鉄筋の付け根で急に曲げないで勾配1/6以下のできるだけ長い距離で修正を行う

あき

間隔

図1-12

1-12

1-13

注1） ※1）印のかぶり厚さは、普通コンクリートに適用し、軽量コンクリートの場合は、特記による。

3） スラブ、梁、基礎及び擁壁で、直接土に接する部分のかぶり厚さには、捨コンクリートの厚さを含まない。

2） 「仕上げあり」とは、モルタル塗り等の仕上げのあるものとし、鉄筋の耐久性上有効でない仕上げ（仕上

鉄筋及び溶接金網の

表1-11  鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さ

1-11

5） 塩害を受ける恐れのある部分等、耐久性上不利な箇所は、特記による。

6） 土に接する基礎部柱は、打増10㎜として表のかぶり厚さを確保する。

4） 杭基礎の場合のかぶり厚さは杭天端からとする。

1-10

1-8,1-9以外の継手及び定着を用いる場合は、建築センター評価を取得した工法（継手の場合A級以上）

（５）溶接の形状
表1-9  溶接の形状

1 2（片面溶接） （両面溶接）

d

鋼板

dd

適用範囲

に適用する。

1-2

優先順位1-3 設計図書中の構造関係の優先順位は、次の通りとする。

本規準図の適用範囲は、各種構造（RC造、SRC造、S造）の鉄筋コンクリート造の部分

目　　的1-1 本鉄筋規準図は、建築設計図に示す鉄筋の加工・組立て、標準配筋要領等を規定する。

1.  総則及び一般事項

材　　料1-4 （１）鉄筋はJIS G3122（鉄筋コンクリート用棒鋼）の規格品とする。

鉄筋の表示1-5

（２）溶接金網はJIS G3551（溶接金網）の規格品とする。

折曲げ内法直径(D)

90゜
以下

d

d

D

D

180゜

135゜

90゜

D

6d
以
上

D

d

d

D

d

SD345

SD295A
SD295B SD390

柱・梁の主筋
杭基礎のベース筋
D16以上の鉄筋

あばら筋

あばら筋、帯筋、
スパイラル筋

以上4d

以
上

8d

折曲げ

角度
折曲げ図使用箇所

折曲げ

角度
折曲げ図

3d以上

以下
D16

～D38
D19 D19

～D38

D13以下の鉄筋

ｔ形及びL形の梁の

1-6

90゜ 135゜

鉄筋の折曲げ

表1-6-1　鉄筋の折曲げ（末端部）

幅止め筋
壁及び片持床版の
末端部
壁及び床版の開口

る鉄筋
部により切断され

及び
135゜

90゜

d
D

D

d4
d
以
上

4d
以
上

異形鉄筋

記　　号

D10 D13 D16 D19 D22 D25 D29

表1-5　鉄筋の断面表示

D32 D35 D38 D41

（３）特記仕様書

（４）建築構造図（本鉄筋規準図以外）

（５）鉄筋規準図

（２）工事基本仕様書

（６）

（１）現場説明書（見積要項書含む)及び質問回答書

D

L2
H

D13-@300

ずれ止め

コンクリート
中詰め

（FB-75×6程度）

H≧Dの場合

図2-2-6D16-@200
底盤補強筋

図1-8-3  スパイラル筋の継手及び定着

1-7 末端部にフックを必要とする鉄筋

（１）柱の四隅にある主筋（図1.7の　印）

（２）梁（地中梁を除く）の出隅及び下端の両側に

（４）煙突の鉄筋

（３）あばら筋及び帯筋

（５）その他本規準図で示した箇所

1-8 鉄筋の定着及び継手の長さ

柱 梁

図1-7

L1h

又はL3
L1,L2

（イ）直線定着 （ロ）折曲げ定着

その他の鉄筋

スパイラル筋

使用箇所

帯筋
あばら筋

D19
～D38

D19
～D38

折曲げ内法直径(D)

以下
D16

注1）dは鉄筋の径（呼び名の数値）とする。

図

フックのある場合の重ね継手の長さ

a a
a=0.5L a≧0.5L

L

a

L

フックの

ある場合

フックの

ない場合

圧接継手

及び

機械式継手

鉄筋

a

a a

b

圧接継手 カップラー
(機械式継手)

a≧400㎜ a≧400㎜かつa≧(b+40)㎜

フックあり
：フック部分

とし、監理者の承認を得ること。

　こと（監理者の承認を得ること）。

表1-6-2　鉄筋の折曲げ（中間部）

4d以上 5d以上

3d以上4d以上

3d以上4d以上

3d以上 4d以上

4d以上 8d以上

3d以上4d以上

6d以上

る。ただし、基礎・耐圧
版・土圧壁等の大断面部
材の場合は、D25以下とす
る。また、場所打ちコン
クリート杭の場合は、D32
以下とする。

鉄骨工事の項に準ずる。

 溶接

SD295A,SD295B,SD345のD16以下に適用する。

2d以上2d以上 両面5d以上

P/2以内

　　  ピッチPで）配置する。

90°または
180°フック

L2 L2

400φ

450φ

500φ

600φ

700φ

800φ

d/2

d/2d/2

ベース筋

以上の場合
いる場合及び2本

5）隣合う継手の位置は、表1-8-4による。ただし壁・床版の場合を除く。

4）重ね継手及びガス圧接の適用範囲は、表1-8-3による。

6）スパイラル筋・溶接金網の継手及び定着は図1-8-3及び図1-8-4による。

表1-8-1  鉄筋の定着の長さ

PC鋼材カット

通し

L2 L2

技能者 は有資格者とし、監理者の承諾を得ること。技能者

末端部

表1-6-3　高強度せん断補強筋の折曲げ

折曲げ部分 中間部

165°（180°） 135°    90°折曲げ角度 90°以下

D

d

D

余
長

D

dd

D

d

余長

余
長

4d以上

5d以上

4d以上

5d以上

6d以上

8d以上

12d以上

12d以上

6d以上

8d以上

785級

1275級

785級

1275級

直径 D

余長

内のり
折曲げ

図

　　　ある主筋（図1.7の　図）

注1) 上記折曲げについては、監理者の承認のうえ各部材

      の認定条件の基づいた数値を用いてもよい。

L 余
長

種類

フックなし

L2L1

18

SD295A

45d 40d

L3
小梁スラブ

鉄筋の 設計基準強度

21 40d 35d
24,27 35d 30d

10d
かつ
150㎜

21

以上

24,27SD345

30,33,36 35d 30d
39～60

18

1-8-1   定着の方法 土に

最小かぶり

床スラブ、耐力壁

柱、梁、耐力壁
屋内

30

屋外

30
30
40

擁壁、耐圧スラブ 40

部分

かぶり厚さの許容差は、下表の値に対して-0㎜、+25㎜とする。床スラブ、土圧壁の場合は-0㎜、

+15㎜とする。

接しない

柱、梁、スラブ、壁 40
基礎、擁壁、耐圧スラブ 60部分

土に接する ※1）

60煙突等高熱を受ける部分

最小かぶり厚さ

杭頭補強筋杭径 補強 HOOP

D10-○@100

d/2d/2

d/2d/2

ddd/2

d/2 d/2

特殊継手及び定着

標準仕様書

以外の壁

仕上げあり
仕上げなし
仕上げあり
仕上げなし

・一般構造部分の種別

      塗材、塗装等）のものを除く。

（２）柱、梁等の鉄筋の加工に用いるかぶり厚さは、最小かぶり厚さに10㎜を加えた数値を標準とする。

（３）鉄筋組立後のかぶり厚さは、最小かぶり厚さ以上とする。

（１）鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さは、表1-11による。ただし、柱及び梁の主筋にD29以上を使用する

         場合は、主筋のかぶり厚さを径の1.5倍以上確保するように最小かぶり厚さを定める。

3 鉄筋の種類に応じた継手工法
表1-8- 4 隣合う継手の位置

（壁・床版

（１）鉄筋の定着は次による。

30～45

21
24,27

48～60

SD390

50d 40d
45d 35d
40d 35d
35d 30d

50d 40d
45d 40d
40d 35d

コンクリートの フックあり

L2hL1h

35d 30d

L3h
小梁スラブ

30d 25d
25d 20d

10d

25d 20d

35d 30d
30d 25d
30d 25d
25d 20d

35d 30d
35d 30d
30d 25d

LbLa

20d 15d
15d 15d

15d
15d

20d
20d
15d
15d

20d
20d
15d

15d
15d

20d
20d
20d
15d

20d
20d
20d

        a）柱に取付ける梁の引張鉄筋の定着長さは、特記による。特記がなければ40d（軽量コンクリートの場合

        　  は50d）と表1-8-1 の定着長さの大きい値とする。

（２）定着の方法は、図1-8-1 による。

         なお、仕口内に縦に折曲げて定着する鉄筋の定着長さLが、表1-8-1 のフックあり定着の長さを確保できな

         い場合は、全長を表1-8-1 に示す直線定着長さとし、かつ、余長を8d、仕口面から鉄筋外面までの投影定

         着長さを表1-8-1 のLa,Lbで示す長さ（かつ、梁主筋の柱内定着においては、原則として、柱せいの3/4倍

         以上）をのみ込ませる。

L

又はL3
L1 1-8（1 ）以上 L1又はL2

LbLa（ただし、柱せい
の3/4倍以上）

小梁及びスラブの上端筋の梁内
折曲げ定着の投影定着長さ

梁主筋の柱内折曲げ
定着の投影定着長さ

種類
Fc（N/㎜）

フック

L1
18

SD295A

45d

鉄筋の 設計基準強度
2

21 40d
24,27 35d

21
24,27

SD345
30,33,3630,33,36 35d

39～60

18

39～45

21
24,27

30,33,36
39～45
48～60

48～60

SD390

50d
45d
40d
35d

50d
45d
40d

コンクリートの
なし

Fc（N/㎜）
2

フック

L1h
35d
30d
25d
25d

35d
30d
30d
25d

35d
35d
30d

あり
種類

Fc（N/㎜）

フック

L1

鉄筋の 設計基準強度
2

コンクリートの
なし

フック

L1h

あり
種類

Fc（N/㎜）

フック

L1

鉄筋の 設計基準強度
2

コンクリートの
なし

フック

L1h

あり

（３）鉄筋の重ね継手は、次による。

        b）a以外の鉄筋の定着長さは、表1-8-1 による。

         なお、径が異なる鉄筋の重ね継手の長さは、細い鉄筋の径による。

        a）主筋及び耐圧壁の鉄筋の重ね継手の長さは、特記による。特記がなければ40d（軽量コンクリートの

        　  場合は50d）と表1-8-2の重ね継手長さのうち大きい値とする。

        b）a以外の鉄筋の重ね継手長さは、表1-8-2による。

注1 ）L1,L1h：2）以外の直線定着の長さ及び

　　　　　　  フックあり定着の長さ

　2）L2,L2h：割裂破壊のあそれのない箇所

　　　　　　  ありの定着の長さ

   3）L3：小梁及びスラブの下端筋の直線定着

　　　　  の長さ。ただし、基礎耐圧スラブ及

　　　　　　  への直線定着の長さ及びフック

　　　　  びこれを受ける小梁は除く。

   4）L3h：小梁の下端筋のフックあり定着の

7）フックあり定着の場合は、図1-8-2 に示すようにフック部分　を含まない。

8）軽量コンクリートの場合は、表の値に5dを加えたものとする。

   5）La：梁主筋の柱内折曲げ定着の投影定着

　　　　  長さ（基礎梁、片持ち梁及び片持ち

　　　　  スラブを含む。）

   6）Lb：小梁及びスラブの上端筋の梁内折曲

　　　　  げ定着の投影定着長さ（片持ち小梁

　　　　  及び片持ちスラブを除く。）

注1 ）L1,L1h：重ね継手の長さ及びフックあり重ね継手の長さ。

   2）フックあり定着の場合のL1hは、図1-8-2に示すようにフック部分　を含まない。

   3）軽量コンクリートの場合は、表の値に5dを加えたものとする。

表1-8-2  鉄筋の重ね継手の長さ

1h

でD16以下の場合は 除く）

L1h

L1h L1h
1h1h

a=0.5L a≧0.5L11

1

L1

L1 L1

        また、中間部での折曲げは行わない。

                長さ

     また、中間部での折曲げは行わない。

30d 25d 20d 15d15d15d

30～45
48～60

30d 25d

35d 30d 25d 20d15d15d

20d 15d15d15d

SD490

55d 45d
50d 40d
45d 40d

40d 35d
35d 30d
35d 30d

25d
25d
20d39～45

48～60 40d 35d 30d 25d20d

24～27
30～36

図1-8-2

h,L2h

7） ※2）印を適用する場合、外壁の屋外に面する部位にタイル貼り、モルタル塗り、外断熱工法による仕上げ

      その他これらと同等以上の性能を有する処理が施されている場合にあっては、屋外側の部分に限り、表に

      掲げる最小かぶり厚さを1cm減ずることができる。

屋内

屋外

仕上げあり
仕上げなし
仕上げあり
仕上げなし

20
30
20
30

・等級2 ・長期 ・超長期・等級3

30

40

40
40
60
60

20

30

40

50

50
50
70
70

30

40

30
30
30
40

40
40
60
60

20
20
20
30

30

40

30

40

品確法劣化対策 JASS5

※1）

※2）

h

5d以上

SD390
SD345

SD295A
SD295B

5d以上

5d以上

5d以上

20d

30d 20d 35d 25d
30d 20d

40d 30d
35d 25d

90°または
180°フック

定着基点 定着基点
フックなし

余
長
8d8
d

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

２００４構造鉄筋規準図（１）

はかま筋無し

x
/
4

x
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設計者
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担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟
一級建築士

第281605号

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳一級建築士

第202336号

5.  大梁

柱芯

20d

柱芯 柱芯 柱芯

15d 15d

（１）中央下端筋が端部下端筋よりも本数が多い場合 （２）端部下端筋が中央下端筋よりも本数が多い場合

図5-1-1 図5-1-2

5-1 主筋の端部・中央部の配筋

5-2

端部配筋 端部配筋中央部配筋 端部配筋 端部配筋中央部配筋

L2

L2

L1 L1

L2

1

L2

L2

　　　　（ハンチのある場合）

（１）一般階の梁端部 （２）一般階の梁端部 （３）最上階・一般階の連続端

L2

L1 2段筋

L2

L1
L2

L1 L1 L1 L1

（ハンチのある場合）

（４）最上階の梁端部 （５）最上階の梁端部 （６）最上階・一般階の連続端

捨筋を流して結束

CLCL

CL CL

図5-2

D

DD

5-3 主筋の継手位置

図5-3

望ましい継手位置（　　部分）

　2）ハンチ長さは図示による。図示の無い場合は柱面より  o/4位置をハンチ起点とする。

注1）下端筋の定着は原則として上向き定着（仕口内）とする。やむを得ず下向き定着とする場合は監理者の

30㎜以上

（１）ハンチのない場合 （２）ハンチのある場合

5-4 あばら筋、腹筋の割付

第一あばら筋
（柱コンクリート面）

P1P1 P1 P1P1

PP P

吊上筋（あばら筋と同径2巻き）

P1

P

第一あばら筋

図5-4-1 図5-4-2

　2）腹筋の割付け本数は図示による。図示の無い場合は表5-4による。

注1）P1≦Pとする（P：あばら筋ピッチ）。

柱筋のしぼり方4-3

帯筋・副帯筋の加工

（１）帯筋

4-4

（b） （c）

（２） 副帯筋

6d

（a）

4-5 柱の隅部2段配筋

（a）

2段筋

2段筋

（135°フック）

10d
溶接

（b）

図4-4-1

図4-4-2

D
15
d

L2

e

B

柱主筋に巻く

a

B/2かつ15d以上

仕口内帯筋は大きい方の

巾止筋6φ-    @1,000

D

D

e

e

第一帯筋第一帯筋

第一帯筋

第一帯筋

主筋折曲げ位置は柱・梁主筋
交差部とし必ず仕口内帯筋

e：しぼり量
D：取付く梁成

捨筋D16

-SECa

90゜135゜

4
d

1.75d≦S≦2d
4d

図4-5-2

巾止筋の形状

図4-5-1

（１）e/D≦1/6の場合

巻く(　印)

特殊継手

評価取得工法）
（建築センター

帯
筋

ス
パ
イ
ラ
ル
筋

又
は
帯
筋

ス
パ
イ
ラ
ル
筋

又
は
帯
筋

BA と仕口 の重なりあう部分

4
3

仕口

矢視

2

1

図4-2-2

仕口
（　　部）を仕口部の範囲とする。

B

矢視

仕口 A

第一帯筋またはスパイラル筋1.5巻き

１ ,梁 で決まる仕口2 A ,梁 で決まる仕口3 4 B

（取付く床版の最上端）
第一帯筋またはスパイラル筋1.5巻き

（取付く大梁の最下端）

(P
1)

仕
口
部

一
般
部

(P
)

一
般
部

(P
)

　3）2段筋と隅筋のあき(S)は1.75d以上2.0d以下とする。

　2）巾止筋と柱主筋とは必ず鉄線で結束すること。

注1）2段筋の表示は　）印で示し上図の巾止筋を配置する。

注）スパイラル筋は図1-8-  による。スパイラル筋の使用の有無は図示による。

図4-3-2図4-3-1

A B

主筋の定着及び継手4-1

（１）主筋の定着 （２）主筋の継手

Ho
/2

+1
5d

L2

L2

150以上

15
d

D D

H
o

H
o

1

3

2

50
0以

上
か

つ≧
40

0

a

L1
ガス圧接

L1

4

H
o
/
2

H
o
/
4

H
o
/
4

重
ね
継
手
最
適
位
置

Ho
/2

+1
5d

L2

15
d

帯筋・副帯筋、スパイラル筋の配筋4-2

P

P1

P1

P

P

P1

P1

（１）帯筋・副帯筋 （２）スパイラル筋

P

仕口部

仕口部

仕口部1.5P

一般部

一般部

仕口部

仕口部

仕口部1.5P

一般部

一般部

第一帯筋

1.5巻き以上

第一帯筋

第一帯筋

第一帯筋

図4-2-1

図4-1-1

1

2

3

4

柱頭の主筋　　が多い場合

上階の主筋　　が多い場合

下階の主筋　　が多い場合

柱脚の主筋　　が多い場合

図4-1-2

主筋

かご筋
（主筋と同径）

L2

四隅の主筋は　　フック不要

かご筋（主筋と同径）　 型

表4-2 仕口部の帯筋

（やむを得ない場合）
重ね継手

D10-@150
D10-@100

P1 上下階柱成の最大値D(㎜)
一般部の帯筋がD10の場合

450 ＜ D ≦ 700
D ≦ 450

P1 上下階柱成の最大値D(㎜)
一般部の帯筋がD13の場合

D13-@100
D13-@150

D16-@100
800 ＜ D ≦ 1250

D ≦  800

1250 ＜ D ≦ 2000

注1）一般部の帯筋の径及びピッチ(P)は図示による。

　3）仕口部帯筋の径及びピッチ(P1)は図示による。図示の無い場合は表4-2-１による。ただし、地中梁内は

　4）取付く大梁に高低差がある場合の仕口部の範囲及び帯筋の配置は図4-2-2による。

　　  一般部帯筋と同径1.5Pとする。

　2）第一帯筋は柱脚においては取付く床版のうち最上端レベル、柱頭においては取付く大梁のうち最下端

　　  レベルに配する。

　2）柱で土に接する部分はコンクリートを打増してかぶり厚さを確保する。

　3）最上階柱頭で定着長さ(L2)が不足する場合は　　　　　　　　　　　　　図4-1-2のようにかご筋を設ける。

　5）仕口部への定着長さはL2以上かつD+15d以上とする（D：梁成）。

注1）主筋の継手はガス圧接を原則とする（D19以上）。

　4）最下階柱脚の基礎への定着はL2以上かつ基礎底での水平折曲げ長さ150㎜以上とする。

柱芯 柱芯

20d 20d

15d 15d

L2

15d

o
o/4o/4 o/2

柱芯 柱芯

15d

20d20d

L2

L2

15d15dL2

L2

柱芯 柱芯

L2

図3-1-3

3-2 あばら筋、腹筋、巾止筋の割付・加工

図3-1-2

図3-1-1

望ましい継手位置（  　　部分）

（１）構造スラブの取り付かない独立基礎

（２）構造スラブの取り付く独立基礎

8d

8d

図3-2

L1 コンクリート打継ぎ

3-3 基礎・地中梁接合部の補強

（３）連続基礎及びべた基礎の場合

h
L2

L2

D19-@250

h：地中梁と基礎のあき（㎜）

（１）0＜h≦200の場合

図3-3-1

　2）梁成が1,500㎜を超える場合のあばら筋は図3-2による事ができる。

注1）地中梁のあばら筋、腹筋、巾止筋の加工は5-4及び5-6に準ずる。

注）補強部の厚さは原則として梁巾と同厚とし、横補強筋は       型加工とする。

　3）地中梁腹筋の割付け本数は図示による。図示の無い場合は表3-2による。

以後、梁成が300増す毎に1段増やす。

D＜ 600
腹　　　筋
不　　　要

梁　成

 600≦D＜ 900
 900≦D＜1200
1200≦D＜1500
1500≦D＜1800

1段-2-D13 (2-D13)

表3-2 地中梁腹筋の割付け本数

h

L2

D19-@250

D13-@200ダブル

a

（２）200＜hの場合

L2

L2

-SECa

L2

D19-@250

ダブル
D13-@200

図3-3-2

20d

L2

3-1 主筋の定着及び継手（主筋の柱への定着は本図の他、図1-8-

主筋の定着（主筋の柱への定着は本図の他、図1-8-

捨筋を流して結束

　　  承認を得ること。

　　 やむを得ず重ね継手とする場合は監理者の承認を得ること。

o
o/2o/4 o/4 o/4

o
o/2

o
o/2

o/4o/4

o/4 o/4

o
o/4o/4 o/2

o
o/2o/4 o/4 o/4

2段-2-D13 (4-D13)
3段-2-D13 (6-D13)
4段-2-D13 (8-D13)

1.5巻き以上

1.5巻き以上

1.5巻き以上

捨筋D16

B/2かつ15d以上

（２）e/D＞1/6の場合

（135°フック） 180°フック）

（135°フックまたは

巾止筋6φ-     @1,000

o
o/2o/4 o/4

o
o/2o/4 o/4

o

o/2 o/4o/4

o/4o/4

望ましい継手位置（  　　部分）

望ましい継手位置（  　　部分）

　　 仕口部帯筋は図4-4-1 (a)とする。

の方

の方

の方

の方

以外

1,
50

0以
下

50
0以

上
か

つ
1,

50
0以

下

L2
か
ぶ
り

全数フックを設けるかまたは

※
※

※部フープ形状は、図4-4-1(b)または(c)とする。

3

または

≧40d

≧6d

d

15d(最上階)

フラッシュバット溶接

10d
溶接

または
フラッシュバット溶接

4

2

3

1

A

B

BA

厚
さ

4.  柱

3.  地中梁

2-3 杭が所定の位置より深く止まった場合の処理

（他の杭）（深く止まった杭）

杭頭カット

設計杭位置
フーチングを下げる

図2-3-3

（２）他の杭を深く止まった杭の高さに切りそろえる場合

（１）深く止まった杭のみ処理する場合（H：杭の埋め込み深さ、D：杭径、h：杭の下がり量）

杭が所定の位置より深く止まった場合の処理は監理者の指示による（下記を参考にする）。

100

設計杭
位置

設計杭
位置

D D

SC杭の場合PH杭の場合

D/2以上

B

D16-@200

杭頭補強筋

底盤補強筋

ベース筋

45゜

杭頭補強筋

ベース筋

HOOP

L1
H

h

L1 L1
h

H

表2.2による補強HOOP
（但しSC杭の場合は
D13-○@100）

D13-　@100
(B≦1200の場合)
D13-　@100
(B＞1200の場合)

D/2以上

PH杭の場合 SC杭の場合

図2-3-2
図2-3-1 B≧2D とするD≧h＞200 の場合

h≦200の場合

（高く止まった場合は、直ちに監理者と協議する）

1 参照）

及び地反力または下から水圧が作用する地中小梁の場合

（　）内は本項の適用を指示された

地中小梁の場合を示す。

o/12）（7
o/6）（

1 参照）

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

構造鉄筋規準図（２） ２００５
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設計者
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記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟
一級建築士

第281605号

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳一級建築士

第202336号

(Lb+50)かつスラブ厚(ｔ)以上

L1

A≧ｔかつ(Lb+50)以上 A＜ｔまたは(Lb+50)未満

x/4 x/4

スラブ下端筋折り曲げ

腹　　　筋
不　　　要

梁　成

 600≦D＜ 900
 900≦D＜1200
1200≦D＜1500

1段-2-D10 (2-D10)
2段-2-D10 (4-D10)
3段-2-D10 (6-D10)

D＜ 600

L2

7-7 床版の補強筋

図7-7-1

1,500

1,
50
0

部分の床版は、上端筋の間隔が@100以下と
なる様にD10を上端筋の間に割り付ける。
その範囲は梁面より1500以上とする。

図示の無い場合は、図7-7-2
部分の床版の配筋は図示による。

（出隅部分補強配筋）

1500かつ

15
00

か
つ

図7-7-

7-8

床版開口部の補強は、特記による。特記がなければ、下記による。

（１）床版開口の最大径が700㎜以下の場合は、図7-8-１により開口によって切られる鉄筋と同量かつ

開　口

L1
L1

n2本

D13

L1 L1

1-D13シングル（開口最大径≦300の場合）

2-D13シングル（開口最大径＞300の場合）

床版開口部の補強

φ

図7-8-2

1
6以

上

かぶり

1
6以上

y以
上

x以上

ｘ

ｘ

（入隅部分補強配筋）

ｙ
ｙ

片持床版

n2/2  本-＜D13＞ダブル

斜め補強筋

n1本

片持床版配力筋

イ

切断される鉄筋が3本以上の場合
フック又はカンザシ筋を設ける

イ の鉄筋と同径・同ピッチ）カンザシ筋（

L2

A

A -SEC.

上下補強筋共表7-1 による

7-4 段差のある床版

H

5H以上

D10-@200

＜D13＞

D13

H

5H以上

＜D13＞

図7-4-1

H

L2上・下端筋共

B

2-D19

2-D19

ｔ

＜D13＞

D10-@200ダブル

L2上・下端筋共

B：300㎜かつｔ以上

図7-4-2

H≦70の場合 70＜H≦150の場合

の場合150＜Hの場合

7-5 両側の床版に高低差がある場合

L2

A

＜D13＞

Sｔ.小梁に直交する方向のスラブ筋

イ

ｔ

ｔ

L3

L3

L2

イ

イ

イ
同径・同ピッチ

イ

＜D13＞

D10-@200ダブル

スラブ筋（　　鉄筋）と

7-6 片持ち床版の基準配筋

L3

図7-6-2

L2

2-＜D13＞
＜D13＞

P

2-＜D13＞

打増補強筋（別項参照）

P

L2

L2

・同ピッチ）

D13以上

スラブ筋（　　鉄筋）と
同径・同ピッチ

P/
2以

下P

2
L

2
L 4-＜D13＞

2-D13以上

図7-6-3

スラブ上端筋折り曲げ

下端を打増す場合は上端側と
同様の補強筋を入れる
(D10-@200)

（　　鉄筋）と同径・同ピッチ以上

（３）先端に壁が付く場合

（２）片持ち床版が梁下端にとりつく場合（１）一般部

（１）段差(H)が150㎜以下の場合図7-4-１による。

と同径・同ピッチ以上）

　　   の承認を得る）。

＜D13＞

L2

A

L2

梁巾
打増

差し筋

フック

2-＜D13＞

90°

注）受け筋＜D13＞,＜D16＞は梁内に設けてもよい。

図7-3-3

受け筋
＜D13＞ 

注1) 小梁断面の図示が無く図7-4-2を適用する場合、小梁への定着長さは上・下端筋L2とする。

注）スラブに段差のない場合は、主筋を引き通してスラブに定着してもよい。

イ

L2

先端部補強筋
先端部補強筋

受け筋

主筋
受け筋＜D13＞

図7-6-1

図7-5-1 図7-5-2

7.  床版

一般事項7-1

7-2 主筋配筋要領

PP

第1番目の鉄筋

P/2以下

図7-2-1

図7-2-2

ｘ ｙ
15
d

15
d

15d

15
d

※D13

15d

ｙ

x/4 x/415d

P/2以下

両
端
部
断
面

中
央
部
断
面

B
C

x

A
D

x
/
4

x
/
4

15
d

CL
下端筋 上端筋

BD A C

両端部断面中央部断面

P/2以下
＜D13＞＜D13＞

＜
D1

3＞ ＜
D1

3＞
P/

2以
下

耐圧スラブの場合一般スラブの場合

図7-3-2

　　　  　x：主力筋方向有効内法スパン

　  　　　y：配力筋方向有効内法スパン

B D

　　   配力筋方向-　  、　  ）、下端筋（主・配力筋共-　  、  　、  　）の範囲内とする。A B A C D

＜D13＞：D13かつ受けるスラブの主筋径以上

＜D16＞：D16かつ受けるスラブの主筋径以上

（１）配筋可能な限り、継手は設けない加工とする。

（２）主力筋は上下端筋共、配力筋の外側に配筋する。

（３）この章を通して、図中の記号は下記による。

（４）スラブ内に継手を設ける場合は、図7-１に示す上端筋（主力筋方向-  　、

（５）受け筋＜D13＞、＜D16＞でスラブ上端筋の受け筋バーサポートを用いて位置を確保する。

　　  　　P：スラブ配筋間隔

（１）全断面同一配筋の場合

7-3 定着長さ及び受け筋

L3

図7-3-1

以上

L2受け筋

定着長さ及び受け筋は、図7-3-１による。ただし、引通すことができない場合は図7-3-2により梁内

に定着する。
受け筋＜D13＞

バーサポート

＜D13＞ 

(a) (d)(b)

受け筋
＜D13＞ 

以上

受け筋

(c)

L2（または通し配筋）

（２）端部中央で配筋をかえる場合

（３）鉄骨造の場合

A

B

A

柱間帯

ｙ

柱
間
帯

柱
列
帯

柱
列
帯

ｘx/
2

図7-1

x
/
4

（べた基礎を除く）

短辺断面 長辺断面

受け筋

配力筋 主力筋

柱列帯柱列帯

x
/
4

C

D

C

C

D

C

2-＜D13＞

図7-2-3

鋼板による型枠

補強を行う）

（必要に応じて
鉄筋、型鋼等で

注1) 主・配力筋共、鉄骨梁の位置にかかわらず

L3

L2

デッキプレート

5-6 あばら筋、巾止筋の加工

（２）副あばら筋

（b）（a） （c）

135 プック キャップタイ

8d

（d）

135 プック

135 プック 180 プックまたは
135 プック

（a） （b）

10d
溶接

図5-6-1 図5-6-2

特殊継手

両側スラブ付

（１）あばら筋

4
d

2段筋

（a） （b）

S
1.75d≦S≦2d（S：主筋のあき d：主筋の軸径）

図5-6-3

4
d

（３）巾止筋　2段筋受用巾止筋

片持梁の配筋要領

（柱コンクリート面）2/315d

Ｐ

P1 P1
（一般階）

2/315d

（最上階）

第一あばら筋

L1

L3

L1

L3

（１）一般の梁と連続しない場合

L2

L2

L3

イ

L1

L2

イ
L2

ロ
柱内に定着する

（一般階）
（最上階）

鉄筋のうち半数以上は

2本は柱内に定着する

鉄筋のうち両端イ

ロ

（２）一般の梁と連続する場合

図5-7-2

図5-7-1

4
d

o

大梁

図6-1-3

望ましい継手位置（  　　部分）

（３）主筋の継手位置

6.

6-1 小梁主筋の継手及び定着

15d15d（余長）

連続端 連続端終端（単純梁端部）

図6-1-1

o

（余長）15d（余長） 15d

o

（余長）（余長） 15d

図6-1-2

15d

捨筋を流して結束
B/2

B

L3

L2

斜め定着してもよい

斜めあるいは水平定着としてよい

（２）小梁主筋の定着

（１）小梁主筋の端部、中央の配筋（連続梁

小梁

か
ぶ
り
厚
さ

か
ぶ
り
厚
さ

か
ぶ
り
厚
さ

か
ぶ
り
厚
さ

注）両側スラブ付きの場合のあばら筋は(d)タイプとしてよい。

注）巾止筋、2段筋用の巾止筋は構造図に無き限りD10-@1000以下とする。

注）P1≦Pとする（P：あばら筋ピッチ）

　3）上端主筋は片持梁先端部において、梁底から

　2）一般梁の主筋を片持梁内に引き通して定着してもよいが、その場合上端筋のうち半数以上は柱内に

　　  定着すること（　　の鉄筋）。ロ

注）あばら筋、腹筋、巾止筋等については大梁の項に準ずる(5-4～5-6)。

注1）片持梁の主筋を一般の梁に引き通して定着してもよいが、その場合上端筋のうち両側2本は柱内に

矢視
A

A

A-A

イ        定着すること（　　の鉄筋）。

ロ

ｙ

ｘ

注） x≧ yとする

（出隅受け部配筋）

出隅部

x/
2以

上

x/2以上

出隅受け筋
L1

L1

図7-8-1

o/4 o/4o/4o/2o/4

o/6

（余長）
o/2

o/2o/4 o/4

P/2以下

P/
2以

下

　　床全面で設計ピッチ以内に配筋する。

＜D13＞ 
＜D16＞ 

D10-@200ダブル

＜D13＞

＜D13＞

2-＜D13＞

P/
2以

下

P/
2以

下

         2-＜D13＞以上の鉄筋で周囲を補強し、隅角部斜め方向に＜D13＞シングルを上下筋の内側に配

         筋する。また、床版開口の最大径が両方向の配筋間隔以下の場合で図7-8-2により開口部を避け

         て配筋する場合は、補強を省略することができる。

n1/2  本-＜D13＞ダブル

L3
L2

L3

L2L2

15d（余長） （余長）15d

（90°フックつき）

（置スラブ形式の梁を除く）

かぶり厚さ程度 の位置まで垂直におろす。

L2L2 か
つ
L3

以
上

か
つ
L3

以
上

（壁の縦筋と同径 または差し筋（壁の縦筋

と同径・同ピッチ以上）
または差し筋（壁の縦筋

上下補強筋共

L1

上下補強筋共表7-1 による

径 ピッチ

・主筋と同径 ・主筋と同ピッチ
・主筋の1 サイズアップ （主筋に加えて主筋量と同量の

補強筋を加える）
・主筋の1/2ピッチ
（主筋に加えて主筋量の2倍の
補強筋を加える）

表7-1 による

配力筋

補強筋
出隅部分

・図示（　　　　　　　　　　　　）

30以上

7-9

土間コンの目地は下図のように、3m以内に設ける。（カッター目地）

土間コン（適用の有無は構造関係特記仕様書6章2項による）

土間コンの上端の補強筋は7-7（2）に準じる。

・主筋と同径 ・主筋と同ピッチ
・主筋の1 サイズアップ （主筋に加えて主筋量と同量の

補強筋を加える）
・主筋の1/2ピッチ
（主筋に加えて主筋量の2倍の
補強筋を加える）

補強筋
入隅部分

・図示（　　　　　　　　　　　　）

・主筋と同径 ・主筋と同ピッチ
・主筋の1 サイズアップ （主筋に加えて主筋量と同量の

補強筋を加える）
・主筋の1/2ピッチ
（主筋に加えて主筋量の2倍の
補強筋を加える）

配筋
出隅受け部

・図示（　　　　　　　　　　　　）

表7-1 出入隅部補強筋

土間コンの

3m以内 柱面から100 以内

目地深さ25㎜

防錆塗装A種　=100

巾2～3㎜

収縮ひび割れ防止筋（D10）

主筋（上端筋）

主筋（下端筋）

図7-9

ひび割れ誘発目地

    出隅受け部配筋は

    柱又はL1定着する

L3
x/

2

下端筋：L3

L1x/2

注） x≧ yとする

（２）床版のひび割れ補強

　　   床仕上げのない場合、塗り床仕上げ等の場合で、床版のひび割れ防止を目的として以下の補強を行う。

　　   適用の有無及び適用箇所は特記

　　   本補強を適用する床版は、7-7（１）の補強は不要。（片持床版出隅部を除く。）

（１）

及び表7-1 による。

ひび割れ防止筋（D10）

　出隅入隅部補強要領（各階に適用する）

かつL3

の場合）

o/127 o/4 o/2 o/4o/4

※単純梁の両端は「終端」に同じ

5-5 段違い梁の配筋

h

D

梁

D

h

梁

D D

h

L2

L2

梁

梁

L2

梁

2L

h

h

L2

h

L2

梁

一般階 最上階

h

L2

L１

図5-5-2

（１）              h/D≦1/6の場合 （２）                h/D＞1/6の場合

図5-5-1

注）h/D≦1/6の場合でも図5-5-2としてよい。

以後、梁成が300増す毎に1段増やす。

表5-4  大梁腹筋の割付け本数

15d

h>100またはh≦100かつ

あばら筋と同径
2巻き

柱面

上端主筋ピッチ中央に配置
（タテ・ヨコ共）

2

上端筋：

図7-7-3

（構造関係特記仕様書６章２項）による。

小梁主筋の定着は本図の他、図1-8-1 による。

　　スラブ筋の定着は本図の他、図1-8-1 による。

4d

5-7

　　スラブ筋の定着は本図の他、図1-8-1 による。

（２）段差(H)が150㎜を超える場合は小梁を設ける。小梁断面は図示のない場合は図7-4-2による（監理者

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

２００６構造鉄筋規準図（３）



Ｎ．Ｓ．

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟
一級建築士
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特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳一級建築士

第202336号

かぶり30以上

8-1    一般事項

8.  壁

（室内）

Ho

15d

15d

Ho/3

Ho/3

（受圧側）

位置を確保する

＜P/2 ＜P/2

P

15d 15d

受圧側

室内

（b）耐圧（土圧水圧）壁

≦P/2

≦
P/
2

≦P/2

P

柱

≦
P/

2梁

（a）一般壁

梁

柱の定着は

外側縦筋は耐圧版
上端まで伸し鉄筋

図8-3-１による

図8-3-2参照

8-2    継手

（１）壁筋の継手位置

8-3    定着

a

（b） （c）

a

（a）

150程度

あき重ね継手でよい

（a）

a

（b）による
ある場合は通しまたは

P

横筋が柱主筋の外側に

図8-2-3

（上下階で縦筋の配筋が異なる場合）

あき重ね継手

（２）壁縦筋の継手及びあき重ね継手

はり

柱

基礎ばり

柱

図8-2-1

[横筋] [縦筋]

内

柱
外
内

CL

継手の好ましくない位置

継手の好ましい位置

外側（土の接する側）の鉄筋

継手の好ましい位置

内側（室内側）の鉄筋

（a）一般壁の継手位置 （b）土圧を受ける地下壁の継手位置

9.  階段

9-1    片持階段

下端筋D10-@200

D13

25d

踊り場D10・D13-@200
ダブル

25d

25d

25d

25d

25d

受筋D13

受壁への定着は
壁の中心線を越
えてから曲げる

25d

段鼻筋

D13

2-D13

階段受壁縦筋は壁リスト
と表9.1のうち、鉄筋量
の多い方の配筋とする。

受壁への定着は
壁の中心線を越
えてから曲げる

180以上

CL

a

90゜フック

a -SEC

CL

15
0

15
0

9-2    スラブ階段

D13

図9-1

壁 厚

180

250

200,220 D13-@200ダブル
D13-@200ダブル

D13-@150ダブル

D13-@200ダブル

D13-@125ダブル

D13-@150ダブル

配力筋

D13-@200ダブル

D10-@200ダブル

D10-@200ダブル

D10-@200ダブル

D10-@200ダブル

D10・D13-@200ダブル

D10・D13-@200ダブル

主力筋

D13-@200ダブル

D13-@150ダブル

D13-@125ダブル

D13-@100ダブル

D13・D16-@125ダブル

D16-@125ダブル

D16-@125ダブル

ｔ

150

150

180

180

200

220

250

段おさえ筋D13
（１）配筋可能な限り、継手は設けない加工とする。

         両面フレア溶接の場合は、5d以上、片面フレア溶接の場合は、10d以上とする。

（４）幅止め筋は、縦横ともにD10-@1000程度とする。

（５）この章を通して、図中の記号は下記による。

＜D13＞：D13かつ壁主筋径以上

   Ho：有効内法階高

    P：壁主筋間隔

（６）一般壁及び土圧を受ける地下壁の配筋は図8-1-1、図8-1-2による。

（２）土圧を受ける地下壁は図示の無い限り縦筋を外側に配筋する。

外側縦筋の定着は

外

（１）柱への定着

（２）梁への定着

外側横筋が柱主筋の外側にあるとき

図8-3-1

いなづま筋D10-@200

10.  打増補強

10-1    柱の打増

端部筋の余長

8-4    交差部及び端部の配筋

1-＜D13＞

交差部（水平断面）図8-4

2-＜D13＞

2-＜D13＞

1-＜D13＞
2-＜D13＞

※カンザシ筋は主筋と同径・同ピッチとする

カンザシ筋

（ロ）ダブル配筋（イ）シングル配筋

壁の末端部及び開口により切断される
鉄筋にはフックを付けるか、カンザシ
筋による補強を設ける。

H
o
/
3

H
o

Lo

L

Lo/4

図8-2-2

壁縦筋の継手

（正）
鉄筋を無理に曲げない

（誤）

（b）

図8-3-2

外側縦筋が梁主筋の外側にあるとき

a

（c）

150程度
縦筋が梁主筋の
外側にある場合

による
通しまたは（b）

ｔｔ
/2

以
上

8-6    壁開口部の補強

壁開口部の補強は縦・横の枠筋及び斜筋にて行う。ただし、壁開口の最大径が両方向の壁主筋間隔以下の

枠筋、斜筋、補強筋の径および本数は構造図による。

図8-5

場合で図8-6-2により開口部を避けて配筋する場合は、補強を省略することができる。

600

4
0
0

60
0

枠筋400

図8-

壁主筋

補
強
筋

開口部開口部

末端補強筋

縦（枠）筋

斜筋

横（枠）筋

開口部
φ

図8-6-2

1
6以

上

1
6以上

図8-6-1

補強筋の名称及び定着長さ

（補強筋）
1-＜D13＞

8-5    床版と壁の交互部の補強

（補強筋）
2-＜D13＞

ｔｔ
/2

以
上

（補強筋）
2-＜D13＞

（横筋はフック又はカンザシ筋を設ける）

（横筋はフック又はカンザシ筋を設ける）

注1）原則として、はり・柱の中には壁筋の継手を設けないこと。

 2）横筋の場合は、1スパンごとに柱に定着することは差し支えない。その場合の定着方法は図8-3-１による。

㎜以下100
0.2Lかつ

注）a区間の部分は通し配筋でもよい。

注）a区間の部分は通し配筋でもよい。

注1）階段寸法は意匠図による。

   2）段部及び踊り場の配筋は図示による。図示の無い場合は図9-１による。

   3）階段受け壁については図示（壁リスト）と表9-１のうち、配筋量の多い方を適用する。

図8-1-2

図8-1-1

注1）階段寸法は意匠図による。

   2）段部及び踊り場の配筋は図示による。図示の無い場合は表9-2及び図9-2-1図9-2-2による。

1-＜D13＞ 2-＜D13＞

8-7    外壁の補強筋（適用の有無は構造関係特記仕様書6章2項による）

地上外壁全般に適用する（土に接していない壁全面に適用する）

外部

内部
壁主筋

壁筋

図8-7-1     外壁補強要領図（ひび割れ防止）

ひび割れ

図10-3-1 図10-3-2

   2）a＜70の場合は補強不要とする。

注1）200＜aの場合で図示の無い場合は監理者の承認を得て（2）を適用すること。

10-3    壁及び床版の打増

aa

（２）200＜aの場合（１）50＜a≦200の場合

図10-2-1 図10-2-2

注1）200＜aの場合で図示の無い場合は監理者の承認を得て（2）を適用すること。

   2）a＜70の場合は補強不要とする。

10-2    梁の打増

P
P

P

P

P

aa

a
P

P

P

（２）200＜aの場合（１）70≦a≦200の場合

図10-1-1 図10-1-2

（１）70≦a≦200の場合 （２）200＜aの場合

aaaa

   2）a≦50の場合は補強不要とする。

注1）50＜aの場合で図示の無い場合は監理者の承認を得て（1）、（2）を適用すること。

D13

D13-@200
D13-@200

D13

D10-@200
D13

D13-     @200

D19-@250

D13-     @200

2-D13@300（P≦300）

（P≦300）

D13-@300

D19-@250

D16

（P≦300）
D10-@300

D16-@250

D10-     @200

D19-@250

D13-     @200

D19-@250

D10-     @200

D16-@250D16-@250

D10-    @200
D13-     @200

壁または床版壁または床版

（２）内壁のひび割れ誘発目地は下図による。

（１）外壁のひび割れ誘発目地の位置・形状は意匠図による。意匠図に図示の無い場合は下図による。

3m以内

図11-

伸縮目地

パラペット及び防水押えコンクリートの目地

（２）パラペット、手摺壁等のコンクリートは原則として下部躯体と一体打ちとする。但し、打継ぎを行う

         目地を設け防水措置を施す。

         目地を設け、雨掛り部分には防水措置をほどこす。

手摺両面に

弾性シーリング

@3m @3m

はね出しスラブ目地

仕上モルタル
貧調合モルタル

水平目地

（@3m×@3m以内）

打継面

10
0以

上 600程度

（１）庇、バルコニー等のはね出しスラブ及びパラペット、手摺壁等の立上り壁には3m以内毎にひび割れ誘発

ひび割れ防止用目地

11.  ひび割れ誘発目地

11-1    壁のひび割れ誘発目地

11-2    目地詳細図

11-3    はね出しスラブ及び外部立上り壁のひび割れ誘発目地

外部 内部

壁主筋

（３）重ね継手のとれない場合は、監理者の承認を受けて溶接継手とすることができる。

図9-2-2

段鼻筋D13

下端主力筋

上端主力筋

いなづま筋D10-@200

ｔ

段おさえ筋D13

配力筋

図9-2-1

段鼻筋D13

段おさえ筋D13

主力筋と同径
主力筋と

同径

下端主力筋

上端主力筋

いなづま筋D10-@200

ｔ

外壁の外部に接する側はタテ筋・ヨコ筋共
@100以下となる様に、収縮
としてD10を壁筋の間に配置すること。
（壁筋が@125

ひび割れ
図11-1,11-2による）
（@3,000以内）

（誘発目地位置手前で切断する）

（誘発目地位置手前で切断する）

     o：有効内法スパン

L2

L2 L2 L2 L2 L2

L2
L2

L2

L2
L2

L2 L2

L2
L2

L2

L2

L2 L2

L2 L2 L2 L2

L2

L2

L2 L2

L2

L2 L2 L2

L2 L2

L2

L2

L2

L2

L2

L2

L2

L2

L1

L1

L2かつ柱中心線を越える

L2
か

つ
か

つ
梁
中

心
線

を
越
え
る

L1

L2

L1

L1

L1
L1

o

o/4 o/4

（
  
=1
,0
00
）

L1

L2

L3

L2

  ≦1200

L2 L2

L2

L2

L2 L3

L3

L3

L2

L2
柱間

5500＜  ≦6000

5000＜  ≦5500

4500＜  ≦5000

4000＜  ≦4500

3500＜  ≦4000

3000＜  ≦3500

  ≦3000

表9-2     スラブ階段の板厚及び配筋（  ：スラブ階段の内法スパン）

1200＜  ≦1500 1500＜  ≦1800

表9-1     階段受壁の縦筋（  ：片持階段の出寸法）

補強筋　　（  =1,000）

/4以内

L2
L2 L2

L2

L2

L2

垂直目地 水平目地

外部側

内部側

＊内壁でボード仕上げがある場合は、打増し・目地とも不要とする。

（直仕上げの場合）

　耐力壁の外壁内側は仕上の種類に拘らず打増し15㎜、目地深さ15㎜とする。

図11-2-1

図11-2-

壁種 目地
壁厚 D 外目地深さ 内目地深さ ひび割れ

1-◇-161520150

（㎜） （㎜） （㎜） 誘発角鋼

1520180
1520200
1520220
1520250
1520300

外壁 両面

15150
15180
15200
15220
15250
15300

片面

15+15150
15+15180
15+15200
15+15220
15+15250
15+15300

内壁

両面

表11-2     ひび割れ誘発角鋼

ひび割れ誘発鉄筋
D-25

         場合はコンクリート打設時にスラブより100㎜上までをスラブと一体に打設し、打継ぎ部分には水平

梁

梁

適用

・

・

・

・

・

・

・

※末端部補強筋の径、本数の図示がない場合は、開口補強縦（枠）筋に同じとする。

※

以下の場合は不要）

D10

D1
0

8

外部側壁筋位置に配置する。

図8-7-1 の外壁補強筋と併用する場合は、

収縮ひび割れ防止筋（D10 ）

防止筋（D10 ）

・2-D13
・図示

収縮

図示による

250 250

構造スリット補強筋D10@400
溶融亜鉛めっきまたは防錆塗装

図8-9

目地を設ける

2-5     ひび割れ誘発目地

3 縦目地の位置

程
度

図11-2-2
ひび割れ誘発角鋼
配置要領

塗装：錆止めまたはSOP

を施す事

8-9    構造スリット部補強要領8-8

図7-

25d25d

土間スラブ
（厚さ、配筋、地業等

(a) 一般の場合

目地切の上、シーリングを施す
D13-@200

（ケミカルアンカーも可）

（b）

・

・ 印を附した個所の場合（下記）

7- 外周土間スラブと本体（地中梁等）との取合い

25d

目地切の上、シーリングを施す

15
0

150

D13-@200

受筋D13
D13

・ 車両走行部

  は図示による）

土間スラブ
（厚さ、配筋、地業等
  は図示による）

10

10

本補強筋を内部側に配置する。

外壁開口部補強筋

誘発目地

誘発目地（仕様は

ひび割れ防止筋（D10 ）

収縮ひび割れ防止筋（D10 ）

ひび割れ収縮

ひび割れ防止筋

目地詳細図

注) CCB工法等の特許工法の使用も可とする。

　  ひび割れ誘発材を変更する場合は、特許の有無を

1-◇-16
1-◇-16
1-◇-22

1-◇-38
1-◇-25

1-◇-25
1-◇-19

1-◇-28
1-◇-32
1-◇-38
1-◇-44
1-◇-16
1-◇-16
1-◇-19
1-◇-25
1-◇-28
1-◇-38

50
0以

下
50
0以

下
@1
00
0

巾
止
め

固
定
位
置

(目地と合わせた欠損率≒25%)

　  確認のこと。変更に当たっては監理者の承認を
  　得ること。

弾性シーリング

打増し（20）

打増し（15）

弾性シーリング

打増し（20）

シールまたは貧調合モルタル

打増し（15）

ひび割れ誘発角鋼

（耐力壁の

使用する角鋼は表11-2によることとし、図示の形状の巾止め筋(D10またはD6)と

目地位置に対する配置誤差は10㎜以内
結束しコンクリート打設時に外れない様、強固に固定する。

巾止め筋

   場合のみ）

ひび割れ
誘発角鋼

柱際等に使用

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

構造鉄筋規準図（４） ２００７

25

20 15

D

20

15
Ｄ

15

20

0～
30



Ｎ．Ｓ．

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟
一級建築士

第281605号

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳一級建築士

第202336号

  3）原則として柱に埋込む場合は、かぶり30以上を確保すること。

D10-@100

図14-2

（２）孔の径は、梁成の1/3以下とし、孔が円形でない場合はこれの外接円とする。

（３）孔の上下方向の位置は、図12-1-2による。

         のうち、小さい方の値以上離す。（図12-1-3）

（５）孔が並列する場合は、その中心間隔は孔の径の平均値の3倍以上とする（図12-1-3）。

（６）孔の径が梁成の1/10以下かつ150㎜以下のものは、補強を省略することができる（孔両側のあばら筋が

（１）梁貫通孔の補強は特記による。特記がなければ下記による。梁貫通孔補強筋の名称などは、図12-1-1

        による。

         設計ピッチを越える場合は孔の両側にあばら筋を2巻き配筋する）。

人通孔補強は図示による。図示の無い場合は表12-2による。

地中梁 地中小梁

斜  筋

横  筋

縦  筋

8-2-D25

4-D25

4-2-D25

2-D25

補強筋

上下縦筋 D16-    @100以内 D13-    @100以内

400φ以下の梁貫通孔の補強要領は

注）配筋の表示の凡例は、表12-3-3による。

表12-2   人通孔補強要領

表12-3-1   補強種別

  2）1～7の数字は表12-3-2における補強種別を示す。数字が8の場合の補強は特記による。

注1）A～Fは表12-3-4の梁のあばら筋を示す。

  3）梁成、梁幅、あばら筋、貫通孔径が上表の中間にある場合は補強量の多い方を採用する。

 梁貫通孔補強材として、既製品を使う場合は（財）日本建築センターの評価を取得した 製品を用い、

注1）A～Fは表12-3-4の梁のあばら筋を示す。

図12-1-3図12-1-1 図12-1-2

d b

φ1 φ2

b≧3×
2

φ1+φ2700≦D＜900

500≦D＜700

900≦D

d≧200

d≧250

d≧175
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3
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4
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E,F

3
3
3
3
4
4
5

5

4
5
5

6

5

6
6

5

6
6

6

5

6
6

7

6

3
3

8

E,F

3
3

3
4
4
5
4
5
5

6

5

6

5

6
6

5

6
6

6

4

6

7

3
3
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8
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3
3
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3
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4
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5
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5
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6

5

6
6

6

4

5

6

6

5

7
8

8
8
8

E,F

3
3
3

4

4
5

6
5

6
6

5

6
6

4

5

6

6

5

4

6

7

3

8

8

8

8

8

E,F

3
3

4

5

5

6

6
6

4

5

6

6

4

6

4

6

7

5

7
7
7

6

3

8
8
8
8

E,F

3
3

5

5

6

6
6

5

6

6

4

6

4

6

7

5

7
7
7

6

5

5

3

8
8
8
8

表12-3-2   補強要領

2-2-D13 なし なし

E

A～D

F

A～D：2-D13

E,F   ：2-D16

4-2-D19

A～D：2-D13

E,F   ：2-D16

4-2-D13

4-2-D16

4-2-D16

4-2-D22

6

3

4

5

7

2-2-D132

なし1

斜め筋 配 筋 図縦 筋 横 筋補強種別 上・下縦筋

A凡  例 配  筋

斜め筋 4-2-D22

縦 筋

孔の上下の部分にそれぞれD13のあばら上下縦筋 3-   -D13

4本のD22が2面入ることを示す

筋が3本入ることを示す

2-   -D13 4本のD13があばら筋状に孔の両側に2本
ずつ入ることを示す

表12-3-3   配筋の表示 表12-3-4   梁のあばら筋

D10-     @150,200 D D13-     @100,125

E

F

D13-     @100

D13-     @100

B
D13-     @200
D10-     @125

C
D10-     @100
D13-     @150

12.  梁貫通孔の補強

12-1    一般事項

12-2    人通孔（600φ～800φ）の補強要領

12-3    一般の梁貫通孔（400φ以下）の補強要領

12-4    既製品を用いる場合

13-1    犬走り

共通事項：＜D13＞：D13かつスラブ・壁の主筋径以上

（構造図に配筋詳細図の無い場合、当配筋図による）

150

50
50

300以上

D10-@200
GL

15
0

50
50

受筋D13

D13-@200
（上端筋位置） 18

04-D13

2-D13

D13-@200ダブル

受筋D13

ヨコD10-@200ダブル
タテD13-@200ダブル

タテD13・D10-@200ダブル

2-D13

4-＜D13＞
小梁が無い場合

ヨコD10-@200ダブル

D13

180

2-D132-D13

H

D10-@200ダブル

13-2    屋上配管取出口（B≦1500,H≦2000）

図13-1

図13-2

（１）梁 （２）床スラブ

腹筋

梁主筋

打継面

100以内100以内

D16
腹筋

図13-8

打継面

100以内100以内
主筋の間に割り付ける
（主筋が150以下の

D10-@200ダブルを

   場合不要）

D16を腹筋間中央に配置

あばら筋

900

15
0

100（内法）

D

D
/
2

以
上6d

補強かんざし筋2-D16

（１）梁

W

（吊上げ荷重）

25d
150以上

補強かんざし筋
2-D16

補強腹筋2-D16

（２）スラブ

図13-9

W フック筋D19

25d

柱

打増コンクリート

（打増補強は10-１による）

壁筋がシングル配筋の場合
図13-10

壁筋がダブル配筋の場合

柱帯筋
柱主筋

D13

D13

壁主筋と
同径・同ピッチ

ｔ≧90ｔ≧90

注1）壁に埋込む場合でｔ＜90となる場合はコンクリートは打設せず開口部とし、裏面は乾式仕上材でふさぐこと。

  2）外壁には原則として設けない。

開口部補強筋

20
0以

上

13-8    打継ぎ部の処理

13-9    機械吊上げ用フック

13-10    コンセントボックス等埋込の補強

W≦3     の場合D19

3＜W≦5     の場合D25
ｔon

ｔon

フック筋

補強腹筋2-D16

（２）根巻きコンクリート

@P≧7.5d

@P≧7.5d

（１）鉄骨梁とコンクリートスラブ

e≧40㎜ e≧40㎜

e≧40㎜

かぶり厚さ

図14-1-2図14-1-1

注）図中の記号は以下による。

d：スタッドボルトの軸径

p：ボルト軸心の間隔      ≧7.5d

13.  雑配筋

14.  鉄骨造との取合い

14-1    スタッドボルトの配置

14-2    コンクリートスラブと鉄骨柱との取合い（図中＜D13＞はD13かつスラブ主筋径以上を示す）。

スラブ筋

柱

2-＜D13＞シングル（上端筋位置）

（１）一般部

14-3    コンクリートスラブと鉄骨梁との取合い（図中＜D13＞はD13かつスラブ主筋径以上を示す）

D

D

（２）段差のある場合

図14-3-1

注1）主・配力筋共、鉄骨梁の位置にかかわらず

       床全面で設計ピッチ以内に配筋する。

鋼板による型枠

デッキプレート

（必要に応じて鉄筋、

型鋼等で補強を行う）

2-＜D13＞（ イ  ロ 主筋は90°フック付きまたはカンザシ筋付）

イ ロ

（b）イ 主筋を1/6勾配以下で引き通せる場合

図14-3-3図14-3-2

（a）イ 主筋を引き通せる場合

イ

ロ

イ

ロ
デッキプレート受鋼材

＜D13＞

デッキプレート受鋼材

＜D13＞

＜D13＞ ＜D13＞

2-＜D13＞

90°フック付
ロ  主筋は

150

150

P
P

特記以外は左図と同配筋とする

（c）イ   主筋を引き通せない場合

ロ

イ

ハ
ハ  主筋と同径・同ピッチ

ロ

イ
デッキプレート受鋼材

＜D13＞

2-＜D13＞

2-＜D13＞

カンザシ筋付

イ   ロ 主筋は

デッキプレート受鋼材

D10-     @200

90°フック付または

D10-@200

スタッドボルト16φ(h=100)
P≦300となるように

を設ける

4-＜D13＞

注1）後打コンクリートは無収縮コンクリートとする。

ｔ

図13-3

スラブ筋と同径・
同ピッチ

同ピッチ
スラブ筋と同径・

ｔかつ200以上

1000×1000以下

10
00

以
下

スラブ筋

片面10d以上フレア溶接も可

図13-4

7-8による開口部補強筋

4-＜D13＞

ｔ

注1）ｔ：スラブ厚

13-5    パラペット（H≦1200）

18
0

4-D13

タテ
D10-@200

D10-@200

H タテD13・D10-@200ダブル

180
4-D13

受筋D13

D10-@200

H

180
4-D13

4-＜D13＞

300

出隅部（水平断面）小梁が有る場合 小梁が無い場合

図13-5

13-3    床版ピット 13-4    型枠撤去用等のダメ穴の補強

（吊上げ荷重2    以下）

      承認を得ること。

注）      は受筋＜D13＞とバーサポートを示す。

D：柱幅

H：根巻き高さ

H≧
2.
5D

25
d以

上

40d以上

図14-4-2図14-4-1

注1）柱幅DはD1、D2のうち大きい方の値とする。

       高さ以上であることを確認すること）。

180°フック

立上り主筋

  2）根巻きコンクリートの寸法、主筋、あばら筋等は図示による（根巻き高さについては、上図で 規定された

14-4    根巻き形式柱脚

D：柱幅

h：埋込み深さ

注1）鉄筋工事に先立ち、配筋要領詳細図を作成し、地中梁主筋、U字

  2）柱の埋込み深さ・かぶり厚さ等は図示による。

       確認すること）。

  3）U字型補強筋の径及び本数は図示による。

       図示の無い場合は下記による（ ・ 印で示す）。

          上端筋位置 ・主筋と同径（     ）本

                          ・（     ）本-（D     ）

          下端筋位置 ・主筋と同径（     ）本

                          ・（     ）本-（D     ）

  5）地中梁主筋径がU字型補強筋の径よりも太い場合、主筋をU字型定着としてU字型補強筋の本数に加算

       してもよい。

  4）U字型補強筋は極力地中梁主筋上端及び下端位置附近に設けること。

D

h≧
2D

図14-5-1

U字型補強筋
（側柱、隅柱のみ）

    （埋込み深さについては上図で規定された深さ以上であることを

14-5    埋込み形式柱脚

図14-3-4

側柱

隅柱

図14-5-2

U字型補強筋

U字型補強筋

U字型補強筋

B

図13-7

D10-@200
上下筋D16-@150
ダブル

腹筋D13-@200
（四周）

a

2-D13 2-D13 （四周）
D13-@200

防水押えの無い場合防水押えのある場合

D16

D13-      @200

腹筋
D16-@150

D10-@200

H＞
40

0

H＞
40

0

防水押えの無い場合防水押えのある場合

30
0

-SEC.a

（a）2本以上の直交方向受梁上にある場合 （b）同方向の受梁上にある場合

D16-@150
Sｔ.D13-    @200

腹筋D13-@200

D16-@150

受梁（図示）受梁2本以上
（図示）

2-   -D16 2-   -D16

13-6    煙突

D

1-D16+3-D13

D10-@200

D

1-D16+3-D13

壁、梁一体部分

梁
壁

D10-@200ダブル
タテ・ヨコ共 タテ・ヨコ共

D13-@200ダブル

図13-6

4-＜D13＞ 受筋2-D13

20
0

200

20
0

200

独立部分（高さ3.0m以下）

注1）かぶり厚さは50㎜以上とする。

13-7    機械基礎

（２）H＞400の独立基礎の場合

天端
スラブ

D13

D13

天端

H≦
40

0

6φ-@100×100
溶融金網

防水押えの無い場合防水押えのある場合

押え
コンクリート

D13

H≦200の場合D10-@200
200＜H≦400の場合D13-@200

（１）H≦400の場合（ベタ基礎）

D13

（３）H＞400の桁基礎の場合

 構造計算等を事前に監理者に提出する。

       やむを得ずかぶりが取れない場合は必ず監理者の承認を得ること（補強方法は監理者の指示による）。

注）スラブ配筋等は監理者の

       型補強筋等の納まりを検討した上で監理者の承認を得ること。

B

H
＞

40
0

D10-@200

2-D13

D16

受梁（図示）

HOOP
（B≦700の場合）
D10-     @100

D13-     @100
（B＞700の場合）

主筋D16-@200（四周）
四隅の主筋はフック付とする

防水押えの無い場合防水押えのある場合

P≧5.0d

P≧5.0d

a1 a2

L1

L1

L1

a1,a2 ≧ min(1.2D,1000㎜）

L2

L2

L2
L2

L2

L2

L1

L1 L1

L1が確保できない場合はL1
L1

L2 L2

L2 L2

L2

L3

L2 L3
L2

L2 L2

L3

L3

L2

D1

D
2

L2

L2

L2

L2

L1

L1

e1≧100㎜

e1≧100㎜

e2≧50㎜ e2≧50㎜

タテ・ヨコ共8-D13(   =1000)

e ：ボルト軸心と鉄骨縁との距離                 ≧40㎜

e1 ：ボルト軸心とコンクリート縁との距離     ≧100㎜

e2 ：ボルト軸心と角形鋼管柱直交面との距離   ≧50㎜

≦1200

ｔon

90°フック付
ロ  主筋は

2巻き

30
の場合

（・する・しない）

、壁

   外壁の場合は
   誘発目地位置とする。

   構造スリット部で
   打継ぐ場合は補強筋
   不要。

ヨコD10-@100ダブル

ヨコ

       または受梁がない場合

L2孔の上下の部分にそれぞれD16が2本ずつ
入ることを示す

横 筋 2-D16

D16-     @150

D16-     @100

D16-     @100

　　　　　　　　　　　　　　　　梁のあばら筋量（表12-3-4）に応じ、

タテD13・D10-@200ダブル

ヨコD10-@100ダブル表12-3-1、表12-3-2による。

（本図の補強方法は、部材スパン中央付近で打継ぐ場合のみに適用する）

1.
2P
以
下

柱へ埋込むコンセント

かぶり30以上

ボックスが小型の場合

：2-   -D13

：2-   -D13

：2-   -D13

E

A～D

F

：2-   -D13

：2-   -D13

：2-   -D13

E

A～D

F

：2-   -D13

：2-   -D13

：2-   -D13

E

A～D

F

：2-   -D13

：2-   -D13

：2-   -D13

a≧30㎜

かぶり厚さ
a≧30㎜

（４）孔の中心位置の限度は、柱及び直行する大梁の面から原則として1.2D（Dは、梁成）かつ1000㎜

上縦筋（□型）

縦筋（□型）

下縦筋
あばら筋

斜め筋
（あばら筋

の内側）

（あばら筋
の内側）

横筋

かぶり   以上

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

２００８構造鉄筋規準図（５）



Ｎ．Ｓ．

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟
一級建築士

第281605号

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳一級建築士

第202336号

d

e e e
P

e
P

W
W/2
W/2

ｔ2ｔ1

1.  目 的

鉄骨工事一般事項

2.  適用範囲

  本規準図の適用範囲方法は以下のとおりとする。
  ・印のついたものを適用する。

3.  優先順位
設計図書中の構造関係図書に於ける優先順位は次の通りとする。

4.  加工工場の選定

（１）現場説明に対する質問回答書
（２）現場説明書(見積要領書のある場合はそれを含む)
（３）工事基本仕様書
（４）特記仕様書

（６）鉄骨規準図

  ・印のつかない場合は、※印のついたものを適用する。
  ・印と※のついた場合は、ともに適用する。

（５）設計図（本基準図以外）

（７）適用共通仕様書・標準仕様書

本規準図の適用範囲は、鉄骨造及び鉄骨鉄筋コンクリ-ト造の鉄骨部分とする。
本規準図内で準拠する参考規準類は最新版による。

本鉄骨規準図は、建築構造図に示す鉄骨の精度標準、高力ボルト接合規準、溶接接合
規準等を規定したものである。設計図、特記仕様書に記載なきものは、本規準等によ
るものとする。

設備能力、溶接技能者名簿（AW資格証を添付）を提出し、監理者の承諾を受ける。
施工業者は下記の選定条件に基づき鉄骨加工工場を選定し、鉄骨加工工場の工事経歴書、

鉄骨加工工場選定条件

    ただし、以下の条件を満たすこと。（兼務、外注者、非常勤者、出向者は不可）
2人以上（１）一級建築士
3人以上
1人以上

1人以上
1人以上

（５）製品検査担当者 1人以上
（６）過去2年間において、本工事で使用する最大板厚の溶接の実績があること。
        （同材質、同厚以上、突合せ溶接部に限る。実績表及び検査記録提出）

        （（社）日本溶接協会）

（４）鉄骨超音波検査技術者（（社）日本鋼構造協会）
（３）鉄骨製品検査技術者 （（社）日本鋼構造協会）

（２）鉄骨製作管理技術者1級（（社）全国鐵構工業連合会）
     　 又は鉄骨製作管理技術者１級2人かつWES 8103 １級

 ・SグレードまたはHグレ-ド

5.  第三者検査機関の選定
施工業者は、下記の選定条件に基づき鉄骨第三者検査機関を選定し、経歴書、資格者数
資格者名簿を提出し、監理者の承諾を得ること。ただし、当該建築工事の請負会社（施工者）
と年間取引率が50%以上ある第三者検査機関は不可とする。

（１）一級建築士

1人以上

1人以上
1人以上

（５）製品検査担当者 1人以上
（６）過去2年間において、本工事で使用する最大板厚の溶接の実績があること。
       （同材質、同厚以上、突合せ溶接部に限る。実績表及び検査記録提出）

        （（社）日本溶接協会）

（４）鉄骨超音波検査技術者（（社）日本鋼構造協会）
（３）鉄骨製品検査技術者 （（社）日本鋼構造協会）

（２）鉄骨製作管理技術者1級（（社）全国鐵構工業連合会）
1人以上
2人以上

         又は鉄骨製作管理技術者1級1人かつWES 8103 １級

    ただし、以下の条件を満たすこと。（兼務、外注者、非常勤者、出向者は不可）

 ※SグレードまたはHグレ-ド

 ・Sグレード、Hグレ-ド、またはMグレード

            　係員に提出すること。
（　６）   各検査の途中結果報告（速報）及び検査終了時の正式報告書は、下記のルートで

正式報告書

検査結果速報
（FAX,TEL）

図-2 報告書の流れ

                  ②梁本体の部分溶込み溶接または隅肉溶接
                  ①柱本体（仕口部を含む）の部分溶込み溶接または隅肉溶接

                  ③ガセットプレ-トの部分溶込み溶接または隅肉溶接
                  ④その他附属金物の部分溶込み溶接または隅肉溶接
       　a）不合格溶接率が5％以下の時、ロットを合格とする。
       　b）不合格溶接率が5％を越え10％以下の場合、さらに3台抜き取り同様の検査を適用
            　する。その結果、6体における不合格溶接率が5％以下の場合ロットを合格とする。
       　c）6体の不合格箇所率が5％を越える場合、ロットを不合格とし、残り全数検査する。

（　８）   隅肉溶接の外観検査の方法
            　柱、梁30体それぞれを１ロットとし、そのうち3体を検査部材とし、検査対象は
            　下記の①～④とする。

10.  その他の試験及び検査

（１０）　その他（   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                          ）
（　９）   製品検査時に係員の指定する任意の部分につき、超音波探傷検査による確認を行う。

（１）検査方法及び管理許容差は以下による。

（２）検査項目

    c）部材表面、切断面、高力ボルト接合面、摩擦面の処理等
（３）鉄骨加工工場は社内自主検査を全数行う。

           提出する。

        ・上記a）,b）とも全数寸法記録を提出し、c）は良否判定記録を提出する。
        ※上記a）については全数寸法記録を提出し、b）,c）については良否判定記録を

（４）書類検査
      ※建築学会「鉄骨精度測定指針」の「書類検査1」による。（下記に示す）
         イ. 検査項目ごとに計測箇所数300個以上で1検査ロットを構成する。
         ロ. 検査項目ごとの全計測数に対して、管理許容差を超える割合が5％以下でかつ限界

              許容差を超える割合が0％のときロットを合格とする。
    ・（                                                               ）による。
（５）対物検査

    b）検査方法は
      ※建築学会「鉄骨精度測定指針」の「対物検査2」（下記に示す）による。
         イ. 検査項目ごとに計測箇所数300個以下で1検査ロットを構成する。
         ロ. 各検査ロットごとに合理的な方法で大きさ5個のサンプリングを行う。
         ハ. サンプリングした製品の測定値と同一の製品の社内検査記録の差が、通常の測定
              で生じる誤差範囲内かどうかを判定する。
         ニ. 判定の結果、通常の測定で生じる誤差範囲を越えている場合は、さらに各検査
              ロットごとに合理的な方法で大きさ5個のサンプリングを行い、合計10個の測定
              値を得る。
         ホ. サンプリングした製品の10個の測定値と、同一の製品の社内検査記録の差が、通
              常の測定で生じる誤差範囲内かどうかを再度判定する。

    a）柱の長さ、階高、柱せい、仕口部の長さ、仕口部のせい、梁の長さ、梁せい、

    b）梁・柱の曲がり、ウェブの曲がり、柱のねじれ、仕口部の角度

        ・本規準内鉄骨精度基準

         フランジ幅、板厚、仕口のずれ、突合せ継手部食違い

    a）検査の立会いは、（※監理者  ※指定された第三者検査機関）による。

      ・（監理者の指示する箇所           　　　　　　　  ）による。

 ・サムチェッカーによる材質検査   ・
 ・スタッド溶接の試験及び検査

9- 3

9- 2 寸法精度の受入検査

その他の検査

            　余盛り高さ、ピット、ビ-ト不整、割れ、オ-バ-ラップ、ア-クストライク、
            　エンドタブの切断）とする。

（　７）   溶接部外観の検査項目は（脚長、アンダ-カット、食違い、仕口のずれ、

        ※鉄骨精度検査規準（JASS6）及び建築基準法、同施行令、同告示

    建築学会「JASS6スタッド溶接」に準じておこなう。

    a）施工の実態を把握し、社内自主検査の信頼性を確認する。
（７）対物検査

表-4 溶接部の検査要領

検査方法検査箇所 鉄骨加工工場の
社内自主検査

第三者検査機関による受入検査

（１）工場溶接部の外観検査及び超音波探傷検査の内容は表-4による。

施工者は、係員の立会いに先立ち自主管理報告結果を係員に提出し、係員の承諾を
得なければならない。

溶接部の検査

検査率または検査数

         合否の判定はミルシートとの照合を行ない、その信頼性を判定する。

         試験の頻度及び資料数は（※各節3資料 ・各節 資料 ・ 資料）とする。

         測定する元素は、C,Si,Mn,P,S,Ni,Cr,Mo,Vとする。
        （SS、SM材の場合はNi,Cr,Mo,V除く）

    e）材質確認試験（切粉による化学成分分析試験）を（・実施する ※行なわない）。

（５）鉄骨加工工場は、社内自主検査を全数行う。
（６）書類検査
         寸法精度

           ・全数寸法記録を提出する。
         溶接部
           ※社内自主検査記録を提出する。  ・

           ※検査記録には管理許容差を超えた箇所を明記し、是正状況を記録すること。

    b）裏当て金とエンドタブの取付状態、組立溶接の位置及び状況
    c）溶接技能者、溶接材料、溶接条件、パス間温度、予熱、スカラップのまわし溶接

（４）検査項目
    a）開先面、開先角度、ル-ト間隔、突合せ継手の食違い、仕口のずれ、板厚、材質確認

    d）溶接外観、社内自主検査状況

8.  中間検査（溶接前検査、溶接中検査）
（１）検査方法及び管理許容差は以下による。

（２）検査立会い者

            ・

（３）検査頻度は、以下による。
            ※係員の指定する節（各節  ※１回 ・          ）

         ・本規準内鉄骨精度基準

            検査の立会い者は（※係員 ※指定された第三者検査機関）とする。

         ※鉄骨精度検査規準（JASS6）及び建築基準法、同施行令、同告示

溶接ワイヤー
・
・

その他
・

・
・

・
・ ・
・ ・

表-1 電炉材の制限値

製品の指定

注１）板厚方向に引張応力のかかる部位に電炉材
   　　を用いる場合は右表の制限を満足すること。

・高炉製品 ・電炉製品    ・スプライスプレート

                                   （   をつけたもの）
・工作図及び現寸図作成要領書 ・各種検査要領書

・輸送（陸、海上）計画書・工場製作要領書
・製作時の品質管理要領書 ・工事現場施工要領書

・高力ボルトすべり試験要領書・工場溶接技能者技量試験要領書
・工場超音波探傷検査要領書 ・現場溶接施工要領書
・スタッドコネクタ-施工要領書（工場） ・現場溶接技能者技量試験要領書
・防錆塗装施工要領書 ・現場超音波探傷検査要領書
・溶融亜鉛めっき施工要領書

鋼材

鉄骨加工工場は、以下の施工要領書を提出し、監理者の承諾を受けること。
6.  施工要領書の承諾

7.  使用材料 （   をつけたものを使用する）

F8T

高力ボルト
・特殊高力ボルト
・JIS高力ボルト
・溶融亜鉛めっきボルト

S10T
F10T

（国土交通大臣認定品）

 ・CIW認定検査事業者 　Ｂ種以上
    かつ東京都指定第三者検査機関

    かつ東京都指定第三者検査機関
 ※CIW認定検査事業者 　Ｃ種以上

 ・CIW認定検査事業者 　Ｅ種以上
    かつ東京都指定第三者検査機関

・
・

           （国土交通大臣認定品）

・
・

・

・熱間成形角型鋼管（国土交通大臣認定品）
           （国土交通大臣認定品）

・建築構造用TMCP鋼（国土交通大臣認定品）

（特殊高力ボルトが使用不可能の場合）

・溶接構造用圧延鋼材（SM材）
・溶接構造用耐候性熱間圧延鋼材（SMA材）
・建築構造用圧延鋼材（SN材）
・建築構造用圧延棒鋼（SNR材）
・一般構造用炭素鋼鋼管（STK材）
・一般構造用角形鋼管（STKR材）
・建築構造用炭素鋼管（STKN材）

・一般構造用圧延鋼材（SS材）

・一般構造用溶接軽量H型鋼（SWH材）
・一般構造用軽量形鋼（SSC材）

・溶接構造用遠心力鋳鋼管（SCW材）

・建築構造用冷間成形角型鋼管（BCP材）

・建築構造用冷間成形角型鋼管（BCR材）

第三者検査機関の選定条件
特記またはメーカーリストがない場合下記による。

   ｔ＜20

20≦ｔ＜30

30≦ｔ＜40

硫黄含有量（％）

0.018

0.013

0.008

以下

以下

以下

板厚ｔ（㎜）

9.  製品検査

9- 1

1.  材料検査
材料の受入れ検査

材料試験

2.  高力ボルトの軸力、トルク係数値の確認試験

3.  高力ボルトすべり試験

すべり係数標準試験体寸法表-2

フィラ-プレ-ト

諸試験、諸検査  （各項目番号に   をつけたものについて実施する）

1- 1

1-2

材料の受入れ検査を下記の要領で行う。
※鉄骨材料のミルメ-カ-から加工工場までのル-ト及び、ミルシ-ト、ステンシルによる

・（・監理者 ・指定された第三者検査機関）立会いにより、ミルシ-ト及びステンシルに
         よる確認を行う。（立会い頻度は・各節１回 ・各節全数 ・  節（    回））

   材質確認の社内自主検査結果を係員に報告し、承諾を得ること。

・材料試験を行う。仕様については別に定める。

   締付け軸力試験を行う。

・溶融亜鉛めっきボルト F8T

※摩擦処理面を薬剤処理する場合。
・特殊高力ボルト          S10T
・特殊高力ボルト          S10Tにおいて摩擦面の処理をブラスト処理にて行う場合

※使用に先立ち、JIS高力ボルトはトルク係数値確認試験を、トルシア形高力ボルトは

M20 22.0F8T

d
S10T

19

ｔ1

22

ｔ2

509512 70

（ ㎜ ）

・摩擦面は現場の実状にあわせる。

pwｔ e

3.0

4.  高力ボルト締め付け検査（報告書を提出）

6.  現寸検査

（３）検査項目
a）テ-プ合わせ

（１）検査立会いは監理者による。

5.  溶接技能者技量検定試験

7.  溶接施工試験

※工場溶接
   （※突合せ ・隅肉）

   （※突合せ ・隅肉）
※現場溶接

溶接施工試験概要

・

※下向き

※横向き

・

・

・ ・

※板厚毎

※姿勢毎

・

※パス間温度

試験種目 溶接姿勢 試験頻度 試験項目

表-3

※板巾毎

※継手形状毎

  締め付け前： はだすき状況、ボルト穴芯のずれ、締め付け施工姿勢

  現場受入時： 摩擦面（錆等）の確認
                   （スプライスプレートが仮留めされている場合は、必ずはずして確認のこと）

  締め付け後： ねじ山の突出量（3山程度）、はだすき状況、マーキングの回転量、
                     共回りがないか、異物が挟まれていないか

b）床書きまたはフィルムによる基本寸法及び納まり（開先、裏当て金、スカラップ等）
     の確認。（床書きする位置については係員から指示する）
c）その他（                                                                                                   ）

   ※省略する。ただし、信頼できる試験データ-が無い場合は、表ー3の内容について
     （※監理者 ※指定された第三者検査機関）立会いのもと実施する。
   ・表ー3の内容について（※監理者 ※指定された第三者検査機関）立会いのもと実施する。

（２）施工者は現寸検査までに必要書類（工場製作要領書、溶接規準、工作図）を監理者に
   　　提出し、承諾を得ること。

・

・

AW検定合格者以外が完全溶込み溶接部の溶接作業を行う場合に実施する。

AW検定オペレーター資格合格者以外が溶接ロボットを使用する場合に実施する。
試験方法は、AW検定協議会「建築鉄骨溶接技量検定（AW検定）試験要領書」による。

試験方法は、AW検定協議会「建築鉄骨溶接技量検定（AW検定）試験要領書」による。

呼 びボルトの
等  級

部材厚(㎜) フィラ-
プレ-ト

穴 径 ピッチはしあき板 幅添板厚

※入熱量
※予熱
※溶接外観
・引張試験
・シャルピー衝撃試験
・マクロ試験

・硬さ試験
・
・

 　a）工場溶接

20個

検査水準による

   　　検査規準・同解説」による。超音波探傷検査及び外観検査のロット構成及び合否
   　　判定は下記による。ただし、国土交通大臣認定範囲外を製作する場合においては
   　　全数検査とする。

（２）第三者検査機関の超音波探傷検査は、建築学会「鋼構造建築溶接部の超音波探傷

突合せ溶接部

突合せ溶接
部以外

外観検査

外観検査

※9-1-（２）項による。
・

超音波探傷検査
※100％
・

※100％
・

※100％
・

※超音波探傷検査の頻度に同じ 
・

※行う（9-1-（８）項による）
・行わない

60 70 80 100 130 190

    b）現場溶接については100％検査（外観検査含む）とする。

    a）鉄骨加工工場の社内自主検査報告書（以下による。）

        ※パス間温度及び入熱量管理記録

        ・
   b）第三者検査機関の検査報告書

（５）提出書類

（４）現場突合せ溶接部は、（※全数 ・  ％）について示温材等によるパス間温度管理
         を行ない、報告書及び写真を監理者に提出し、承諾を得ること。

        ※超音波探傷検査記録（全数）及び外観検査記録（全数）
        ※鉄骨精度検査記録（全数）

ロットの大きさ表-5

第１水準 第２水準 第３水準 第４水準 第５水準 第６水準

・ ・ ・ ※ ・ ・

図-1   超音波探傷検査による抜粋検査の手順

2個以上

2個以上

0個

1個以下

係 員

製作工場 請負者

第三者検査機関

第2回サンプル抽出

第1回サンプル抽出

第2回検査

1個

欠陥箇所数

第1回検査

ロットの構成

受入れ

第1回・第2回の
合計の欠陥箇所数

ロット全数検査

ロット不合格ロット合格

         （・全数 ※突合せ溶接部に対して（※10％ ・ ％））

20個

                                   ・二次部材（小梁、間柱、母屋、胴縁等）
                                   ・大梁中間部のフランジ、ウェブ

                                   ・梁通しの場合の柱フランジ
                                   ・使用制限無し注1)

                                   ・柱通しの場合の大梁フランジ

・スタッドコネクタ-施工要領書（現場）

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

２００９構造鉄骨規準図（１）



Ｎ．Ｓ．

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟
一級建築士

第281605号

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳一級建築士

第202336号

補強隅肉溶接

T型継手、かど継手（両面溶接）及び部分溶込み溶接の場合には、補強隅肉を付加し、

そのサイズは、突合わせる板厚の1/4以上かつ10㎜以下とする。

及びセルフシールドアーク半自動溶接
H

アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接
A

2 （両面溶接）1 （片面溶接）

ｔ≦6

1 （片面溶接）

ｔ≦12

2 （両面溶接）

（単位：㎜）

（サブマージアーク自動溶接）

1/4ｔ≦S≦10

ｔ

35゜

ｔ
S

6＜ｔ≦19 12＜ｔ≦22

ｔ

1/4ｔ≦S≦10

35゜

ｔ
S

1/4ｔ≦S≦10 1/4ｔ≦S≦10

ｔ ｔ

35゜

S S

S

1/4ｔ≦S≦10 1/4t≦S≦10

45゜

22＜ｔ≦40

1/4ｔ≦S≦10

ｔ

60゜

S

S

1/4ｔ≦S≦10

ｔ

35゜

S

19＜ｔ≦40

1/4ｔ≦S≦10

S

ｔ ｔ

S

35゜ 35゜

D2

60゜

45゜

ｔD1
D2

60゜

ｔ

60゜

D1

1/4ｔ≦S≦10

S S

SS

（単位：㎜）

ｔ

s 3

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 19 22 25 28 32 36 40

4 5 5 6 7 8 8 9 10 10 11 12 13 15 17 19 21 2411

1/4ｔ≦S≦10

D1=（ｔ-2）/2
D2=（ｔ-2）/2

H（アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接及びセルフシールドアーク半自動溶接）

1/4ｔ≦S≦10

（両面溶接）

16≦ｔ≦40

ｔ

2

45゜ 45゜

D1D2S S

1 （片面溶接）

12≦ｔ≦40

45゜

S SD

S

ｔ

D 10 11 12 1313 14 1515 16

ｔ 12 16 19 22 25 28 32 36 40

及びセルフシールドアーク半自動溶接
A

2 （両面溶接）

ｔ≦6

1 （片面溶接）

ｔ≦12

（両面溶接）

（単位：㎜）

21 （片面溶接）

H
アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接

（サブマージアーク自動溶接）

ｔｔ

G

ｔｔ

6＜ｔ≦19

ｔ ｔ

35゜ 45゜

12＜ｔ≦22

ｔｔ

G=t

6

60゜

19＜ｔ≦40 22＜ｔ≦40

6

D1=2（ｔ-2）/3
D2= （ｔ-2）/3

D1=（ｔ-6）/2
D2=（ｔ-6）/2

ｔ

35゜

D2

60゜

45゜

D1 ｔ
D2
D1 ｔｔ

60゜

60゜

30゜

30゜

及びセルフシールドアーク半自動溶接
H

アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接
A

2 （両面溶接）1 （片面溶接）

ｔ≦6

1 （片面溶接）

ｔ≦12

（単位：㎜）

（サブマージアーク自動溶接）

（両面溶接）2

ｔｔ

6＜ｔ≦19

ｔｔ

G=ｔ

G

12＜ｔ≦19

1/4ｔ≦S≦10

ｔ ｔ

35゜

S

19＜ｔ≦40

1/4t≦S≦10

45゜

D1=2（ｔ-2）/3
D2= （ｔ-2）/3

1/4ｔ≦S≦10

ｔ

50゜

S

1/4t≦S≦10

D1=（ｔ-6）/2

ｔ

35゜

19＜ｔ≦40

D2=（ｔ-6）/2

ｔ

35゜

S

60゜

60゜

ｔ

35゜

S
D2

60゜

45゜

ｔD1
D2

ｔD1

H

1 （丸鋼等片面溶接）

（アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接及びセルフシールドアーク半自動溶接）

d

d/2d/2

d d/2 d/2

d/2 d/2

d/2d/2

d

d/2d/2

d

d

ｔ

ｔ≧3のときS=ｔ
ｔ＜3のときS=3

S ｔ

ｔ≧3のときS=ｔ
ｔ＜3のときS=3

S

2 （丸鋼等両面溶接） 3（軽量形鋼V形溶接） 4（軽量形鋼レ形溶接）

S

S

S
S

ｔ

ｔ≦16

H（アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接及びセルフシールドアーク半自動溶接）

H（アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接及びセルフシールドアーク半自動溶接）

1 （片面溶接）

（単位：㎜）

（単位：㎜）

（単位：㎜）

（単位：㎜）

6＜ｔ≦40

1 （片面溶接）

ｔ

35゜

≧60゜

S

1/4ｔ≦S≦10

（両面溶接）2

6＜ｔ≦19

ｔ

≧60゜

2

0

45゜

S

S

1/4ｔ≦S≦10

19＜ｔ≦40

ｔ

0

S

60゜

2

2/3（ｔ-2）
1/3（ｔ-2）

45゜

≧75゜

S

1/4ｔ≦S≦10

（両面溶接）2

S S

S S

ｔ

ｔ≦16

SS

S/2S/2

16＜ｔ≦40

60゜

ｔ

60゜

溶接継手

現場溶接

全周溶接

全周現場溶接

L-P

溶接方法

溶接面

表-2   溶接の補助記号

区  分

現場溶接

全周溶接

全周現場溶接

断続溶接の長さ及び間隔

補助記号

L-P
断続溶接の間隔

断続溶接の長さ

4
かど継手

4半自動溶接
突合わせ継手

手溶接 3

溶接方法溶接継手 余盛り高さの限度

（単位：㎜）

3
半自動溶接

手溶接隅肉溶接

フレア溶接

自動溶接

表-1   溶接方法、溶接継手及び溶接面の分類別記号

記号分  類

アーク手溶接、ガスシールドアーク半自動溶接
H

セルフシールドアーク半自動溶接
溶接方法

サブマージアーク自動溶接 A

エレクトロスラブ溶接 E

突合わせ継手 B

完全溶込み溶接 T形継手 T

かど継手 L
溶接継手

隅肉溶接 F

部分溶込み溶接 P

フレア溶接 FL

溶接面
片面溶接 1

両面溶接 2

表-3   余盛り高さの限度

表-4   隅肉溶接サイズ

溶接接合

1.  溶接継手標準

2

図-１  突合せ継手の開先標準（Ｂ） 図-3   かど継手の開先標準（Ｌ）

図-2   Ｔ型継手の開先標準（Ｔ）

図-4   部材が直行しない場合の開先標準（Ｔ）

図-5   隅肉溶接の開先標準（Ｆ）

図-6   部分溶込み溶接の開先標準（Ｐ）

図-7   フレア溶接の開先標準（ＦＬ）

図-11   BOX柱ダイヤフラム溶接部標準図

FB-25×9

35゜

ｔ≧22

スチールパッキング

・BOX柱ダイアフラム

レ形突合せ溶接 エレクトロスラグ溶接

FB-50×28（ｔ≦32）
FB-50×32（32＜ｔ）

ｔ

現場溶接の特記事項

1.

2.

溶接部は可能な限り連続して行う様にする。

3.

4.

5.

エンドタブの仮付は原則として溶接直前にする。

6.

裏当ての鋼鈑は表面に損耗が生じた時には再研磨し裏波にビート形状の不整を防ぐ。

原則としてエンドタブはノッチの生じない様に5m/m残してガス切断し、平滑に仕上げ

る。

7. 溶接部には氏名、溶接日時等を記入、責任の所在を明らかにしておく。

にはRを付けグラインダー仕上を施す。改良スカラップの複合円は滑らかに仕上げる。

スカーラップ加工はフランジ部にノッチを与えない様、充分に注意しフランジの交差部

開先部は溶接の支障のない塗料等による防錆処理を行う。開先の仕上は自動ガス切断仕

上以上とする

図-10   大梁フランジ現場溶接部継手標準図

35R

35R 35
R柱

FB-32×9

35゜35゜

FB-25×9

10R 10R
10R

35
R 35R

35゜ 35゜

35R
10R 10R

10R

ｔ
ｔ≦36
ｔ＞36 30゜

35゜
12
 7

θ G

θ

G

FB-32×12

エンドダイヤフラム （工場溶接）

ｔ

シーリングビード

X X

柱-梁 梁-梁

大梁フランジ現場溶接部

1
0
0
以
上

角形柱 鋼管柱

X-X 断面

CFT造の場合エンドダイヤフラムの加工は下図による。

一般部

圧入口直下柱継手部

打設孔

空気抜き孔 r=30㎜ 4箇所

空気抜き孔

30㎜ 4箇所

柱現場溶接部

図-8   柱現場溶接部継手標準図

35゜

35R

10R

柱

35゜

FB-25×9

35R

10R

大梁ウェブ現場溶接部

柱-梁

図-9   大梁ウェブ現場

エンドダイヤフラム

エンド
ダイヤフラム

3
0 3
0

1
0
0
以
上

HT1

2

7

2

5

35

7

5

3

6
7

5

40

1316

77

22

35

7

2

7

2

3525

25

50

2

7

7

62

2
2

2
2

7

7

6

7

2

7

6

2

7

6

2

2

22

62

7

6

62

2

7

2

7

6

2

7

2

2

7

6

2

6

溶接部継手標準図

打設孔

打設孔
打設孔

D1=2（ｔ-2）/3
D2= （ｔ-2）/3

D1=（ｔ-6）/2
D2=（ｔ-6）/2

フェーシング工法(3㎜)

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

２０１０構造鉄骨規準図（２）
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設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟
一級建築士

第281605号

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳一級建築士

第202336号

A部 A部

A部詳細

（Ａ）内ダイアフラム形式（Ａ）内ダイアフラム形式

2.  各部標準詳細

ニ. 仕口パネルの板厚は上下の柱の板厚以上とする。

ホ. 仕口パネルの材質は上下柱の材質のうち高強度のものと同等以上とする。

（Ｂ）鉛直ハンチ形式 （Ｂ）鉛直ハンチ形式

1/3以下 1/3以下

 a）仕口部標準詳細図

（２）角形鋼管柱詳細図（通しダイアフラム形式） （３）角形鋼管柱詳細図（内ダイアフラム型）

    a）仕口部標準詳細図

 a）仕口部標準詳細図

（１）溶接組み立て箱型断面柱

ｔ+25

ｔ

A部詳細

b）梁段差部標準詳細図  b）梁に段差が生じる場合

（４）各部詳細図

GP L-tb2SP H.T.B

GP 2SP 2-M20

GP 2SP

GP 2SP

3-M20

3-M22

柱の最大板厚 ｔ

ｔ ≦ 19

19＜ｔ≦40

40 ＜ ｔ

エレクションピ-スリスト

      a）エレクションピース

10 60°

イ. ダイアフラムの板厚は取り付く梁フランジ最大板厚の2サイズUP、かつ柱板厚以上とする。

ハ. ダイアフラムの材質は柱、梁フランジの材質のうち高強度のもの以上とし、SN鋼材C鋼種とする。

へ. 梁の偏心はダイアフラムの端より40㎜までとする。

ロ. ダイアフラムの出寸法は25㎜（柱板厚28㎜未満）、30㎜（柱板厚28㎜以上）とする。

ｔ：スキンプレ-ト

HT

HT

HT

HB

HT

HB

HB

A部詳細

ダイアフラム
出寸法

梁面

ダイアフラム端
梁面

梁面

からの寸法≧40㎜

角部

角部+40㎜

S

板厚はウェブと同厚とする。

ただしウェブ厚16㎜の場合は、
S=15とする。

d：H.T.Bの呼び径

  b）リブプレート

X-X 断面

鋼管及び角形柱の継手

梁にハンチを設ける場合は左図に

1
0
0
以
上

1
0
0
以
上

角形柱 鋼管柱

打設孔
打設孔

空気抜き孔30㎜ 4箇所

コンクリートの打設が圧入工法で、圧入口直下の
継手の場合は

ボルト3本の場合

リブプレートの形状S=10とする。

PL-aを省略する。

4箇所
空気抜き孔30㎜

R=70

GP

補強プレート
PL-a

X X

2SPL-ｔb×80×450

(ボルト孔=d＋2）

(ボルト孔=d＋2）

(ボルト孔=d＋5）
GP

現場溶接部の加工要領は、「5-2溶接継手標準

以下の場合は省略してよい。エレクションピース
は溶接完了後切り落としグライインダーにて仕上
げること。

PL-a は厚さ9㎜とし、柱径400図-8」に示す。

鉄骨造の場合

CFT造の場合

イ. ダイアフラムの板厚は取り付く梁フランジ最大板厚の1サイズUPとする。

ロ. ダイアフラムの角部はスカラップ加工とする。

ハ. ダイアフラムの材質は取り付く梁フランジの材質のうち高強度のものと同等以上とする。

ニ. 柱板厚の変化は現場溶接継手部の位置とする。

ホ. 梁の取り付く位置は、角部寸法とエンドタブ長さを確保し、角部には溶接を行わない。

ヘ. 柱仕口部は同一部材を切断し、切断した方向と同方向で合わせて溶接する。

ト. ダイアフラムの位置および溶接は、原則として柱の溶接施工前に第三者検査機関による検査を行う。

ロ. ダイアフラムが3枚以上の場合、中段にセットされるダイアフラムは内ダイアフラム形式とする。

ハ. 内ダイヤフラム形式とする場合、ダイアフラム材質は上下柱および取り付く梁の材質のうち

ニ. 梁段差の仕口で梁が偏心する場合、鉛直ハンチを設けるか、段差部を通しダイアフラムとする。

ホ. ダイアフラムに取り付く梁ハンチ端部は裏あて金をテーパー加工する。

ヘ. 鉛直ハンチ形式とする場合、梁ハンチ勾配は1/3以下とする。

     高強度のものと同等以上、板厚は取付く大梁フランジ最大板厚の1サイズアップとする。

イ. 梁段差によるダイアフラム間の寸法は100㎜以上とする。

ロ. ダイアフラムに取り付く梁ハンチ端部は裏あて金をテーパー加工する。

ハ. 鉛直ハンチ形式とする場合、梁ハンチ勾配は1/3以下とする。

イ. 梁段差によるダイアフラム間の寸法は100㎜以上とする。

A部詳細

裏あて金
テーパー加工

A部詳細

裏あて金
テーパー加工

示すようなリブプレートを付け、

HT

HT

HT

HT

HB

HT HB

HT

HB

H

完
全

溶
け

込
み
溶

接
部

分
溶
け

込
み

溶
接

＊

＊

L
L

部
分
溶
け

込
み

溶
接

ET

ET

HT

HT

    １サイズUPとする。

ロ. ダイアフラムの材質は取り付く梁フランジの材質のうち高強度のものと同等以上とする。

ハ. スキンプレートの材質はSN鋼材C鋼種とする。

イ. ダイアフラムの板厚は原則として22㎜以上とし、取り付く梁フランジ最大板厚の

ニ. 角継手の溶接は仕口部およびその上下Lの範囲は完全溶け込み溶接とし、それ以外は部分溶け込み

ホ. 上下柱の板厚は同厚とし、柱板厚の変化は現場溶接継手部の位置とする。

ト. エレクトロスラグ溶接部の検査は日本建築学会「鋼構造建築溶接部の超音波探傷検査」に準じて垂直探傷法にて行う。

チ. 付属金物は、原則として溶接部のビードに干渉しないように取り付ける。

     溶接とする。ただしLは、（※300㎜かつ柱せい/2 ・         ）とする。

ヘ. 梁フランジ取り付け位置はスキンプレート板厚+25㎜の範囲を避ける。

A部詳細

（Ａ）ダイアフラムが多段になる場合 （Ｂ）鉛直ハンチ形式

トッププレート

現場ジョイント位置

A部

裏あて金

ETもしくはHTとする。＊

1/3以下

  c）断面変化部

・柱外径を絞る場合はテーパー部分がエレクトロスラグ溶接部およびその裏あて金にかからないこととする。

b）梁段差部標準詳細図

50～100㎜程度

HT

HT

HT

ロ. 梁フランジの段差が200未満となる場合は垂直ハンチ形式とし、ダイアフラムに取り付く梁ハンチ端部は裏あて金を

    テーパー加工する。

ハ. 鉛直ハンチを形式とする場合、梁ハンチ勾配は1/3以下とする。

イ. 梁段差によるダイアフラム間の寸法は200㎜以上とする。

ETもしくはHTとする。＊

1
0
0
以

上

HT

HT
HT

HT

HT

HB

HT

HT

HB

HB

HT

A部

HB
HB

A部

HB
HB

A部

HT
HT

＊

＊

2
0
0
以
上

HT

HT

HTET

ET

トッププレート

現場ジョイント位置

50～100㎜程度

50～100㎜程度

＊ET＊ET

HTHTHT HT

   の板厚

70 4040
150

2
2
0

104
0

7
0

7
0

4
0

4
0

1
4
0

4
0

2
0
0

2
0

20

F2

F2F2

テーパー加工

F2 F2 F2F2

F2F2

F1

F1

L-ｔa

L-ｔa

L-ｔa

L-16

L-19

L-22

L- 9

L-12

L-16

F2

1
0
0
以

上

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

２０１１構造鉄骨規準図（３）
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設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟
一級建築士

第281605号

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳一級建築士

第202336号

柱通し

7 35°

10㎜前後残す

裏当て金

梁フランジ

柱フランジ

10㎜前後残す

梁通し

25＊7 35°

裏当て金

梁フランジ

柱フランジ

10㎜前後残す

（１）エンドタブ

スカラップを設ける場合は、改良型スカラップとする。なお、BH梁のスカラップ端のまわし

工場溶接の場合

r=15

45°

r=15 r=15 r=15

r=35

r=10

r=35

r=10

r=35

r=10

r=35

r=10

ガウジング形式 ガウジング形式裏当て金形式裏当て金形式

柱通し形式 梁通し形式

溶接は行わない。（スカラップ手前10㎜で溶接を止めておく）

（３）裏当て金

片面溶接に用いる裏当て金の溶接は、断続隅肉溶接とする。

（単位：㎜）

自動溶接

半自動溶接

手溶接

溶接方法

 6 以上

 9 以上

ｔ

表-2   裏当て金の厚さ

（単位：㎜）

表-3   溶接のサイズ

S裏当て金の厚さ

ｔ≦9

ｔ＞9

5

9

12 以上

S

S

F1

ｔ

FB（ｔ×38㎜）

S

S

F1

ｔ

FB（ｔ×25㎜）

図-2   裏当て金の溶接

分割形裏当て金（スカラップを設けない場合に適用する）

エンドタブ、裏当て金の組立て溶接

裏当て金の組立位置

裏当て金組立て溶接を施す部位：

エンドタブ：裏当て金に取付ける

通し形裏当て金

分割形裏当て金：コーナー部の形状に合わせる

5～10㎜5～10㎜5～10㎜5～10㎜

裏隅肉溶接S=4～6㎜、1バス、長さ40～60㎜程度とする

梁フランジ梁フランジ

裏当て金裏当て金

e

同厚の場合 段差がある場合

（４）スニップカット

図-3   スニップカット

スニップカット

r

ｔ
Sc

Sc
表-3   スニップカットの寸法

（単位：㎜）

Sc

12

10 12 14 15

 9 6ｔ 16 以上

柱脚ベ-スプレ-ト 柱脚ベ-スプレ-ト

L-75×75×6

L-75×75×6

L-75×75×6

鉄製フレ-ム
L-65×65×6

ホ-ルインアンカ-13φ

Ｂ-Ｂ断面

クリップ止め程度

FB-6×50

FB-6×50

d＋5
d

座金とベ-スプレ-ト
の全周溶接

アンカ-ボルト

a=100 無収縮モルタル

無収縮モルタル
仕上げ中心塗り

無収縮モルタル

無収縮モルタル圧入

＜Ａ種＞

アンカ-ボルトの保持及び埋込み方法

＜Ｂ種＞

b=150

＜Ａ種＞

A A

Ａ-Ａ断面

柱底均しモルタル工法

ｔ

BB

アンカ-ボルト

柱主筋

鉄骨柱

溶接

＜アンカ-ボルト溶接工法＞

溶接

柱主筋

定
着
長

項  目

最小ゲ-ジ（g）

へりあき （e1）

径    （d）

かぶり （dc）

長さ径比

寸   法

2.5×ｔf以下（鉄骨はりウェブ直上に溶接される場合をのぞく）

呼び名の7.5倍以上かつ 600㎜ 以下

呼び名の 5 倍以上

40㎜ 以上

30㎜ 以上（あらゆる方向）

間  隔 （p）

p

g

p

dc
Lｔf

 （１）敷込み

 （２）柱及び梁継手部

以上
50
以上

デッキ受材50

 （３）開口補強

コンクリ-ト流れ止め

コロビ止め

≧コンクリ-ト打設厚さ

デッキプレ-トの小口は小口ふさぎ
又はエンドクロ-ズ製品を使用する
こと。

長手方向 幅方向

50㎜以上 30㎜以上

L

D10-@1,000

P-1.6

役物を用いる

150以下

a）デッキプレ-トの梁へのかかり代 b）デッキ外端（長手、幅両方向とも）

c）デッキプレ-ト山部が大梁をまたぐ場合

d）幅方向の寸法調整

補強なし

 デッキプレ-トのウェブ又は
 リブにかからない場合

開口

100㎜以下

隅肉溶接

下図の様に補強小梁を用い
開口部周辺は鉄筋で補強する

開口部

デッキ長手方向

a）補強がない場合

c）上記以外

b）開口部の大きさが300㎜×300㎜以下の場合
     ただし、床版が一方向版の場合は不可

  （大梁・小梁）

        デッキプレ-ト幅方向

デッキプレ-トを連続で敷込む場合、
スタッドジベルはデッキプレートを
貫通させ打設する。

5
0

5
0

6
0
0
㎜
以
下

6
0
0
㎜
以
下

焼抜き栓溶接

デッキプレ-ト長手方向

各谷1カ所（焼抜き栓溶接）

隅肉溶接

（１）梁の溶接面

   赤錆、油脂、土砂等を十分に除去し、乾燥させること

（２）溶接位置

 特記なき限り、鉄骨工事技術指針.工事現場施工編（日本建築学会）による
 適用範囲は、JIS系デッキ、 フラットデッキとする。

残して溶接する
裏当て金の幅＋10㎜程

裏当て金と梁ウェブは
メタルタッチにする

エンドタブの組立溶接は
裏当て金溶接にする

同時組みビルドH梁の場合

10㎜程離す

エンドタブの組立溶接は
裏当て金溶接にする

フランジに直接、組立溶接
してはならない

（２）スカラップ

柱梁接合部エンドタブの組立溶接例

母材との組立て溶接はしない

裏当て金との組立溶接

裏当て金との組立溶接

母材との組立て溶接

エンドタブ

（開先内）

裏当て金

エンドタブは、原則として母材と同厚のものを用い、長さは表-１による。

（単位：㎜）

35 以上

38 以上

70 以上自動溶接

半自動溶接

手溶接

溶接方法

表-1   エンドタブの長さ

図-1   エンドタブ

10㎜以上

裏当て金

エンドタブ

の使用可とする。ただしその場合試験に用いたエンドタブと同製品を使用すること。

＜十字柱柱脚＞ ＜ボックス柱柱脚＞

ボルト

ベ-ス
プレ-ト

3. 溶接工作要領

AW検定協議会代替エンドタブ試験合格者が溶接作業を行う場合は、代替エンドタブ

 原則としてノンスカラップ工法とする。

柱脚部標準詳細図 デッキプレ-ト

頭付きスタッド溶接

イ. 十字柱柱脚部のしぼりは

     1/5以下とする。

ハ. ベ-スプレ-トの材質は、柱

     の材質と同等以上とし板厚

     ｔ は、取付くプレ-ト最大

     板厚の１サイズアップ以上

     とする。

ニ. ベ-スプレ-トのアンカ-ボル

     ト穴径は、d＋5㎜を標準と

     する。

     d：アンカ-ボルト径

ホ. アンカ-ボルトは二重ナット

     締めとする。座金の全周溶

     接を（※行なわない、

                ・行う）

ロ.  a 部の溶接は、

  （※     ・      ）とする。

a

a
a

a

ヘ. 柱脚アンカ-ボルトの保持

     及び埋込み方法は（※A種、

     ・B種）とする。なお、ア

     ンカ-ボルト溶接工法（大

     臣認定取得工法）を使用す

     る場合は係員の承認を得る

     こと。

溶接

ロット
（異形棒鋼）

ベ-ス
プレ-ト

クリップ止め程度

アンカ-ボルト

溶接

ト. アンカ-ボルト定着長さは

    （※25d ・ 40d）とする。

チ. 柱底均しモルタル工法はA

     種とする。なお係員と打ち

     合せの上B種でも可とする。

リ. アンカ-ボルト設置に際し

     ては天プレ-トを使用する

     こと。

（焼抜き溶接の場合は、
   50㎜以上）

切断する

調整板を用いる

     下図の様なデッキプレ-ト相互の接合部で寸法調整は行わず、必ず梁端部で
     調整プレ-ト（役物）を用いる。

デッキプレ-トの山部が大梁を
またぐ敷込みは行わない

開口補強材

とし、始・終端をかなら
ずデッキプレ-トの山部
（フラットデッキはリブ）
にかかる様に長さを決める

補強鉄筋

補強小梁（a）

補強小梁（a）

補強小梁（b） 補強小梁の断面

長手方向(a)

幅方向(b)

H-200×100×5.5×8 

-100×50×5×7.5 

イ.材料      頭付きスタッドの材料はJIS B1198（頭付きスタッド）を使用する。

ロ.はしあき、かぶり等

１. デッキプレ-ト標準納まり（フラットデッキも同様とする）

２. 梁との接合

L/d≧4

s

s

s

e1

e1

L1

L1L2 L2

L1 ≦ 300

補強材の長さはL2≧300

5
0

5
0

3
0
0

5
0

5
0

25

50

1,
00
0

F1

F1

F2

F2

5
0

M20

M20

アンカ-ボルト
M20

F1

P1 Hｔ1

GPL-6 H.ｔ.B 2-M16

GPL-6 H.ｔ.B 2-M16

（ｔ=6㎜以上）

デッキ受材
PL-6

デッキ受材

PL-6
（現場）（工場）

＜Ｂ種＞

こと

L-30×30×3

45° 45° 45°

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

構造鉄骨規準図（４） ２０１２



Ｎ．Ｓ．

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟
一級建築士

第281605号

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳一級建築士

第202336号

（２）貫通径の適用範囲を超える場合は別途指示による。

（３）鋼管スリ-ブの材質はSTK400とする。

（５）表Bに特記がある場合は表Bを優先する。

19＜ｔw≦2212＜ｔw≦16 16＜ｔw≦19鉄骨成鋼管スリ-ブ
（内法径）径

L P-19
LL P-19 400≦H＜ 500

500≦H     
2P-16 P- 6L

 P- 6L  P- 6L
L P- 9

L P- 9
L P-12

L P-12 L P-12
L P-16

L P-16

 350≦H＜ 400100φ  P- 6L

 P- 6L
 P- 6L

L P- 9

L P- 9

L P- 9

L P-12

L P-12
L P-12 L P-12

L2P-19L P-16

L P-16

L P-16
L P-16
L2P-12 400≦H＜ 500

 500≦H＜ 600
600≦H     

125φ 139.8φ×4.5
（130.8）

 P- 6L

 P- 6L
 P- 6L
 P- 6L

L P- 9

L P- 9
L P- 9

L P- 9
L P- 9

L P-12

L P-12
L P-12 L P-12

L P-16

L P-16L P-16
L P-16

L2P- 9

L2P- 9
L2P- 9
L2P- 9

L2P-12

L2P-12
L2P-12 L2P-12

L2P-16

L2P-16

L2P-16
L2P-19

150φ 165.2φ×4.5
（156.2）

 400≦H＜ 450
 450≦H＜ 500
 500≦H＜ 600
 600≦H＜ 700
700≦H      P- 6L

 P- 6L
 P- 6L

 P- 6L
 P- 6L

L P- 9

L P- 9
L P- 9 L P- 9

L P-12

L P-12
L P-12
L P-12

L P-16

L P-16
L P-16

L2P- 9 L2P-12
L2P-16

L2P-19

175φ 190.7φ×5.3
（180.1）

 450≦H＜ 500
 500≦H＜ 600
 600≦H＜ 700
 700≦H＜ 800
800≦H      P- 6L

 P- 6L
 P- 6L

L P- 9

L P- 9
L P- 9
L P- 9 L P- 9

L P-12

L P-12

L P-12

L P-16

L P-16
L P-16L P-16

L2P-12
L2P-19
L2P-22

L2P-16

L2P- 9
L2P-16
L2P-19

L

L2P-19

2P-12

L2P-16
L2P-16

L2P-16
L2P-16
L2P- 9

L2P-12
L2P-12

L2P-12

L
L

2P- 6
2P- 6

L2P- 9
L2P- 9

L2P- 6 L2P- 9

 P- 6L

 P- 6L
 P- 6L

 P- 6L
 P- 6L

L P- 9

L P- 9
L P- 9

L P- 9
L P- 9

L P-12

L P-12 L P-12
L P-12

L P-12
L P-12

L P-16

L P-16
L P-16

L2P- 6 L2P- 9

L2P- 9
L2P- 9

L2P- 9

L2P-16

L2P-16

L2P-12

L2P-12
L2P-12

L2P-12

L2P-19
L2P-22

250φ 267.4φ×6.0
（255.4）

 550≦H＜ 600
 600≦H＜ 700
 700≦H＜ 800
 800≦H＜ 900
 900≦H＜1000
1000≦H       P- 6L

 P- 6L

L P- 9

L P- 9 L P- 9

L P-12

L P-12
L P-12

L P-12

L P-16

L P-16

L2P- 9
L2P- 6

L2P-12

L P-16

L2P-19

L2P-19

L2P-22
L2P-16

L2P-16
300φ 318.5φ×6.0

（306.5）
 650≦H＜ 700
 700≦H＜ 800
 800≦H＜ 900
 900≦H＜1000
1000≦H＜1100

350φ 355.6φ×6.4
（342.8）

 700≦H＜ 750
 750≦H＜ 800

1100≦H       P- 6L
 P- 6L
 P- 6L
L P- 9
L2P- 6
L2P- 9

 P- 6L

L2P- 9
L2P-12

 P- 6L

 P- 6L

L P- 9
L P-12

L P- 9

L2P-12
L2P-16

L P- 9
L P-12

L2P-16

L P-12
L P-16
L2P- 9

L P-12

L2P-12
L2P-16

L2P-12
L2P-16
L2P-19

L P-16

L P-16

L P-16
L2P- 9
L2P-12
L2P-19

L2P-22

L P-16
L2P- 9

 600≦H＜ 700
 700≦H＜ 800
800≦H     

200φ 216.3φ×5.8
（204.7）

 500≦H＜ 550
 550≦H＜ 600

 800≦H＜ 900
 900≦H＜1000
1000≦H＜1100
1100≦H      

 800≦H＜ 900

 P- 6L

 P- 6L

L P- 9
L P- 9

L2P- 9

L2P- 9 L2P-12
L P-12
L P-12
L P- 9

L2P-16

L P-16
L P-12

L P-12

L2P- 9 L2P-12
L2P-19

L P-16

L P-16
L2P- 9

L2P-16
L2P-12

L

L

 P-16

 P-16

L2P-22

L2P-12

L
L

2P-25
2P-16
L2P-12
L2P-12

400φ 406.4φ×6.4
（393.6）  900≦H＜1000

1000≦H＜1100
1100≦H      

 900≦H＜1000

L2P- 6
L P- 9
L P- 9

L P- 9

L2P- 9
L P-12

L P-12

L2P-12
L2P- 9

L2P- 9

L P-16

L2P-12
L2P-16

L P- 9

L2P- 9

L2P- 9 L2P-12

L2P-19

L2P-22
L2P-16
L2P-12

L2P-12

450φ 457.2φ×6.4
（444.4）

500φ 508.0φ×6.4
（495.2）

1000≦H＜1100
1100≦H      

1000≦H＜1100

L2P- 6
L P- 9

L2P- 9
L P-12

L2P-12

L P-12

L P-16

L P-16

L2P-12
L2P-16

L2P-12

L2P-16
L2P-19 L2P-22

L2P-16

L2P-16 L2P-161100≦H      

1100≦H      

1200≦H      

550φ

600φ

558.8φ×6.4
（546.0）

609.6φ×6.4
（596.8）

L2P- 6 L2P- 9 L2P-12 L2P-16 L2P-19 L2P-22

L2P- 6 L2P- 9 L2P-12 L2P-16 L L2P-192P-16

L2P- 6 L2P- 9 L2P-12 L2P-16 L L2P-192P-16

ｔw ≦6 9＜ｔw≦12

表 Ｂ   （鋼管スリ-ブがある場合、鋼管スリ-ブは表Aによる。）

6ｔw≦9スリ-ブ

表 Ａ

備 考＜ｔw≦ ＜ｔw≦ ＜ｔw≦ ＜ｔw≦≦ｔw≦H φ

L P- 9

L P-  

5
0
以
上

5
0
以

上

5
0
以
上

H

5
0
以

上

D

0～50～5

H
o φ

Ho：フランジ内法
H  ：鉄骨成

D  ：梁成
ｔw：ウェブ厚

補強プレ-ト

（鋼管スリ-ブがある場合） （鋼管スリ-ブがない場合）

1
0
～

2
0

板厚が厚い場合A部

は左図でも良いC

tr

2
0

A部

tptw

2
0
5
0
以

上

L

（２）補強プレートは丸形としてもよい。

（４）梁貫通を設けることができる範囲及び最大径は下記による。

（３）上下フランジと補強プレートとのあきは、施工性を考慮した上で小さくすることが

         できる。

5
0

5
0

H

Joinｔ

H以上

※フランジのボルト位置と鋼管スリーブが

   干渉しないように注意する。

φ

3
φ
+
5
0

7
0
以

下5
0

φ1 φ2

3/2φ23/2φ1

3/2（φ1+φ2）※1

H

B A B
H/4

H/2

H/4

H/3

H/3

H/3

H/3

H/3

H/3

梁貫通可能範囲

H

B B

H/4

H/2

H/4

H/3

H/3

H/3

H/3

H/3

H/3

1.2D以上

A
梁貫通可能範囲

o/4 o/2

o

D/2D/2

H/2 H/2

※1 貫通孔の間隔
   a）SRC梁の場合
        径の平均の3倍以上
   b）S梁の場合
        原則として径の平均の3倍以上
        但し係員の指示により2倍以上と
        することができる

（５）貫通孔が2個以上並列する場合は、2個毎に１枚のプレートで補強する。

（６）貫通孔が上下に偏っている場合（但しφ≦H/4とする）

（７）JOINｔ付近に貫通孔を設ける場合

スペ-サ-

35以上

又は

（ただし仕口部を除く）

d′

補強筋 6φ-@1,000

D16以上@300

超える場合（フランジ

手前で切断する）

（ d′：鉄筋相互のあき）

B

35以
上

X

Y

（仕口部）
械式継手（建築センタ-認定品）

鉄筋

貫通孔径
（㎜）

p
〃
〃

梁上端筋貫通孔

100以下

70以上

梁下端筋貫通孔

100以下

小梁主筋

150以上

40程度

2

φ φ

φ

ガス切断後平滑に
仕上げる

35以上

3
5
以

上

p

d’

小梁下端筋が大梁鉄骨
ウェブを貫通する場合

小梁下端筋が大梁鉄骨
ウェブを貫通しない場合

（１）梁

（２）柱

（１）大梁部分鉄筋貫通孔

（２）小梁部分鉄筋貫通孔

表-1

D16 D19 D22 D25 D29 D32

31 35 38 4628 4324

注）

（１）梁への定着方法

（２）柱への定着方法

b）e/h＞1/6の場合

a）e/h≦1/6の場合

b）e/h＞1/6の場合

a）e/h≦1/6の場合

（ジョイント筋使用） （鉄骨う回タイプ） h：  鉄骨かぶり厚

e

h

（スタッド溶接タイプ）

（スタッド溶接タイプ）

コ-ナ-筋（D13）

コ-ナ-筋

コ-ナ-筋
（D13）

     B：150φ以下で φ≦D/6かつ φ≦H/4

     A：φ≦D/3 かつ φ≦H/2

       最大径は以下による。但し、表Aまたは表Bの範囲内とする。

  a）SRC梁の場合

  b）S梁の場合

       最大径は以下による。但し、表Aまたは表Bの範囲内とする。

１.  補強プレ-ト（※ 下記による ・構造図による）

2.  標準詳細図
梁貫通補強

（１）補強プレ-トの材質はウェブと同質とする。

1.   鉄骨のかぶり、スペ-サ-及び補強筋

2.   帯筋加工及び組立て

3.   鉄筋貫通孔の径（φ）

4.  壁筋の周辺部材への定着

5.  デッキプレ-ト標準納まり

スペ-サ-（平鋼又は鉄筋）は、

約2m間隔に梁の接合部付近を避

けて割付け、鉄骨製作工場にお

いて取り付ける。

イ. 柱の配筋において、X,Y方向

     に作用する主筋を用いる場合

     は、補強筋（6φ-@1,000）

     によって鉄筋の位置を確保す

ロ. 主筋相互間隔が300を超える

     場合、中間にて補助筋（D16

     上）を@300でいれる。

仕口部における帯筋の加工及び

組立ては左図とする。

 （溶接長さ 1=10d）FL1によら

でも可とする。

（折曲げ長さ 2=6Xフープの径）

梁筋の定着又は、引通しのため

鉄骨にあける貫通孔は表-１とす

る。異径 D10 D13

イ. 梁筋貫通孔の位置は左図とす

　  る。

   d′：鉄筋貫通孔相互のあき
   P  ：フ-プのピッチ

ロ. ハンチ梁下端筋用貫通孔、大

     梁が斜めに取付く柱の帯筋用

     用貫通孔等、貫通孔をルーズ

     にする必要のある場合下図と

     する。

上端筋がウェブに当る場合

はウェブを貫通させること。

  e,hは下図による。

注イ

注ロ

（折曲げタイプ） （鉄骨う回タイプ）

20d

ロ. 折り曲げタイプの場

     合は、鉄筋径の20

     倍以上定着後、ゆる

     やかに折り曲げる。

イ. 鉄骨に接触していて

     もよい。

ハ. e・hは下図による。

e

h

縦さん木 ピッチ600㎜以下

梁巾10 10
敷始め用

30㎜以上

調整プレ-ト使用

長手方向 幅方向

フラットデッキ

図のように梁巾を各10㎜打増す

釘 ピッチ200～210㎜

梁側板型枠

のみ込み代10㎜

（４）鉄骨造の場合は、鋼管スリ-ブを（※ 不要  ・ 要 ）とする。

鉄筋コンクリ-ト部分とのとりあい

その他

下地金物取付用の捨てプレート及び溝型鋼等も、工場溶接を原則とする。

1

2

F1

1

1

2 ない場合135°の折曲げまたは機

L1

L1

L2

L2

L2

L1

L1

L1

L1

L2

L2

（１）  1、  2は、3φまたはHo-100のうち小さい方とする。

  　る。

F2

F1

F1

F1

F1

F2 5
0
以

上

o/4

o/2

o

o/4 o/4

     B：150φ以下で φ≦H/4

     A：φ≦H/2

FL2

FL1
FL1

FL1 FL1

スタッド溶接

（D13）

主筋相互間隔が300を

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

２０１３構造鉄骨規準図（５）



KBM.2 H=51.627

K-3024

K-3025

K-3023-1

A3: 1/600 A1: 1/1200

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳

一級建築士

第281605号

一級建築士

第202336号

1FL＝T.P.+48.00
設計GL＝T.P.+47.90

基準点1

KBM=TP+45.00

申請建物

礫 混 り シ ル ト

φ 10～ 2 0 m m程 度 の 礫 混 入

粘 性 弱 い 含 水 少 な く 固 結 状

0. 8 0 m付 近 は 少 量 の 細 砂 を 混 入

細 砂 主 体 で 粒 子 均 一 含 水 少 な い

シ ル ト 分 を 均 質 に 混 入

固

結

シ

ル

ト

暗

灰

～

青

灰

固

結

し

た

8

23

8

26

0.45

0.55

0.75

0.45

1.00

1.75

47.36
表土

淡灰
褐

固結シ
ルト

暗灰

シルト
質砂

灰褐 密な

46.81

46.06

4

5

6

7

8

9

11

12

13

14

1

2

3

37.66 8.40 10.1510

粘 性 弱 い

含 水 少 な く 固 結 状 、棒 状 コ ア で 採 取

層 上 部 は 細 砂 を 少 量 混 入

所 々 、シ ー ム 状 あ る い は 5～ 1 0 c mの

砂 層 を 挟 む

2. 5 5～ 2 . 7 0 m間 は 砂 分 を 多 く 混 入

4. 2 0～ 4 . 3 0 m間 は 灰 褐 色 に 変 色

6. 0 0 m、1 0 . 0 0 m付 近 は 含 水 や や 多 く

な る

7. 0 0 m以 浅 は 少 量 の 炭 化 物 を 粒 状 に

混 入

2.00

2.15

3.00

3.20

4.00

4.22

5.00

5.12

6.00

6.17

7.00

7.10

8.00

8.12

9.00

9.18

10.00

10.15

24

22

39

19

50

41

32

27

5

26

22

11

2

31

7

9

2

18

8

23

5

6

2

15

50

20

50

22

50

12

50

17

50

10

50

12

50

18

50

15

1.10

8/27

1.15

1.45

7

28

13

22

15 35

30

50

ボ ー リ ン グ 名 N o . 1 調 査 位 置 亀 山 市 長 明 寺 町 地 内 北 緯 3 4 ﾟ 5 2 ' 5 0 . 9 "

東 経 1 3 6 ﾟ 2 8 ' 1 9 . 4 "発 注 機 関 亀 山 市 北 東 分 署 建 設 準 備 室 調 査 期 間 平 成 2 5 年 8 月 2 3 日 ～ 2 5 年 8 月 2 7 日

調 査 業 者 名
協 和 地 研 株 式 会 社

電話 ( 0 9 8 - 5 1 - 5 0 6 1 )

主 任

技 者
田 崎 竜 上

現 場

代 理 人
加 山 哲 也

コ ア

鑑 定 者
加 山 哲 也

ボ リーング

責 任 者
高 橋 敏 一

孔 口 標 高
47.81m

角

度

180ﾟ 

0ﾟ 

90ﾟ 
上

下

0ﾟ 

方

向

0ﾟ 

90ﾟ 

180ﾟ 

270ﾟ 

北

東

南

西

地

盤

勾

配 90ﾟ 

水平
0ﾟ 鉛

直

0ﾟ 

使

用

機

種

試 錐 機 K R - 1 0 0 P A - 3 型
ハ ン マ ー

落 下 用 具
半 自 動 落 下 型

エ ン ジ ン N F D - 9 K 型 ポ ン プ V 5 - P 型総 掘 進 長
 10.15m

標

尺

(m)

標

高

(m)

層

厚

(m)

深

度

(m)

柱

状

図

土

質

区

分

色

調

相

対

密

度

相

対

稠

度

記

事

孔

内

水

位

(m)
／

測

定

月

日

標 準 貫 入 試 験

深

度

(m)

10cmご と の

打 撃 回 数

0

～

10

10

～

20

20

～

30

打

撃

回

数

/
貫

入

量

(cm)

N     値

0 10 20 30 40 50 60

原 位 置 試 験

深

度

(m)

試 験 名

お よ び 結 果

試 料 採 取

深

度

(m)

試

料

番

号

採

取

方

法

室

内

試

験

(
)

掘

進

月

日

術5

ボ ー リ ン グ 名 N o . 2 調 査 位 置 亀 山 市 長 明 寺 町 地 内 北 緯 3 4 ﾟ 5 2 ' 5 0 . 3 "

東 経 1 3 6 ﾟ 2 8 ' 1 9 . 6 "発 注 機 関 亀 山 市 北 東 分 署 建 設 準 備 室 調 査 期 間 平 成 2 5 年 8 月 2 7 日 ～ 2 5 年 8 月 2 8 日

調 査 業 者 名
協 和 地 研 株 式 会 社

電話 ( 0 5 9 8 - 5 1 - 5 0 6 1 )

主 任

技 術 者
田 崎 竜 上

現 場

代 理 人
加 山 哲 也

コ ア

鑑 定 者
加 山 哲 也

ボ リーング

責 任 者
高 橋 敏 一

孔 口 標 高
+47.75m

角

度

180ﾟ 

0ﾟ 

90ﾟ 
上

下

0ﾟ 

方

向

0ﾟ 

90ﾟ 

180ﾟ 

270ﾟ 

北

東

南

西

地

盤

勾

配 90ﾟ 

水平
0ﾟ 鉛

直

0ﾟ 

使

用

機

種

試 錐 機 K R - 1 0 0 P A - 3 型
ハ ン マ ー

落 下 用 具
半 自 動 落 下 型

エ ン ジ ン N F D - 9 K 型 ポ ン プ V 5 - P 型総 掘 進 長
  8.13m

標

尺

(m)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

標

高

(m)

47.55

44.85

42.80

39.62

層

厚

(m)

0.20

2.70

2.05

3.18

深

度

(m)

0.20

2.90

4.95

8.13

柱

状

図

土

質

区

分

色

調

相

対

密

度

相

対

稠

度

記

事

砂 質 シ ル ト 植 物 根 を 混 入表土 暗褐

粘 性 弱 い

含 水 少 な く 固 結 状 、棒 状 コ ア で 採 取

2. 0 0 m、2 . 7 0 m付 近 は 砂 分 混 入

固

結

シ

ル

ト

暗

灰

固

結

し

た

細 砂 主 体 で 粒 子 均 一

含 水 少 な い

シ ル ト 分 を 均 質 に 混 入

層 下 部 に 従 い シ ル ト 分 少 な く な る

3. 6 0 m付 近 は 砂 の 粒 子 粗 く な る

シ

ル

ト

質

砂

灰

褐

非

常

に

密

な

粘 性 弱 い

含 水 少 な く 固 結 状 、棒 状 コ ア で 採 取

5. 0 0～ 7 . 0 0 m間 は 部 分 的 に 褐 色 に 変

色

7. 5 0 m付 近 は 砂 分 混 入

固

結

シ

ル

ト

淡

灰

褐

～

青

灰

固

結

し

た

孔

内

水

位

(m)
／

測

定

月

日

1.60

8/28

標 準 貫 入 試 験

深

度

(m)

1.00

1.14

2.00

2.15

3.00

3.25

4.00

4.24

5.00

5.17

6.00

6.16

7.00

7.20

8.00

8.13

10cmご と の

打 撃 回 数

0

～

10

18

16

15

15

22

23

22

35

10

～

20

32

4

34

5

18

22

28

7

27

6

28

15

3

20

～
30

17

5

13

4

打

撃

回

数

/
貫

入

量

(cm)

50

14

50

15

50

25

50

24

50

17

50

16

50

20

50

13

N     値

0 10 20 30 40 50 60

原 位 置 試 験

深

度

(m)

試 験 名

お よ び 結 果

試 料 採 取

深

度

(m)

試

料

番

号

採

取

方

法

室

内

試

験

(
)

掘

進

月

8

27

日

ボ ー リ ン グ 名 N o . 3 調 査 位 置 亀 山 市 長 明 寺 町 地 内 北 緯 3 4 ﾟ 5 2 ' 5 0 . 9 "

東 経 1 3 6 ﾟ 2 8 ' 2 1 . 5 "発 注 機 関 亀 山 市 北 東 分 署 建 設 準 備 室 調 査 期 間 平 成 2 5 年 8 月 2 9 日 ～ 2 5 年 8 月 3 1 日

調 査 業 者 名
協 和 地 研 株 式 会 社

電話 ( 0 5 9 8 - 5 1 - 5 0 6 1 )

主 任

技 術 者
田 崎 竜 上

現 場

代 理 人
加 山 哲 也

コ ア

鑑 定 者
加 山 哲 也

ボ リーング

責 任 者
林 本 清 治

孔 口 標 高
+47.31m

角

度

180ﾟ 

0ﾟ 

90ﾟ 
上

下

0ﾟ 

方

向

0ﾟ 

90ﾟ 

180ﾟ 

270ﾟ 

北

東

南

西

地

盤

勾

配 90ﾟ 

水平
0ﾟ 鉛

直

0ﾟ 

使

用

機

種

試 錐 機 K R - 5 0 型
ハ ン マ ー

落 下 用 具
半 自 動 落 下 型

エ ン ジ ン N F D - 8 型 ポ ン プ V - 4 型総 掘 進 長
 10.15m

標

尺

(m)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

標

高

(m)

46.51

44.71

43.61

42.31

40.61

39.61

37.16

層

厚

(m)

0.80

1.80

1.10

1.30

1.70

1.00

2.45

深

度

(m)

0.80

2.60

3.70

5.00

6.70

7.70

10.15

柱

状

図

土

質

区

分

色

調

相

対

密

度

相

対

稠

度

記

事

上 部 2 0 c mは 砕 石

粒 径 不 均 一 0. 6 0よ り シ ル ト 分 を 多

く 混 入

盛土・
砂

灰

粘 性 弱 い

含 水 少 な く 固 結 状 、棒 状 コ ア で 採 取

少 量 の 炭 化 物 を 粒 状 に 混 入

1 . 0 0 m付 近 は 木 片 を 混 入

1 . 8 0～ 2 . 2 0 m間 は 砂 分 多 く 混 入

固

結

シ

ル

ト

灰～
黄褐
～淡
灰褐

固

結

し

た

細 砂 主 体 で 粒 子 均 一 含 水 少 な い

シ ル ト 分 を 均 質 に 混 入
シルト
質砂

黄

褐

密

な

中 砂 主 体 で 粒 子 不 均 一 含 水 中 程 度

シ ル ト 分 を 均 質 に 少 量 混 入
シルト
混り砂

淡灰
～淡
黄褐

密

な

粘 性 弱 い

含 水 少 な く 固 結 状 、棒 状 コ ア で 採 取

少 量 の 炭 化 物 を 粒 状 に 混 入

6 . 0 0 m付 近 は 5 c m程 度 の 砂 層 を 挟 む

固

結

シ

ル

ト

黄

灰

～

青

灰

固

結

し

た

細 砂 主 体 で 粒 子 均 一 含 水 少 な い

シ ル ト 分 を 均 質 に 混 入
シルト
質砂

灰
非常
に密
な

粘 性 弱 い

含 水 少 な く 固 結 状 、棒 状 コ ア で 採 取

8 . 0 0 m、1 0 . 0 0 m付 近 は 炭 化 物 や 木 片

を 少 量 混 入

固

結

シ

ル

ト

灰

～

暗

灰

固

結

し

た

孔

内

水

位

(m)
／

測

定

月

日

1.66

8/31

標 準 貫 入 試 験

深

度

(m)

1.00

1.23

2.00

2.29

3.15

3.45

4.15

4.45

5.00

5.22

6.00

6.20

7.00

7.28

8.00

8.16

9.00

9.23

10.00

10.15

10cmご と の

打 撃 回 数

0

～

10

15

11
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16
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16
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～
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6
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5
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～
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3
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9

14

16

8

2
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8

9

3

打

撃

回

数

/
貫

入

量

(cm)
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50
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30
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50
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50
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お よ び 結 果
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度
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号
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取

方
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室

内

試

験

(
)

掘

進

月

日
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ボ ー リ ン グ 名 N o . 5 調 査 位 置 亀 山 市 長 明 寺 町 地 内 北 緯 3 4 ﾟ 5 2 ' 5 0 . 8 "

東 経 1 3 6 ﾟ 2 8 ' 2 0 . 7 "発 注 機 関 亀 山 市 北 東 分 署 建 設 準 備 室 調 査 期 間 平 成 2 5 年 8 月 2 7 日 ～ 2 5 年 8 月 2 9 日

調 査 業 者 名
協 和 地 研 株 式 会 社

電話 ( 0 5 9 8 - 5 1 - 5 0 6 1 )

主 任

技 術 者
田 崎 竜 上

現 場

代 理 人
加 山 哲 也

コ ア

鑑 定 者
加 山 哲 也

ボ リーング

責 任 者
林 本 清 治

孔 口 標 高
+47.37m

角

度

180ﾟ 

0ﾟ 

90ﾟ 
上

下

0ﾟ 

方

向

0ﾟ 

90ﾟ 

180ﾟ 

270ﾟ 

北

東

南

西

地

盤

勾

配 90ﾟ 

水平
0ﾟ 鉛

直

0ﾟ 

使

用

機

種

試 錐 機 K R - 5 0 型
ハ ン マ ー

落 下 用 具
半 自 動 落 下 型

エ ン ジ ン N F D - 8 型 ポ ン プ V - 4 型総 掘 進 長
  8.06m

標

尺

(m)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

標

高

(m)

45.77

45.47

43.17

42.77

39.31

層

厚

(m)

1.60

0.30

2.30

0.40

3.46

深

度

(m)

1.60

1.90

4.20

4.60

8.06

柱

状

図

土

質

区

分

色

調

相

対

密

度

相

対

稠

度

記

事

上 部 2 0 c mは 砕 石

粘 性 弱 い

含 水 少 な く 固 結 状 、棒 状 コ ア で 採 取

固

結

シ

ル

ト

暗

灰

固

結

し

た

細 砂 主 体 で 粒 子 均 一 含 水 少 な い

シ ル ト 分 を 均 質 に 含 有
シルト
質砂

灰褐

粘 性 弱 い

含 水 少 な く 固 結 状 、棒 状 コ ア で 採 取

2 . 0 0～ 2 . 1 0 m間 は シ ル ト 質 砂 を 挟 む

3 . 0 0 m付 近 は 腐 植 物 を 少 量 混 入 、部

分 的 に 褐 色 を 帯 び る

4 . 0 0～ 4 . 2 0 m間 は 砂 分 を 多 く 混 入

固

結

シ

ル

ト

灰～
暗灰
～灰
褐～
灰

固

結

し

た

細 砂 主 体 で 粒 子 均 一 含 水 少 な い

シ ル ト 分 を 均 質 に 混 入

シルト
質砂

灰褐

粘 性 弱 い

含 水 少 な く 固 結 状 、棒 状 コ ア で 採 取

5 . 0 0 m、6 . 0 0 m付 近 は 炭 化 物 を 粒 状 に

混 入

7 . 0 0 m付 近 は 砂 分 を 少 量 混 入

固

結

シ

ル

ト

暗

灰

～

青

灰

～

暗

灰

固

結

し

た

孔

内

水

位

(m)
／

測

定

月

日

1.10
8/29

標 準 貫 入 試 験

深

度

(m)

1.00

1.22

2.00

2.17

3.00

3.26

4.00

4.23

5.00

5.11

6.00

6.10

7.00

7.13

8.00

8.06

10cmご と の

打 撃 回 数

0

～

10

20

24

14

20

45

50

36

50

6

10

～

20

24

26

7

19

23

5

1

14

3

20

～

30

6

2

17

6

7

3

打

撃

回

数

/
貫

入

量

(cm)

50

22

50

17

50

26

50

23

50

11

50

10

50

13

50

6

N     値

0 60

原 位 置 試 験

深

度

(m)

試 験 名

お よ び 結 果

試 料 採 取

深

度

(m)

試

料

番

号

採

取

方

法

室

内

試

験

(
)

掘

進

月

日

8

27

ボ ー リ ン グ 名 N o . 4 調 査 位 置 亀 山 市 長 明 寺 町 地 内 北 緯 3 4 ﾟ 5 2 ' 5 0 . 3 "

東 経 1 3 6 ﾟ 2 8 ' 2 1 . 5 "発 注 機 関 亀 山 市 北 東 分 署 建 設 準 備 室 調 査 期 間 平 成 2 5 年 8 月 2 8 日 ～ 2 5 年 8 月 3 0 日

調 査 業 者 名
協 和 地 研 株 式 会 社

電話 ( 0 5 9 8 - 5 1 - 5 0 6 1 )

主 任

技 術 者
田 崎 竜 上

現 場

代 理 人
加 山 哲 也

コ ア

鑑 定 者
加 山 哲 也

ボ リーング

責 任 者
林 本 清 治

孔 口 標 高
47.35m

角

度

180ﾟ 

0ﾟ 

90ﾟ 
上

下

0ﾟ 

方

向

0ﾟ 

90ﾟ 

180ﾟ 

270ﾟ 

北

東

南

西

地

盤

勾

配 90ﾟ 

水平
0ﾟ 鉛

直

0ﾟ 

使

用

機

種

試 錐 機 K R - 5 0 型
ハ ン マ ー

落 下 用 具
半 自 動 落 下 型

エ ン ジ ン N F D - 8 型 ポ ン プ V - 4 型総 掘 進 長
  8.30m

標

尺

(m)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

標

高

(m)

46.35

44.15

43.35

42.05

40.65

40.15

39.65

39.05

層

厚

(m)

1.00

2.20

0.80

1.30

1.40

0.50

0.50

0.60

深

度

(m)

1.00

3.20

4.00

5.30

6.70

7.20

7.70

8.30

柱

状

図

土

質

区

分

色

調

相

対

密

度

相

対

稠

度

記

事

固 結 シ ル ト 塊 を 多 量 混 入

部 分 的 に 砂 礫 状
盛土・
シルト

灰

細 砂 主 体 で 粒 子 均 一

含 水 少 な い

シ ル ト 分 を 均 質 に 混 入

1 . 0 m付 近 は シ ル ト 分 優 勢

シ

ル

ト

質

砂

緑

灰

～

灰

褐

密

な

粘 性 弱 い

含 水 少 な く 固 結 状 、棒 状 コ ア で 採 取
固結シ
ルト

灰

細 砂 主 体 で 粒 子 均 一

含 水 少 な い

シ ル ト 分 を 均 質 に 混 入

シルト
質砂

青灰
～黄
褐

非常
に密
な

粘 性 弱 い

含 水 少 な く 固 結 状 、棒 状 コ ア で 採 取

少 量 の 炭 化 物 を 粒 状 に 混 入

層 上 部 は 砂 分 を や や 多 く 混 入

固結シ
ルト

灰

～

青

灰

固

結

し

た

細 砂 主 体 で 粒 子 均 一 含 水 少 な い

シ ル ト 分 を 均 質 に 混 入

シルト
質砂

灰～
灰褐

粘 性 弱 い 含 水 少 な く 固 結 状
固結シ
ルト

灰

細 砂 主 体 で 粒 子 均 一 含 水 中 程 度
シルト
質砂

淡灰
褐

非常
に密
な

孔

内

水

位

(m)
／

測

定

月

日

1.17
8/30

標 準 貫 入 試 験

深

度

(m)

1.15

1.45

2.15

2.45

3.15

3.32

4.15

4.40

5.15

5.39

6.00

6.20

7.00

7.28

8.00

8.30

10cmご と の

打 撃 回 数

0

～

10

13

10

22

14

16

15

10

10

10

～

20

13

14

28

7

21

24

35

18

16

20

～

30

15

17

15

5

10

4

22

8

24

打

撃

回

数

/
貫

入

量

(cm)

41

30

41

30

50

17

50

25

50

24

50

20

50

28

50

30

N     値

0 10 20 30 40 50 60

原 位 置 試 験

深

度

(m)

試 験 名

お よ び 結 果

試 料 採 取

深

度

(m)

2.15

2.45

試

料

番

号

4-1

採

取

方

法

○P

室

内

試

験

(
)

土密　
粒度

掘

進

月

日

8

28

8

29

10 20 30 40 50

A1 A3

1:150 1:300
No.5（T.P.+47.37）ボーリング柱状図

A1 A3 A1 A3

1:150 1:300
No.4（T.P.+47.35）ボーリング柱状図

1:600 1:1200
ボーリング位置図

1:300 1:300No.1（T.P.+47.81）ボーリング柱状図 No.2（T.P.+47.75）ボーリング柱状図
A1 A3

1:150 1:300

A1 A3

1:150

A1 A3

1:150
No.3（T.P.+47.31）ボーリング柱状図

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

ボーリング位置図・柱状図 ２０１４

35
.0
0ｍ

28.00ｍ

17.50ｍ

27
.2
0ｍ

27
.0
0ｍ

31
.0
0ｍ

2
9.
5
0
ｍ

17
.0
0ｍ

46
.0
0ｍ

11.50ｍ

△No.４ボーリングGL
　(T.P.+47.35)

△No.３ボーリングGL
　(T.P.+47.31)

△No.５ボーリングGL
(T.P.+47.37)

事務所棟事務所棟車庫棟

車庫棟 事務所棟 事務所棟

車庫棟 事務所棟 事務所棟

車庫棟 事務所棟 事務所棟車庫棟 事務所棟 事務所棟

ボーリングNo.3（T.P.+47.31）
　設計GL-0.59m(GL=T.P.+47.90）
　

ボーリングNo.2（T.P.+47.75）
　設計GL-0.15m(GL=T.P.+47.90）
　

ボーリングNo.5（T.P.+47.37）
　設計GL-0.53m(GL=T.P.+47.90）
　

ボーリングNo.4（T.P.+47.35）
　設計GL-0.55m(GL=T.P.+47.90）
　

※外構レベル・建物配置は建築意匠図を参考すること。
　

△No.１ボーリングGL
(T.P.+47.81)

▽設計GL(T.P.+47.90)

7
0
0

1
,
2
0
0

8
5
0
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0
5
0

5
0 2
,
0
0
0

1
0
0

9
0

▽設計GL(T.P.+47.90)

7
0
0

1
,
2
0
0

8
5
0

1
,
0
5
0

△No.１ボーリングGL
(T.P.+47.75)

5
0 2
,
0
0
0

1
0
0

1
5
0

5
9
0

8
5
0

1
,
0
5
0

7
0
0

1
,
2
0
0

1
,
4
1
0

5
0

1
0
0

2
,
0
0
0

▽設計GL(T.P.+47.90)
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3
0

1
,
4
7
0

5
0

1
0
0

2
,
0
0
0

7
0
0

8
5
0

1
,
2
0
0

1
,
0
5
0 ▽設計GL(T.P.+47.90)

▽設計GL(T.P.+47.90) 5
5
0

1
,
4
5
0

5
0

1
0
0

2
,
0
0
0

7
0
0

1
,
2
0
0

8
5
0

1
,
0
5
0

ボーリングNo.1（T.P.+47.81）
　設計GL-0.09m(GL=T.P.+47.90）
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A3: 1/100 A1: 1/200

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟
一級建築士

第281605号

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳一級建築士

第202336号

釜場600×600×600

梁側面打ち増し

F5A F4A F3(-2000) F3(-2000)

F4A F4A

F4AF4A

F4AF5A

F2(-2000)
F1(-2000) F6(-2000)

F3(-2000)
F2(-2000) F7(-2000)

F4A F4A F8A

F7(-2000)

FS1

FS1

FS1

FS1 FS1

FS1

FS1

FS1

FS1

A1 A3

1:100 1:200

A1 A3

1:100 1:200
ピット伏図基礎伏図

＊＊＊

 8、柱面と梁面が同一の場所は梁横30mm打増しとする。

200φ

250φ

275φ

600φ

300 350

100φ

7

2 2

5 4

4

9

0 2 2

18 25

0 2 2

梁幅（mm）

スリーブ表

合　計径（φ）

特記事項

 1､ 特記無き限り基礎下端=GL-1,200（GL=47.90）。

　 （　）内の数値は基礎下端の深さを示す。

 2、　　　　　　印は基礎下のラップルコンクリートを示す。ｔ=700mm。

 3、見下げ図とする。

特記事項

 1､ 特記無き限り地中梁天端はGL-150とする。(GL＝47.90)

　　地中梁天端からスラブ天端まで打増しとする。

 2、　　　　　　印はスラブ天端GL-1750とする。　　　

 3、　　　　　　印は埋戻しを示す。

 4、　　　　　　印は外構のレベルを示す。

 5、　　　　　　印はスラブ主筋方向を示す。

 6、　　　　　　印は人通口600φを示す。

 7、見下げ図とする。

47.90

47.9047.90

47.90

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

事務所棟　基礎伏図・ピット伏図 ２０１５

X1 X2 X3 X4 X5

6,000 6,000 6,000 6,000
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A3: 1/100 A1: 1/200

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟
一級建築士

第281605号

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳一級建築士

第202336号

太陽光パネル基礎梁側面打ち増し

水下RSL±0 水下RSL±0 水下RSL±0 水下RSL±0
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１階梁伏図
A1 A3

1:100 1:200

A1 A3

1:100 1:200
屋根伏図

構造壁完全スリット位置を示す。

スリット幅は20mmとする。

特記事項

 1、特記無き限り壁符号はW15とする。

 2、特記無き限りスラブ天端は1FL-10とする。

 3、　　　　　　印はスラブ天端1FL-200とする。

 4、　　　　　　印はスラブ天端1FL-250とする。

 5、　　　　　　印は土間コンクリート天端1FL-50とする。

 6、　　　　　　印は土間コンクリート天端1FL-10とする。

 7、　　　　　　印はスラブ上打ち増しとする。　

 8、土間ｺﾝｸﾘｰﾄは、t=150mm、両方向共D10-@200(ダブル）、砕石厚150とする。

 　 土間ｺﾝｸﾘｰﾄ下は十分な締め固めを行うこと。　　

 9.▼印は完全スリット型（鉛直）

　 ▼印は完全スリット型（水平）

10、　　　　　　印はスラブ主筋方向を示す。

11、見下げ図とする。

 6、柱面と梁面が同一の場所は梁横30mm打増しとする。

特記事項

 1、　　は水勾配方向を示す。

 2、　　　　　　印はスラブ天端水下RSL-970～-990を示す。　　　

 3、（　）内の数字は水下RSLからの梁天端レベルを示す。

 4、　　　　　　印はスラブ主筋方向を示す。

 5、見下げ図とする。 200φ

250φ

275φ

600φ

300 350

100φ 12

7

15 27

0 16 16

0 0 0

3 4

0 0 0

梁幅（mm）

スリーブ表

合　計径（φ）

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

事務所棟　１階梁伏図・屋根伏図 ２０１６
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A3: 1/100 A1: 1/200

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳

一級建築士

第281605号

一級建築士

第202336号

開口：1100×1100

F4A F4A

F2 F1 F6

F4AF5A

F3 F3

F7F2F3

F4A F4AF5A F4A F4A F4A F8A

F7

RG1RG1 RG1RG1 RG3 RG3 RG3RG3

FG1 FG1 FG1 FG1
FG2 FG3 FG2 FG2

RG1RG1 RG1RG1

FG1 FG1
FG2 FG2

RG1RG1RG1 RG2

FG1 FG1 FG1 FG1

EW15

EW15A

C1 C1 C1 C1C1C1 C1C1 C1C1

C1 C1 C1 C1C1C1 C1 C1C1 C2

Y１通り軸組図
A1 A3

1:100 1:200
Y２通り軸組図

A1 A3

1:100 1:200

A1 A3

1:100 1:200

A1 A3

1:100 1:200
Y４通り軸組図Y３通り軸組図

▽ﾊﾟﾗペット天端２

▽水上RSL

▽ﾊﾟﾗペット天端１

▽設計GL

▽ﾊﾟﾗペット天端２

▽水上RSL

▽ﾊﾟﾗペット天端１

▽設計GL

▽梁天端

共通事項：

1.特記無き限り壁符号はW15とする。

2.特記無き限り地中梁天端から土間コンクリート下端まで打増しとする。

3.　　　　印は梁上打増の部分を示す。

▽ﾊﾟﾗペット天端２

▽水上RSL

▽ﾊﾟﾗペット天端１

▽設計GL

▽ﾊﾟﾗペット天端２

▽水上RSL

▽ﾊﾟﾗペット天端１

▽設計GL

▽梁天端

共通事項：

1.特記無き限り壁符号はW15とする。

2.特記無き限り地中梁天端からスラブ天端まで打増しとする。

3.特記無き限り地中梁天端から土間コンクリート下端まで打増しとする。

4.　　　　印は梁上打増の部分を示す。

共通事項：

1.特記無き限り壁符号はW15とする。

2.特記無き限り地中梁天端からスラブ天端まで打増しとする。

3.特記無き限り地中梁天端から土間コンクリート下端まで打増しとする。

4.　　　　印は梁上打増の部分を示す。

共通事項：

1.特記無き限り壁符号はW15とする。

2.特記無き限り地中梁天端からスラブ天端まで打増しとする。

3.特記無き限り地中梁天端から土間コンクリート下端まで打増しとする。

4.　　　　印は梁上打増の部分を示す。

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

事務所棟　軸組図１ ２０１７
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A3: 1/100 A1: 1/200

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

海老原　悟

検　図製　図 訂正

立川　淳

特記

区分

図面内容

縮尺

図面番号

一級建築士

第281605号

一級建築士

第202336号

F5A F4A F5AF4A F4AF4AF4AF4A

F4A

F2 F3

F4A

F2 F3F1

F8A

F7 F6

F3

F7

RG11RG12 RG13
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FG11
FG12 FG12
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FG12 FG12
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FG12FG13

EW15

EW15

C1 C1 C1 C1

C1 C1 C1 C1C1 C1 C1C2

C1 C1 C1 C1

C1 C1 C1 C1

A1 A3

1:100 1:200

A1 A3

1:100 1:200

A1 A3

1:100 1:200

A1 A3

1:100 1:200
X５通り軸組図

▽ﾊﾟﾗペット天端２

▽水上RSL

▽ﾊﾟﾗペット天端１

▽設計GL

構造壁完全スリット位置を示す。

スリット幅は20mmとする。

共通事項：

1.特記無き限り壁符号はW15とする。

2.特記無き限り地中梁天端からスラブ天端まで打増しとする。

3.特記無き限り地中梁天端から土間コンクリート下端まで打増しとする。

4.　　　　印は梁上打増の部分を示す。

5.▼ 印は完全スリット型（鉛直）

  ▼ 印は完全スリット型（水平）

X３通り軸組図 X４通り軸組図

▽ﾊﾟﾗペット天端２

▽水上RSL

▽ﾊﾟﾗペット天端１

▽設計GL

▽ﾊﾟﾗペット天端２

▽水上RSL

▽ﾊﾟﾗペット天端１

▽設計GL

共通事項：

1.特記無き限り壁符号はW15とする。

2.特記無き限り地中梁天端からスラブ天端まで打増しとする。

3.特記無き限り地中梁天端から土間コンクリート下端まで打増しとする。

4.　　　　印は梁上打増の部分を示す。

共通事項：

1.特記無き限り壁符号はW15とする。

2.特記無き限り地中梁天端からスラブ天端まで打増しとする。

3.特記無き限り地中梁天端から土間コンクリート下端まで打増しとする。

4.　　　　印は梁上打増の部分を示す。

X１通り軸組図 X２通り軸組図

▽ﾊﾟﾗペット天端２

▽水上RSL

▽ﾊﾟﾗペット天端１

▽設計GL

▽ﾊﾟﾗペット天端２

▽水上RSL

▽ﾊﾟﾗペット天端１

▽設計GL

共通事項：

1.特記無き限り壁符号はW15とする。

2.特記無き限り地中梁天端から土間コンクリート下端まで打増しとする。

3.　　　　印は梁上打増の部分を示す。

共通事項：

1.特記無き限り壁符号はW15とする。

2.特記無き限り地中梁天端から土間コンクリート下端まで打増しとする。

3.　　　　印は梁上打増の部分を示す。

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

事務所棟　軸組図２ ２０１８
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設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

海老原　悟

検　図製　図 訂正

立川　淳

特記

区分

図面内容

縮尺

図面番号

一級建築士

第281605号

一級建築士

第202336号
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D13-＠300

ラップルコンクリート

ハカマ筋　D13-＠300

1
6
-
D
1
6

1
5
0

6
0

5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
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 地中梁リスト    

 基礎リスト    
A1 A3

1:50 1:100

地中梁主筋配筋要領
A1 A3

1:50 1:100

F5AF4AF1 F3F2

F6 F7 F8A

直交する梁の主筋レベルが同一の場合は、Y方向梁(FG11,FG12,FG13)の

上端筋を直交梁(FG1,FG2,FG3)の上端筋の上に、又、下端筋は直交梁の

下端筋の下に配置すること。

▽設計GL

▽設計GL

符   号

位   置

▼設計GL

G 1F

全断面

断   面

Fc=24

BxD

上 端 筋

下 端 筋

腹  筋

STP

備 考

 x 

 - D 22

 - D 22

 - D10

 - D  - @ 

350

200

1000

10

4

4

GF

全断面

11

 x 

D 22

 - D 22

 - D10

 - D  - @ 

350

200

 - 

1000

4

4

10

F

全断面

G 2

 - D 22

 - D 22

 - D10

 - D  - @ 

350

200

 x 1800

4

4

10

10

F

全断面

G

 - D22

 - D 22

 - D10

 - D  - @ 

350

200

 x 1800

4

10

10

3

6

GF

全断面

12

 x 

D 22

 - D 22

 - D10

 - D  - @ 

350

200

 - 

1800

10

10

6

5

GF

全断面

 x 

D 22

 - D 22

 - D10

 - D  - @ 

350

200

 - 

1800

10

10

13

4

5

F B

全断面

F B

全断面

F B

全断面

1 2 3

 x 

 - D

 - D

D 10

  -  D  - @ 

3

3

200

300

10

19

19

 x 

 - D

D

  -  D  - @ 20010

19

19

 x 

 - D

 - D

 - D 10

  -  D  - @ 

3

3

200

300

10

10

22

22

1800 600

 - 2

450

 - 2

2

4

250

4

※巾止め筋は、D10-＠1000以内とする。

※スリーブ補強に既成品を使用する場合は、（財）日本建築センターの評価を取得した製品を用い、

　構造計算書を事前に監理者に提出し、断面性能を損なわないことを確認した上で使用する。

Y方向上端主筋

Y方向下端主筋

X方向下端主筋

X方向上端主筋

D

B

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

事務所棟　基礎リスト・地中梁リスト ２０１９
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A3: 1/30 A1: 1/60

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳

一級建築士

第281605号

一級建築士

第202336号

SL

2
0
0

2
0
0

150

2
0
0

2
0
0

150

2
0
0

2
0
0

150

2
0
0

2
0
0

2
0
0

2
0
0

2
0
0

2
0
0

巾止め筋 巾止め筋 巾止め筋

大梁リスト
A1 A3

1:30 1:60

柱リスト
A1 A3

1:30 1:60
 柱配筋共通事項

小梁リスト

梁筋のカットオフ要領

スラブリスト

壁リスト
1:60

A3

1:30

A1

梁配筋共通事項

1:60

A3

1:30

A1

同径STPのダブル巻きとする。

※巾止め筋は、D10-＠1000以内とする。

※スリーブ補強に既成品を使用する場合は、（財）日本建築センターの評価を取得した製品を用い、

　構造計算書を事前に監理者に提出し、断面性能を損なわないことを確認した上で使用する。

※梁主筋の柱への定着は、40ｄ以上とする。

※スリーブ補強に既成品を使用する場合は、（財）日本建築センターの評価を取得した製品を用い、

　構造計算書を事前に監理者に提出し、断面性能を損なわないことを確認した上で使用する。

※巾止め筋は、D10-＠1000以内とする。

特記なき限り下記とする。

1. D10 @1,000巾止筋 以内とする。

巾止筋

巾止筋

D

b

中子筋

腹筋

スターラップ形状に注意すること。

時はこの限りではない。

但し逆梁等、直交の梁主筋と干渉しない

桁行方向の梁主筋を外側に配置すること。2.

D

X方向上端筋

X方向下端筋

Y方向上端筋

Y方向下端筋

Ｙ

符 号

断 面

BxD

主 筋

備 考

Ｘ

HOOP

1階

※　巾止筋は、D10-＠500以内とする。

※　柱HOOPは、すべてタガ型とし、中子の端部はフック付きとする。

C1 C2

１．柱脚区分は、下記とする。

梁アンカー筋　下端筋は　上向き

ｈ

ｈ/2　柱頭

2Ｇ

1Ｃ

ｈ/2　柱脚

ＦＧ

２．柱梁接合部内HOOPは、下階柱HOOPと同径同ピッチとする。

Ｃ

ＧＧＧ

Ｃ

ＦＧＦＧ
柱梁接合部 (中子なしとする)
ＨＯＯＰ

柱梁接合部 (中子なしとする)
ＨＯＯＰ

符　　　号

位　　　置

断　　　面

R　階

Fc=24

下　端　筋

上　端　筋

備　　　考

腹　　　筋

S　 T 　P

ｂ　ｘ　Ｄ

□-D10-@200

G1

2-D10

全断面

350×700

4-D22

3-D22

2-D10

全断面

350×700

4-D22

G2

2-D10

350×700

G11

両端 中央

4-D22

3-D22

3-D22

3-D22

□-D10-@200

2-D10

350×700

4-D22

G12

両端 中央

6-D22 4-D22

4-D22

□-D10-@200

2-D10

350×700

G13

Y2端 中央・Y3端

5-D22

4-D22

□-D10-@150

全断面

G3

2-D10

350×700

□-D10-@100

4-D22

3-D22

全断面

2-D10

350×700

4-D22

3-D22

G14

□-D10-@100

700×700 700×700

12-D22

位　　　置

符　　　号

断　　　面

ｂ　ｘ　Ｄ

下　端　筋

上　端　筋

備　　　考

腹　　　筋

S　 T 　P

中央

3-D19

3-D19

3-D19

4-D19

5-D19

3-D19

300×700

2-D10

□-D10-@200

B2

外端 内端

3-D19

3-D19

□-D10-@200

2-D10

B1

中央両端

5-D19

300×700

全断面

3-D19

3-D19

2-D10

□-D10-@200

B5

250×450

3-D19

□-D10-@200

2-D10

中央両端

300×700

B3

4-D19 3-D19

3-D19 3-D19

□-D10-@200

2-D10

中央両端

3-D19

B4

300×600

3-D19

4-D19

縦　　筋

横　　筋

開
口
補
強

ﾀ　ﾃ

ﾖ　ｺ

ﾅ ﾅ ﾒ

符　号

壁　厚

断　面

4
0
ｄ

40ｄ

40ｄ

40ｄ

Ｈ

Ｗ

開口補強要領

D10-＠200（ﾀﾞﾌﾞﾙﾁﾄﾞﾘ）

1-D13

W15

150

D10-＠200（ﾀﾞﾌﾞﾙ）

（横　断　面）

※幅止め筋は、D10-＠1,000以内とする。

D10-＠200（ﾀﾞﾌﾞﾙﾁﾄﾞﾘ）

1-D13

EW15

150

1-D13

150

D10-＠100（ﾀﾞﾌﾞﾙ）

EW15A

D10-＠200（ﾀﾞﾌﾞﾙ）

D10-＠100（ﾀﾞﾌﾞﾙﾁﾄﾞﾘ）

2-D13

2-D13 4-D13

4-D13

4-D16

4-D16

符　号
端　部 中　央端　部 中　央

版　厚 区　別 備　考
短　辺　方　向　・　主　筋　方　向 長　辺　方　向　・　配　力　筋　方　向

上端筋

下端筋
S2 四辺固定（ﾀﾞﾌﾞﾙﾓﾁｱﾐ）

上端筋

下端筋
S1 四辺固定（ﾀﾞﾌﾞﾙﾓﾁｱﾐ）

D10-＠200
150

D10-＠200

※（　）内は、溝部を示す

150

D13・D10-＠200

D10-＠200

D13・D10-＠150

D10-＠150 D10-＠150

D10-＠150

上端筋

下端筋
四辺固定（ﾀﾞﾌﾞﾙﾓﾁｱﾐ）200FS1

下端筋
片　持　ち

上端筋170～150

（130）
CS1

D10-＠200 D10-＠200

D10-＠200 D10-＠200

D13・D10-＠200

D13・D10-＠200 D13・D10-＠200

D13・D10-＠200

-D13-@100

5-D22

-D13-@100

3-D19

□-D13-@150

4-D22

16-D22

7-D22

D

ｂ

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

事務所棟　部材リスト

D

B

ｂ

D

Lo
Lo/2 Lo/4Lo/4

Lo/4Lo/2Lo/4

15ｄ 15ｄ

20ｄ 20ｄ

２０２０



A3:1/30 A1:1/60 A3:1/50 A1:1/100

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳

海老原　悟
一級建築士

第281605号

一級建築士

第202336号

F5A F4A F4A F8AF4A

FG1 FG1 FG1

RG1 RG1 RG2 RG1

FG1FG1

EW15A

C1 C1 C1C1 C2

ﾊﾟﾗペット配筋図

Y１通り架構配筋図

▽設計GL

▽ﾊﾟﾗペット天端１

▽水上RSL

▽ﾊﾟﾗペット天端２

▽水上RSL

▽ﾊﾟﾗペット天端１

▽ﾊﾟﾗペット天端２

▽水上RSL

A1

1:30

A3

1:60
庇配筋図

A1 A3

1:30 1:60
ﾊﾟﾗペット配筋図

A1

1:30 1:60

A3
スラブ段差配筋図

A1 A3

1:30 1:60
ﾊﾟﾗペット配筋図

▽水上RSL

▽ﾊﾟﾗペット天端１

1:60

A1 A3

1:30

A1 A3

1:30 1:60

1:60

A1 A3

1:30

A1 A3

1:30 1:60

A1 A3

1:50 1:100

1:60

A1 A3

1:30

A1 A3

1:30 1:60

配管取出口配筋図 地中梁の打増し配筋図太陽光パネル基礎配筋図

S1

▽ﾊﾟﾗペット天端２

▽水上RSL

共通事項

　1.特記なき壁符号はW15とする。

　2.W15:  縦筋  D10-@200（タテヨコ共ダブルチドリ）

　　　　  横筋　D10-@200（タテヨコ共ダブル）

　3.EW15A:縦筋  D10-@100（タテヨコ共ダブルチドリ）

　　　　  横筋  D10-@100（タテヨコ共ダブル）

　4.特記なき開口補強筋は、縦筋、横筋共 各2-D13、斜め筋　各1-D13　とする。

　5.特記なき柱HOOPは、□-D10-@100とする。

▽水上RSL

▽屋根天端

土間コンクリート配筋要領図 壁段差配筋要領図

△GL

▽1FL

△GL

▽1FL

D10-@200

D10-@200

D13・D10-@200

5-D22 5-D224-D22 4-D22 4-D22 4-D22 4-D22 4-D22 4-D22 4-D22

4-D22 4-D22 4-D22 4-D22 4-D224-D22 4-D22 4-D22 4-D22 4-D22 4-D224-D22

3-D22 3-D22 3-D22 3-D22 3-D22 3-D223-D22 3-D22 3-D22

4-D224-D224-D224-D224-D224-D224-D224-D224-D22

4-D22 4-D22 4-D22 4-D224-D22 4-D224-D224-D22 4-D224-D224-D224-D22

2-D16
2-D16

2-D16
2-D16

2-D16
2-D16

4-D22
4-D224-D22

HOOP □-D13-@100

HOOP　 -D13-@100

2-D22 2-D22 2-D222-D22 2-D22 2-D22 2-D22 2-D22 2-D22

腹筋 2-D10

腹筋 2-D10

腹筋 2-D10

腹筋 2-D10

腹筋 2-D10

腹筋 2-D10

腹筋 2-D10

腹筋 2-D10

腹筋 2-D10

腹筋 2-D10

腹筋 2-D10

腹筋 2-D10

STP　 -D10-@200STP　 -D10-@200STP　 -D10-@200

STP　 -D10-@200STP　 -D10-@200STP　 -D10-@200STP　 -D10-@200

1-D13
2-D13

1-D13 D10-@200(ﾖｺﾀﾞﾌﾞﾙ)

D10-@200(ﾖｺﾀﾞﾌﾞﾙ)

HOOP □-D13-@100

STP　 -D13-@100

3-D13

D13・D10-@200(ﾀﾃﾀﾞﾌﾞﾙﾁﾄﾞﾘ)

D13・D10-@200(ﾀﾃﾀﾞﾌﾞﾙﾁﾄﾞﾘ)
1-D13

2-D13

D10-@200(ﾖｺﾀﾞﾌﾞﾙ)

D13・D10-@200(ﾀﾃﾀﾞﾌﾞﾙﾁﾄﾞﾘ)

受け筋1-D13

4-D13

1-D13

1-D13

タテD13-@200ダブル

ヨコD10-@200ダブル

4-D13

2-D13
1-D13

D13-@200ダブル

D10-@200ダブル

1-D13 1-D13

D10-@200

1-D13

1-D13

1-D13

1-D13

1-D13

D10-@200

2-D13

2-D13

受け筋　1-D13

D10-@2002-D13

D10-@200

D13・D10-@200

2-D13

2-D13

2-D13

1-D13

1-D13 D10-@200

各1-D13

2-D22

2-D22

4-D22 4-D22 4-D22

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

事務所棟　雑配筋図・架構配筋図 ２０２１
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A3: 1/100 A1: 1/200
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R階梁伏図GL+3300梁伏図

柱面

特記事項

 1、水平ブレース

　　　　　　　　印はV2を示す。

特記事項

 1、特記無き限り継手位置は柱面より700とする。

　　　　　　　　　  剛接合を示す。

 2、　　　　　　補剛材を示す 

 3、水平ブレース

　 　　　　　　 印はV1を示す。

  　　　　　　　印はV2を示す。

 4、（　）内の数字は水下梁天端からの梁天端レベルを示す

 5、特記無き限り小梁符号はSB19(-200)とする。

 6、見下げ図とする。
＊＊＊

 5、　　　　　  印はRC立ち上がり壁　h=975(GLより)を示す。

　　W120: t=120 D10-@200ﾀﾃﾖｺ共シングル。

　　W175: t=175 D10-@200ﾀﾃﾖｺ共ダブル。

 6、　　　　　　印は外構のレベルを示す。

 7、見下げ図とする。

 8、RC柱面と地中梁面が同一の場所は地中梁横30mm打増しとする。

200φ

250φ

275φ

600φ

300 350

100φ 0

0

0

0
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33

0

0

0

0

0 0

2 2

梁幅（mm）

スリーブ表

合　計径（φ）

47.90 47.90

47.90

47.85

47.83

47.81

特記事項

 1､　　　　　　 印は土間コンクリートt=150mmを示す。

 2､　　　　　　 印は土間コンクリートt=200mmを示す。

 3､ 特記無き限り土間コンクリート天端は1FL-10とする。

 　 土間ｺﾝｸﾘｰﾄは、両方向共D10-@200(ダブル）、砕石厚150とする。

　　土間ｺﾝｸﾘｰﾄ下は埋戻し、十分な締め固めを行うこと。

 4、特記無き限り地中梁天端はGL-100とする。(GL＝47.90)

　　地中梁天端から土間コンクリート下端まで打増しとする。

特記事項

 1､ 特記無き限り基礎下端=GL-1,050。

　　ラップルコンクリートはGL-1,900までとする。

 2、見下げ図とする。

 3､ 地耐力qa=300kN/㎡（長期）。
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亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図
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X６通り軸組図

Y１通り軸組図 Y２通り軸組図 Y３通り軸組図 Y４通り軸組図

▽設計GL

▽水上梁天端

▽ﾊﾟﾗペット天端３

▽設計GL
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X７通り軸組図

柱面

柱面

柱面 柱面柱面

柱面

▽設計GL

▽水上梁天端

▽ﾊﾟﾗペット天端３

特記事項

1、特記無き限り継手位置は、柱面より700とする。

　　 　　　　 　　　剛接合を示す。

　　　　　　　 

2、柱ベースプレート下端はGL-50とする。

3、　　　　　　　　 胴縁C-100ｘ50ｘ20ｘ2.3を示す。

4、　　　　　　　　 ラッブルコンクリートを示す。

5、RC立ち上がり壁W175: t=175　h=975(GLより)、 D10-@200ﾀﾃﾖｺ共ダブル。　　　　　

特記事項

1、特記無き限り継手位置は、柱面より700とする。

　　 　　　　 　　　剛接合を示す。

　　　　　　　 

2、柱ベースプレート下端はGL-50とする。

3、　　　　　　　　 胴縁C-100ｘ50ｘ20ｘ2.3を示す。　

4、　　　　　　　　 ラッブルコンクリートを示す。　　　　

特記事項

1、特記無き限り継手位置は、柱面より700とする。

　　 　　　　 　　　剛接合を示す。

　　　　　　　 

2、柱ベースプレート下端はGL-50とする。

3、　　　　　　　　 胴縁C-100ｘ50ｘ20ｘ2.3を示す。

4、　　　　　　　　 ラッブルコンクリートを示す。

5、RC立ち上がり壁W120: t=120　h=975(GLより)、 D10-@200ﾀﾃﾖｺ共ダブル。　　　　　

特記事項

1、特記無き限り継手位置は、柱面より700とする。

　　 　　　　 　　　剛接合を示す。

　　　　　　　 

2、柱ベースプレート下端はGL-50とする。

3、　　　　　　　　 胴縁C-100ｘ50ｘ20ｘ2.3を示す。

4、　　　　　　　　 ラッブルコンクリートを示す。

5、RC立ち上がり壁W175: t=175　h=975(GLより)、 D10-@200ﾀﾃﾖｺ共ダブル。　　　　　

特記事項

1、特記無き限り継手位置は、柱面より700とする。

　　 　　　　 　　　剛接合を示す。

　　　　　　　 

2、柱ベースプレート下端はGL-50とする。

3、　　　　　　　　 胴縁C-100ｘ50ｘ20ｘ2.3を示す。

4、　　　　　　　　 ラッブルコンクリートを示す。　　　　　

特記事項

1、特記無き限り継手位置は、柱面より700とする。

　　 　　　　 　　　剛接合を示す。

　　　　　　　 

2、柱ベースプレート下端はGL-50とする。

3、　　　　　　　　 胴縁C-100ｘ50ｘ20ｘ2.3を示す。

4、　　　　　　　　 ラッブルコンクリートを示す。

5、RC立ち上がり壁W175: t=175　h=975(GLより)、 D10-@200ﾀﾃﾖｺ共ダブル。　　　　　
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H-298x149x 5.5x 8

H-198x99x 4.5x 7

H-194x150x 6x 9

H-194x150x6x9

H-400x200x 8 x13

継　　　　　　手

フ　ラ　ン　ジ ウ　ェ　ブ
部　材　断　面

符　　号

添板（SS400)

2PL- 9

H.T.B(S10T)

6-M20

添板（SS400)

2PL- 9

H.T.B(S10T)

4-M20

備　　考

使　用　部　材

（SN400B)

SG40

横補剛材

水平ブレース

水平ブレース V2：1-M12（ターンバックル締め）

JISブレース、GPL-6,1-M16

部　材　名 接　　合　　部

V1：1-M16（ターンバックル締め）

t：2C-100x50x20x2.3

JISブレース、GPL-6,1-M16

※継手は、SCSSーH97に準拠すること。

符　　号

SB29

SB19

SB18

添板（SS400)

GPL-6

GPL-6

GPL-6

H.T.B(S10T)

3-M16

2-M16

2-M16

備　　考
仕　　　口部　材　断　面

※継手は、SCSS-H97に準拠すること。

（SS400・STKR400)

GPL-6,2-M16（ボルトピッチ：X6端120、他端70）

SCG18

X7端ボルトピッチ120

ボルトピッチ90

（SSC400・SS400・STKR400)

PC1 □-100ｘ100ｘ3.2 2GPL-6、2-M12（中ボルト　ピッチ180）

胴縁 2GPL-6、2-M12（中ボルト）C-100ｘ50ｘ20ｘ2.3

PL-9 h=100
(SS400)

スカーラップ r=30

A3: 1/30 1/50 A1: 1/60 1/100

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳

一級建築士

第281605号

一級建築士

第202336号

PL-6×470×470(ロの字)

PL-6×470×470(ロの字)

PL-6×470×470(ロの字)

35 200 35

85 100 85

270

5
5

5
5

5
1
0
0
5

1
1
0

750

7
5
0

5
0

5
0

5
0

5
0

1
0
0

6
0

5
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

1
0
0

▽柱心

ハ
カ
マ

筋
5
-
D
1
3

6-D13
ハカマ筋4-D13

ハカマ筋　D13-＠300

D13-＠300

7
-
D
1
3

▽

柱
心

▽

柱心

6-D13

6
-
D
1
3

▽

柱
心

ラップルコンクリート ラップルコンクリート

▽

柱心

▽

柱
心

ラップルコンクリート

▽

ハ
カ

マ
筋
5
-
D
1
3

D13-＠300

7
-
D
1
3

▽

柱
心

ラップルコンクリート

ハカマ筋　D13-＠300

ハカマ筋5-D13
7-D13

7
-
D
1
3

柱心

6-D13

TOP HOOP 2-D13
無収縮モルタル(t=50mm)

▲BPL下端

TOP HOOP 2-D13
無収縮モルタル(t=50mm)

▲BPL下端

TOP HOOP 2-D13
無収縮モルタル(t=50mm)

▲BPL下端

TOP HOOP 2-D13
無収縮モルタル(t=50mm)

▲BPL下端

 基礎リスト    

A1 A3A1 A3A1 A3

 地中梁リスト    

鉄骨大梁リスト その他の鉄骨部材リスト鉄骨小梁・片持ち梁リスト

A1 A3

1:50 1:100
地中梁主筋配筋要領 アンカーフレーム

A1 A3

直交する梁の主筋レベルが同一の場合は、X方向梁(FG4)の

上端筋を直交梁(FG14)の上端筋の上に、又、下端筋は直

交梁の下端筋の下に配置すること。

A1 A3

1:30 1:60

A1 A3

1:30 1:60

A1 A3

1:1001:50
鉄骨柱・柱脚リスト

F9 F10 F12F11

符   号

位   置

▼設計GL

断   面

Fc=24

BxD

上 端 筋

下 端 筋

腹  筋

STP

備 考

FF F

全断面 全断面

B B B4 5 6GF

全断面

14 F

全断面

CG 1

 - D10

 - D  - @ 200

 x 

D

 - D

 - 

 - D10

 - D  - @ 200

 x 

D

 - D

 - 

 - D  - @ 200

 x 

D

 - D

 - D

 - D

 - 3

3

10

300 800 300 800 250 450

2

2

19

19

19

19

19

19

19

19

3

3

3

5

10 10

22 - D10

 - D  - @ 

4

 x 350 900

D

 - D

 - 

 - D10

 - D  - @ 200

 x 350

D22

 - D22

 - 

700

3

3

10

2

10

両端 中央両端 中央

GF 4

 x 

 - D10

 - D  - @ 

350 900

4

10

 - D22

 - D22

 - D22

 - D22

3

3

19

19

5

5

4

6

200 200

▽設計GL

▽設計GL

※スリーブ補強に既成品を使用する場合は、（財）日本建築センターの評価を取得した製品を用い、

　構造計算書を事前に監理者に提出し、断面性能を損なわないことを確認した上で使用する。

※巾止め筋は、D10-＠1000以内とする。

X方向上端主筋

Y方向上端主筋

Y方向下端主筋

X方向下端主筋

D

B

符　号 λ＝62.7 P10 P11 P14

柱　脚

リブプレート

アンカーボルト

（SN490B）

BPL-28x500x500

（SS400）

2-M16 L＝480(SS400)

ダブルナット(座金付)

BPL-9x200x150

（SS400）

BPL-6ｘ270ｘ110

2-M12 L＝360(SS400)

ダブルナット(座金付)

（SS400）

BPL-12x200x200

2-M16 L＝480(SS400)

ダブルナット(座金付)

部材寸法

上部接合部 溶接 GPL-6、2-M16GPL-6、2-M16

SC1

8-M22 L＝750(ABR490)

アンカーフレーム付
ダブルナット(座金付)

(座金はベースプレートに溶接すること）

ＲＣ断面

ｂｘＤ

主　筋

ＨＯＯＰ

備　考

750 x 750

12-D22

D10-＠100

露出柱脚

地中梁上 地中梁上

露出柱脚 露出柱脚

地中梁上

露出柱脚

□－300x300x12（BCR295） Ｈ－100x100x6x8（SS400） Ｈ－148x100x6x9（SS400）

2GPL-6、2-M12（中ボルト）

□-100ｘ100ｘ3.2（STKR400）

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

車庫棟　部材リスト ２０２４
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575575

1,150

5
7
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5
7
51
,
1
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0

5
2
0

1,050

100

26
0

260

525425

SB11 □-100x100x 3.2 GPL-6 2-M16

GPL-6 2-M16

SB10 H-100x100x 6x 8 GPL-6 2-M16

H-100x100x 6x 8 GPL-6 2-M16SB10A

ベースプレート



A3: 1/30 A1: 1/60
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SCG18:H-194x150x6x9

SCG18:H-194x150x6x9

　 　　　SG40 :H-400x200x8x13（SN400B）
F:2PL-9,6-M20
W:2PL-9,4-M20

　 　　　SG40 :H-400x200x8x13（SN400B）
F:2PL-9,6-M20
W:2PL-9,4-M20
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SB19:H-198x99x4.5x7

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

海老原　悟

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳

一級建築士

第281605号

一級建築士

第202336号

PC1：□-100x100x3.2

PC1：□-100x100x3.2PC1：□-100x100x3.2

PC1：□-100x100x3.2

PC1：□-100x100x3.2

PC1：□-100x100x3.2

PC1：□-100x100x3.2

PC1：□-100x100x3.2

PC1：□-100x100x3.2

PC1：□-100x100x3.2

D10-@200(ダブル) 2-D13 1-D13D10-@200(シングル)

GPL-6,3-M16

GPL-6,3-M16

GPL-6,3-M16

GPL-6,3-M16

GPL-6,3-M16

GPL-6,3-M16

SN490C DIA PL-22

SN490C DIA PL-22

GPL-6,3-M16

GPL-6,2-M16

GPL-6,3-M16
GPL-6,3-M16

GPL-6,2-M16

GPL-6,2-M16

GPL-6,2-M16

2GPL-6,2-M12（中ボルト）

2GPL-6,2-M12（中ボルト）

2GPL-6,2-M12（中ボルト）

2GPL-6,2-M12（中ボルト）

2GPL-6,2-M12（中ボルト）

2GPL-6,2-M12（中ボルト）

2GPL-6,2-M12（中ボルト）

2GPL-6,2-M12（中ボルト）

PL-6
2GPL-6,2-M12（中ボルト）

2GPL-6,2-M12

2GPL-6,2-M12

PL-6

2GPL-6,2-M12（中ボルト）

GPL-6,2-M16

2-D13

D10-@200D10-@200

D10-@200D10-@200

D10-@200 D10-@200

D13・D10-@100

SN490C DIA PL-22

内DIA PL-19

SN490C DIA PL-25

SB19:H-198x99x4.5x7

SB19:H-198x99x4.5x7

P1
1:
□
-1
00
x1
00
x3
.2

P11

P11

P11

F9 F10

FG4

リブプレートPL-9 h=100(SS400　スカーラップ r=30)

ベースプレート28×500×500（SN490B）

アンカーボルト8-M22 L＝750(ABR490)

ベースプレート28×500×500（SN490B）

リブプレートPL-9 h=100(SS400　スカーラップ r=30)

アンカーボルト8-M22 L＝750(ABR490)

S
C
1
:
□

-
3
0
0
x
3
0
0
x
1
2
(
B
C
R
2
9
5
)

S
C
1
:
□

-
3
0
0
x
3
0
0
x
1
2
(
B
C
R
2
9
5
)

無収縮モルタル(t=50mm) 無収縮モルタル(t=50mm)

A1 A3

1:601:30

A1 A3

1:601:30

A1 A3

A1 A3

RC立上り壁配筋図

土間配筋要領図

土間段差配筋要領図

1:601:30

1:601:30

Ｙ２通り鉄骨詳細図

▽設計GL

▽水上梁天端

▽ﾊﾟﾗペット天端３

W175 W120

Y2通り±1330

Y2通り±1330

D13-@200

1-D13

GL

D13-@200

各1-D13

GL GL

GL

各1-D13

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図

△柱心

車庫棟　雑配筋図・鉄骨詳細図 ２０２５
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Ｙ

Ｘ
H-300x300x10x15

部　材　断　面

（SS400)

径

D
備　　考外添板（SS400)

厚x幅x長さ

M22 9x300x350

mm mm  mm

内添板（SS400)

12x110x350

厚x幅x長さ
mm mm  mm

厚x幅x長さ
mm mm  mm

添板（SS400)

9x200x170

H.T.B(S10T)

3x2

nFxmF nFxmF

3x1

H.T.B(S10T)

Pc

60

フランジ ウェブ

支持鉄骨中間梁継手（SCSS-H97に準拠すること。）

A3:1/30 A1:1/60 A3:1/50 A1:1/100

　　　 　支持鉄骨中間梁（横使い）：
　　　 　　H-300x300x10x15（SS400）

 F:2PL-9, 6-M22
 W:2PL-12,3-M22

　　　 　支持鉄骨中間梁（横使い）：
　　　 　　H-300x300x10x15（SS400）

 F:2PL-9, 6-M22
 W:2PL-12,3-M22

設計者

設計者

代　表

担　当

記名資格／番号 捺印

区分

図面内容

縮尺

特記検　図製　図 訂正 図面番号

立川　淳

海老原　悟
一級建築士

第281605号

一級建築士

第202336号

ベース筋7-D13

ハカマ筋5-D13

SB1：H-100x100x6x8（SS400、横使い）

　　 GL-6,2-M16

SB1：H-100x100x6x8（SS400、横使い）

　　 GL-6,2-M16

SB1：H-100x100x6x8（SS400、横使い）

　　 GL-6,2-M16

A.Bolt 4-M16（ABR400）

L=480 Wナット

ベース筋7-D13

A.Bolt 4-M16（ABR400）

L=480 Wナット

柱：□-200x100x4.5（STKR400）柱：□-200x100x4.5（STKR400） 支持鉄骨中間梁（横使い）：

　H-300x300x10x15（SS400）

柱：H-300x300x10x15（SS400） 柱：H-300x300x10x15（SS400）

立上り主筋 20-D16

支持鉄骨中間梁（横使い）：

　H-300x300x10x15（SS400）

RPL-12 H=100（SS400）

A.Bolt 6-M27（SS400）

L=810 Wナット

PL-12 PL-12

フレーム：□-125x125x4.5（STKR400）

PL-12 PL-12

BPL-32x350x500（SS400）

BPL-12x175x285（SS400）

RPL-9 H=100（SS400）

A.Bolt 2-M12　L=300（SS400）

RPL-9 H=100（SS400）

BPL-12x175x285（SS400）

A.Bolt 2-M12　L=300（SS400）

D13-＠200ダブル

RPL-12 H=100（SS400）

TOP HOOP 2-D13

A.Bolt 6-M27（SS400）

L=810 Wナット

A

BB

BPL-32x350x500（SS400）

BPL-12x175x285（SS400）

RPL-9 H=100（SS400）

巾止め筋D10-＠300

HOOP　□-D10-@100（TOP HOOP 2-D13）

A

A 断面

断面B

支持鉄骨中間梁（横使い）：

　H-300x300x10x15（SS400）

フレーム：□-125x125x4.5（STKR400）

フレーム：□-125x125x4.5（STKR400）

D22-＠150

D16-＠200

D22-＠150

D16-＠200

D16-＠200

D22-＠150

D16-＠200

D22-＠150

D13-@300

TOP HOOP 2-D13

RPL-6 H=100（SS400）

無収縮モルタル

BPL-16x300x400（SS400）
立上り主筋 18-D13

立上り主筋 18-D13

D10-＠100

柱：□-200x100x4.5（STKR400）

ハカマ筋5-D13
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▽最高高さ

▽基礎底

▽1FL下端

1:60

A1 A3

1:30

▽最高高さ

▽1FL

▽BPL下端

▽BPL下端

ホース乾燥塔配筋要領図

▽基礎底

△ラップル
コンクリート底

△GL(TP47.90)

△GL(TP45.70)

亀山消防署北東分署建設工事（建築工事）
建築構造図
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